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はじめに 

 

平成元年の本格的な衛星放送開始からおよそ１６年が経過し、この間、衛

星放送は、放送において準基幹的な役割と国民視聴者の多様なニーズに応え

る役割とを果たし、テレビジョン放送の高精細度化をはじめ、放送の高機能

化に先鞭を付けてきた。しかしながら、平成２３年からの地上デジタル放送

の本格的な展開や通信分野におけるブロードバンド化の進展など、衛星放送

は、これまでにない環境の変化に直面している。 

 

また、近年、放送を受信するために契約の締結を要する放送が拡大し、ま

た、双方向サービスが進展するのに伴い、放送に関して取り扱われる個人情

報が、量的に増加し、内容的にも多様化してきている。そういった一方で、

平成１７年４月１日からは「個人情報の保護に関する法律」（平成１５年法律

第５７号）が全面施行されるに当たり、放送業界においても個人情報漏えい

の事案が発生しており、国民の個人情報の保護への関心が高まってきている。

このような昨今の状況にかんがみ、視聴者が安心して放送サービスの提供を

受けることができ、放送の健全な発達に資するように、放送の視聴者及び放

送の受信に関する契約を締結した者等の個人情報の取扱いに関しての包括的

な取り組みが求められている。 

 

  このような背景から、本検討会では、より魅力のある衛星放送に向けた制

度とその運用の在り方、そして、国民が安心して放送を契約・視聴できるた

めの個人情報保護の在り方を検討することを目的として、平成１６年５月１

０日に第１回会合を開催し、本年２月２２日まで全１１回にわたり、検討を

行ってきた。 

 

放送受信者等に関する個人情報保護の在り方については、既に平成１６年

８月１３日に「放送分野における個人情報の在り方について」を公表し、こ

れに基づき、総務省においては、同年８月３１日に「放送受信者等の個人情

報の保護に関する指針」（平成１６年８月３１日総務省告示第６９６号）を告

示したところである。 

 

また、平成１６年３月１９日に閣議決定された「規制改革・民間開放推進

３か年計画」において、平成１６年度内に「東経１１０度を軌道位置とする

ＣＳに関し、現在通信用に割り当てられている左旋円偏波の周波数を放送に

使用できるようにすること及びその際電気通信役務利用放送法［平成１３年



 

法律第８５号］を適用することについて検討し、早急に結論を得る」とされ、

これを受けて、本検討会では、東経１１０度ＣＳにおける左旋円偏波の放送

利用の在り方についても、検討を行ってきたところである。 

 

  本報告書は、既に公表した、上記の「放送分野における個人情報の在り方

について」とともに、東経１１０度ＣＳにおける左旋円偏波の放送利用を含

む衛星放送の在り方全般にわたって構成員間で交わされた議論をもとに、放

送分野における個人情報保護及びＩＴ時代の衛星放送の発展に向けた課題と

展望についてとりまとめたものである。 



 

 

 

 

第１編 

放送分野における 

個人情報保護 
 



 

第１章 当検討会における検討結果と総務省の対応 

 

第１節 放送受信者等の個人情報の保護に関する指針の策定・公表等 

 

当検討会では、平成１６年７月２日、「放送分野における個人情報保護の基本

的な在り方について（草案）」を公表し、同年７月２日から３０日にかけてパブ

リックコメントを実施した。その結果を踏まえ、当検討会では、同年８月６日

に開催した第７回会合において、放送分野における個人情報保護に関する指針

の在り方をはじめとする、個人情報保護の基本的な考え方について整理した「放

送分野における個人情報保護の基本的な在り方について」を取りまとめ、同月

１３日に公表を行った。 

 

総務省においては、以上の「放送分野における個人情報保護の基本的な在り

方について」を踏まえて、平成１６年８月３１日に「放送受信者等の個人情報

の保護に関する指針」（平成１６年８月３１日総務省告示第６９６号。以下「指

針」という。）を告示した。 

 

指針においては、以下のような内容が示されているところである。 

１）視聴履歴等をその取得等にあたり慎重に取り扱うこと 

２）次のような具体的な安全管理措置を取ること 

     ア 管理責任者の設置  

     イ 安全管理規程の作成及び見直し 

     ウ アクセスの管理、持ち出しの管理 

     エ 個人データが記録された物の紛失等の防止 

  ３）従業者に対し監督、啓発を行うこと 

４）苦情処理について必要な体制や手続を整備すること 

５）個人情報の取扱いに関する基本方針を策定・公表すること 

６）漏えい等が発生した際、本人に対する通知、事実関係等の公表等の措 

置をとること 

７）報道目的等の個人情報の取扱いを指針の適用除外とすること 

８）施行後一年を目途として見直しについて検討すること 

 

 



 

目的及び定義（第１条～第２条）

目 的） （第1条）
個人情報の保護に関する法律の規定に基づき及びこれに基づく政府の基本
方針にのっとり、放送受信者等の個人情報を取り扱う事業者の遵守すべき
義務等の内容を明らかにすることにより、放送受信者等の個人情報の有用
性に配慮しつつ、放送受信者等の権利利益を保護するとともに、放送の健
全な発達に寄与することを目的とする。

定 義） （第2条）
放送：公衆によって直接受信されることを目的とする無線通信又は有線電

気通信の送信

放送受信者等：①放送の受信に関する契約を締結する者
②放送番組を視聴する者
③放送番組の視聴に伴い行われる情報の電磁的方式による
発信又は受信を行う者

④放送の受信、放送番組の視聴又は③の発信若しくは受信
に関し料金（放送法第３２条第２項に規定する受信料を
含む。）又は代金を払う者

⑤放送の受信、放送番組の視聴又は③の発信若しくは受信
に係る勧誘（当該勧誘に必要な準備行為を含む。）の対
象となる者

受信者情報取扱事業者：放送受信者等の個人情報データベース等を事業の
用に供している個人情報取扱事業者

※当該個人情報取扱事業者がその商品又は役務の提供について広告放送
により広告をする者である場合には、①当該広告放送をする者、②当
該広告放送をする者の親会社（財務諸表等の用語、様式及び作成方法
に関する規則第８条第３項に規定する親会社をいう。）、③当該広告
放送をする者から直接放送受信者等の個人情報を取得する者、に限る。

視聴履歴：放送受信者等の個人情報であって、放送番組の視聴の開始の日
時及び終了の日時並びに当該放送番組を特定することができるもの
のうち、当該開始の日時の一ごとに本人の同意を得ないで取得する
ことができるもの。

口座番号等：口座振替の方法により支払いをしている放送受信者等に係る
預金口座又は貯金口座の口座番号、クレジットカード番号その他特
定の放送受信者等の口座を識別することができる情報（他の情報と
容易に照合することができ、それにより当該口座番号、当該クレ
ジットカード番号又は当該口座を識別することができることとなる
ものを含む。）であって、個人情報であるもの

受信者情報取扱事業者の義務等（第４条～第２９条）

・利用目的の特定（第4条第1項～第3項）
・利用目的の変更の制限（第4条第4項）
・利用目的外利用の制限（第5条第1項～第3項）
・取得の範囲の制限（第6条第1項～第3項）
・適正な取得（第7条）
・取得に際しての利用目的の通知等（第8条第1項～第4項）
・データ内容の正確性の確保（第9条）
・安全管理措置（第10条）
・管理責任者（第11条）
・安全管理規程（第12条）
・取扱いの管理（第13条）
・視聴履歴等の管理（第14条）
・従業者の監督（第15条第1項）
・従業者の啓発（第15条第2項）
・委託先の選定（第16条）
・委託先の監督（第17条第1項）
・委託契約による安全管理措置の確保（第17条第2項）
・第三者提供の制限（第18条第1項～第6項）
・個人データの保存期間及び消去（第19条第1項～第4項）
・保有個人データに関する事項の透明性確保（第20条第1項）
・保有個人データの利用目的の通知（第20条第2項・第3項）
・保有個人データの開示（第21条第1項～第3項）
・保有個人データの内容の訂正等（第22条第1項・第2項）
・保有個人データの利用停止等（第23条第1項～第3項）
・保有個人データについて措置をとらない場合等の理由の説明（第24条）
・保有個人データに関する開示等の手続（第25条第1項～第5項）
・合理的な手数料の設定と徴収（第26条第1項・第2項）
・苦情の処理（第27条第1項）
・苦情処理体制の整備（第27条第2項）
・基本方針の策定及び公表（第28条）
・漏えい等に関する事実等の公表等（第29条第1項～第4項）

・個人情報保護法第５０条に係る適用除外（第30条）

個人情報に関する規定
（ 苦情の処理に関するものは除く。 ）

個人情報に関する規定
（ 苦情の処理に関するものは除く。 ）

個人データ に関する規定個人データ に関する規定

保有個人データ に関する規定保有個人データ に関する規定

個人情報の苦情処理に関する規定個人情報の苦情処理に関する規定

雑則（第３０条）

その他の規定その他の規定

適正な取扱い（第３条）

①利用目的の特定と利用目的外の制限 ②適正な取得
③正確性の確保 ④安全管理措置への配慮 ⑤本人の関与への配慮

附則（附則第１条～第６条）
・個人情報保護法第４章の施行日（平成17年4月1日）から施行（附則第1条）
・本人の同意や本人への通知等に係る経過措置（附則第2条～第5条）
・施行後１年を目途とした見直しの検討（附則第6条）

図表１ 指針の概要 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



 

第２節 放送関係事業者者等への周知・啓発 

 

総務省ではその後、告示した指針について、放送関係事業者へ通知し、総務

省ウェブサイトに掲載するとともに、全国の１１地方（北海道、東北、関東、

信越、北陸、東海、近畿、中国、四国、九州、沖縄）において、放送関係事業

者や放送受信者等に対する説明会を行うなど、放送関係事業者等への周知・啓

発活動に努めている。 

 

また、放送関係事業者間における情報・知識の共有化や今後の対応について

の円滑な連携が図られるため、放送関係事業者等と総務省の下に、平成１６年

９月、「放送関係個人情報保護連絡会」が設置された。本連絡会においては、個々

の放送事業者等における取組みの効率化及び放送分野全般に亘る実効性ある対

応を確保し、視聴者等の信頼の下で、放送の健全な発達を図ることとしている。

例えば、事業者団体等においては、それぞれ作成した個人情報保護に関する各

会員向けガイドブック等について、当連絡会にて相互に報告することとされて

いる。また、総務省においては、当連絡会での報告や意見交換等を踏まえ、放

送分野における個人情報保護に関する諸課題を整理・検討し、今後の指針見直

し等に反映するとともに、関連施策の周知・啓発等を継続的に実施することと

されている。 

 

図表２ 放送関係個人情報保護連絡会の概要 

 

 

 

１ 趣旨

◆ 関係者間で情報・知識の共有化を図るとと
もに、可能な場合には作業の共同化を図るた
め、「放送関係個人情報保護連絡会」を設置
することによって、個々の事業者の取組みの
効率化及び放送分野全般に亘って実効性ある
対応を確保し、視聴者の信頼の下での放送の
健全な発達に資することを目的。

３ 構成員 （ 順不同）

大谷 和子 株式会社日本総合研究所法務部長
藤原 靜雄 筑波大学大学院ビジネス科学研究科教授

【放送事業者等】

【総務省】

【顧問】

日本放送協会
株式会社ビーエス・アイ
株式会社ＷＯＷＯＷ
株式会社スカイパーフェクト・コミュニケーションズ
株式会社ビーエス・コンディショナルアクセスシステムズ
社団法人日本民間放送連盟
社団法人衛星放送協会
財団法人衛星放送セキュリティセンター
社団法人日本ケーブルテレビ連盟
社団法人電波産業会

情報通信政策局総務課長
〃 放送政策課長
〃 放送技術課長
〃 地上放送課長
〃 衛星放送課長
〃 地域放送課長

第１回：平成１６年 ９月 ７日
第２回 〃 １１月１８日
第３回 〃 １２月２２日

２ 開催状況等

◆ これまで、事業者団体においては、個人情
報保護に関する各会員向けガイドブック等を
作成し、同連絡会にて報告。

◆ また、総務省においては、同連絡会での報
告や意見交換等を踏まえ、放送分野における
個人情報保護に関する諸課題を整理・検討す
るとともに、関連施策の周知・啓発等を実施。



 

第３節 認定個人情報保護団体制度の活用 

 

個人情報の保護に関する法律（平成１５年５月３０日法律第５７号。以下「個

人情報保護法」という。）第４章第２節に規定されている認定個人情報保護団体

の制度については、個人情報取扱事業者の苦情処理等に係る中立性の確保や認

定個人情報保護団体の業務の対象となる当該事業者の負担軽減等の観点から、

放送分野における各事業者団体等においても、同制度の積極的な活用が期待さ

れるところである。 

 

認定個人情報保護団体の制度に関し、その認定の基準を規定している個人情

報保護法第３９条各号を踏まえた放送分野における認定個人情報保護団体の認

定に係る具体的な審査の基準については、放送分野の実情に即して審査が行わ

れるよう策定されることが重要である。従って、総務省において、今年度中に

審査基準等を策定するとともに、平成１７年４月１日の個人情報保護法の全面

施行後に、認定個人情報保護団体になろうとする者からの申請があった場合に

は、当該審査基準に基づいて速やかに認定を行うことが必要である。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



 

図表３ 認定個人情報保護団体と苦情処理の仕組み 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（出典：内閣府ウェブサイト） 



 

第４節 受信機等における技術的な課題への対応 

 

 その他、視聴履歴等の個人情報については、受信機における個人情報の蓄積、

そして、受信機に蓄積される個人情報及び双方向データ放送サービスの提供に

伴い取得される個人情報について、受信者等が特段意識することのないうちに

ネットワークを通じて取得等され得ること等の技術的な課題も残されており、

これらについては、総務省、放送事業者、メーカ、標準化団体等が連携し、今

後更に検討が進められていくことが期待される。 



 

第２章 放送関連法令等による対応 

 

個人情報保護法第１条において、同法の目的は、「個人情報の有用性に配慮し

つつ、個人の権利利益を保護することを目的とする」と規定されている。これ

を放送分野に則して考えた場合、放送受信者等の個人情報の有用性に配慮しつ

つ、放送受信者等の権利利益を保護することは、当然の帰結として、放送法（昭

和２５年法律第１３２号。）の目的である「放送の健全な発達」に寄与するもの

と考えられる。 

 

このように、個人情報保護法と放送法はその制定の観点・趣旨が異なるもの

であるが、放送受信者等の個人情報の保護を通じて放送受信者等の権利利益の

保護を図ることは、「放送の健全な発達」の一側面を構成することから、これら

両法は結果として同一の保護法益を共有するものと考えられる。 

 

以上から、個人情報保護法の全面施行に向けて、放送分野においては、前述

した「放送分野における個人情報保護の基本的な在り方について」の公表とそ

れを踏まえた指針の策定をはじめ、個人情報保護関連の考え方が整理された現

在、今後は、両法及び各関係法令間の整合性を確保するとの観点から、個人情

報保護関係法令等の趣旨や個別の規定を放送関連法令等にどのように反映させ

ていくことが適当かについて、検討することが必要と考えられる。 

 

その際、個人情報保護法及びその関係法令等において規定されている事項に

ついて、放送受信者等の保護及び放送の健全な発達に寄与する観点から、放送

をする無線局の免許、委託放送業務の認定、有料放送の提供条件に係る契約約

款の認可等に係る各種行政処分を行う際の基準・方針等に、申請者等が放送受

信者等の個人情報保護を適切に実施することの実効性を確保するため、個人情

報の保護に関する事項を処分実施の要件として考慮することの是非について、

検討することが必要と考えられる。  

 

この点、放送法第５２条の４においては、有料放送事業者は個別の契約約款

を定めて総務大臣の認可を受けるほか、総務大臣が定める標準契約約款と同一

の契約約款を総務大臣に届け出ることによって有料放送サービスを行うことが



 

できることとなっているが、平成９年に策定された「通信衛星によるデジタル

放送に係る有料放送役務標準契約約款」（平成９年１１月１９日郵政省告示第５

８６号）では、加入者個人情報の取扱いに関する事項が盛り込まれている。し

かしながら、当該標準契約約款は個人情報保護法等が制定される前のものであ

ったため、総務省では、当該標準契約約款を平成１７年３月３１日をもって廃

止するとともに、個人情報保護法、指針等を踏まえた個人情報に関する規定を

盛り込んだ「人工衛星によるデジタル放送に係る有料放送役務標準契約約款」

の制定案について、平成１７年２月９日の電波監理審議会に諮問し、本制定案

を妥当とする旨の答申を同日受けたところである。これを受けて、同年４月１

日から本標準契約約款に基づいた有料放送サービスの提供が期待されるところ

である。 

 

あわせて、有料放送の役務の提供条件に係る契約約款について個別に認可が

行われる場合についても、個人情報保護への適切な対応を確保するため、認可

に係る審査基準において、個人情報の保護に関する事項を盛り込むことが適当

であると考えられる。 



 

第３章 放送分野における個人情報保護のための個別法制の要否 

 

個人情報保護法制定の際の衆参両院の附帯決議において、「医療、金融・信用、

情報通信等、国民から高いレベルでの個人情報保護が求められている分野につ

いて、特に適正な取扱いの厳格な実施を確保する必要がある個人情報を保護す

るための個別法を早急に検討」すること等が要請された。 

 

この点、指針においては、取り扱われる個人情報の量の膨大性、国民生活へ

の高い浸透、個人の嗜好・財産に個別的・直接的に関わる情報の取扱い、技術

革新の急速な進展という放送分野の特性も勘案して、放送関係事業者の取るべ

き対応が示されたところである。さらに、有料放送分野における放送事業者に

よる個人情報の適正な取扱いについては、その実効性を確保するため、前述し

た標準契約約款の制定をはじめ契約約款の認可に係る審査基準の改正など放送

関係法令等による措置が期待されるところである。 

 

したがって、放送分野においては、個人情報を取り扱う放送関係事業者の具

体的な義務等の明確化、そして、当該義務等の実効性の確保に関する対応が実

施されることが期待されるが、今後に残された課題としては、事業者ではなく

個人情報を実際に漏えいした者に対する措置と考えられる。 

 

近年の個人情報の漏えい事案をみると、個人情報の漏えいは特定の業種で発

生しているものではなく、多くの業種で分野横断的に発生しており、また、多

くの事案において漏えいが問題となっている個人情報は、氏名、住所等の顧客

情報等であって、特定の業種に限定されて取り扱われるものではなく、多くの

業種で一般的に取り扱われる情報となっている。そのため、個人情報を漏えい

した者に対する罰則については、放送分野等の情報通信分野のみならず分野横

断的に対応する必要があると考えられる。そのため、個人情報を漏えいする行

為等について処罰できることとするための分野横断的な法制度の整備について

は、今後、関係機関が連携して検討を進めていくことが適当であると考えられ

る。 

 

なお、漏えい者個人に対する刑罰等を盛り込んだ法制度が整備されるまでの



 

間の対応としては、従業員等による不正な漏えいに対する抑止という観点から、

個人情報を不正に漏えいした従業員等に対する社内処分や損害の求償が可能と

なるよう社内規程において措置する等、放送関係事業者が漏えい者個人に対す

る自主的な制裁措置を講ずるよう要請が行われることが期待される。 

 



 

 

 

 

第２編 

ＩＴ時代の衛星放送 
 



 

第１章 ユビキタスなネットワーク社会と放送のデジタル化 

 

第１節 ユビキタスなネットワーク社会の進展 

 

１ 成熟社会・少子高齢化社会の到来とＩＴ 

 

 我が国は、戦後、急速な経済発展を遂げ、産学官一体となって産業力を強

化し、高度経済成長により国民全体の生活水準を高めることに成功してきた。

そして、今日では、高度経済成長期のような経済成長が望めない低成長経済

に突入しつつある。このような状況の中、我が国は、経済的な豊かさを享受

できるようになるとともに、人々の価値観の多様化に伴い、ゆとりや安心・

安全等の価値観を重視する成熟社会を迎えていると考えられる。 

 

そこで、今後は、ＩＴ（Ｉｎｆｏｒｍａｔｉｏｎ Ｔｅｃｈｎｏｌｏｇｙ）

の発展も相まって、人々が個性を活かしつつ、その能力を最大限発揮するこ

とによって、生産性向上を通じて経済を維持向上させることが不可欠になる

ものと考えられる。 

 

 また、我が国の社会経済上、今後最大の状況変化としては、少子高齢化が

挙げられる。我が国の総人口は、平成１８年（２００６年）をピークに減少

し、２１世紀半ばには国民の約２．８人に１人が６５歳以上という超高齢化・

福祉社会になるものと予測されている。このことは、労働力人口の減少や消

費活動の減退から経済全体が縮小する可能性も示唆しており、今後は、ＩＴ

の発展により、高齢者・障害者等がますます社会へ進出していくことも期待

されている。 

 

２ 「ｅ－Ｊａｐａｎ戦略」における目標の達成 

 

 前述のような我が国の社会経済状況を背景に、平成１３年１月に策定され

た「ｅ－Ｊａｐａｎ戦略」では、インフラ面における取組みを中心に「２０

０５年［平成１７年］に世界最先端のＩＴ国家となる」という大きな目標に

向けたものとして、着実に成果を上げてきており、平成１６年２月時点では、



 

高速インターネットの利用可能世帯は、ＤＳＬが３，８００万世帯、ケーブ

ルインターネットが２，３００万世帯、超高速インターネットアクセス網で

あるＦＴＴＨは１，８０６万世帯に達し、平成１７年までに高速インターネ

ットを３，０００万世帯で、超高速インターネットを１，０００万世帯で利

用可能とするという当初の目標を短期間で大幅に上回ることとなった。 

 

３ 「ｅ－Ｊａｐａｎ戦略Ⅱ」における目標の達成状況 

 

 前述のようにインフラ整備が進みつつある一方で、実際の利活用が課題で

あるとされ、平成１５年７月には、ＩＴの利活用に重点を置き、「元気・安心・

感動・便利」社会の実現を目標とした「ｅ－Ｊａｐａｎ戦略Ⅱ」が策定され

た。「ｅ－Ｊａｐａｎ戦略Ⅱ」においては、「２００６年［平成１８年］以降

も世界最先端であり続けることを目指す」としつつ、特に、医療、食、生活、

中小企業金融、知、就労・労働、行政サービスの７分野において、ＩＴ利活

用の先導的取組みを推進することとされた。 

 

 以上の政府一体となった取組みの結果、現在、我が国のインターネット利

用人口は順調に拡大しつつあり、利活用の面においても実利用率は着実に上

がってきており、平成１５年７月現在のブロードバンドの実利用率は、ＤＳ

Ｌで２４．４％、ケーブルインターネットで９．９％、光ファイバでは３．

２％にとどまっていたが、平成１６年８月現在のブロードバンドの実利用率

は、ＤＳＬで３３．０％、ケーブルインターネットで１２．０％、光ファイ

バでは８．９％となっている。 

 

 また、携帯電話や無線ＬＡＮ等の登場に伴い、無線を活用した移動型の受

発信サービスについては、加入者系無線によるブロードバンド利用が、平成

１６年８月末現在で約２．７万加入、携帯電話加入者数は平成１６年１０月

末現在で約８，５００万台（うちインターネット接続が約７，２７０万台、

カメラ付き携帯電話が約５，３４６万台、第３世代携帯電話が約２，３４９

万台）となっている。今後は、デジタル放送や電子タグ（非接触ＩＣカード）

等の他のサービスとの一体化や平成２２年頃にサービス開始予定の第４世代

携帯電話の高速化等が期待されている。 



 

 

４ ユビキタスなネットワーク社会の実現に向けて 

 

  このような中、平成１６年６月４日に閣議決定された「経済財政運営と構

造改革に関する基本方針２００４」においては、「経済活性化に向けた重点施

策」として「ユビキタスネットワーク環境を整備し、高齢者・障害者が元気

に参加できるＩＴ社会を実現するため、『ｕ－Ｊａｐaｎ構想』を具体化する

こと」とされ、同年１２月にこれを具体化したものとして、「ｕ－Ｊａｐａｎ

政策」が取りまとめられた。 

 

    以上を受けて、平成１６年１２月に総務省において取りまとめられた「ｕ

－Ｊａｐａｎ政策」では、その大目標を「２０１０年［平成２２年］には世

界最先端のＩＣＴ[Ｉｎｆｏｒｍａｔｉｏｎ ａｎｄ Ｃｏｍｍｕｎｉｃａｔ

ｉｏｎ Ｔｅｃｈｎｏｌｏｇｙ]国家として先導する」と定め、インフラ、利

活用、そして、安心・安全の各局面における次の３つの基本軸を中心とした。 

   

① 有線中心のブロードバンド整備から、有線・無線の区別のないシーム

レスなユビキタスネットワーク環境への移行を目指し、ネットワークが

生活の隅々まで溶け込む草の根のようなＩＣＴ環境を実現すること。 

  ② 情報化の促進から、今後の２１世紀の社会課題を解決するためにＩＣ

Ｔを積極的に利活用し、社会に役立つ具体的なツールとしてＩＣＴをよ

り深く実感できるようにすること。 

  ③ プライバシー保護への不安等、ＩＣＴのいわゆる「影」と呼ばれる問

題を未然に解消し、利用環境整備を抜本的に強化し、具体的かつ包括的

な対策を講ずる必要があること。 

 

  今後、ＩＣＴは、「いつでも、どこでも、何でも、誰でも」簡単にネットワ

ークにつながるユビキタスな環境において、視聴者の視点に立った、今後の

様々な社会課題を解決するツールとしての役割が期待されていくものと考え

られる。放送サービスもユビキタス社会の実現を支える一つの柱として社会

経済活動の発展、生活水準の向上、国際社会への貢献に大きな役割を果たす

ことが期待されている。 



 

図表４ ｕ－Ｊａｐａｎ政策の全体像と特徴 
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パ
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ﾈｯﾄﾜｰｸ･ｺﾗﾎﾞﾚｰｼｮﾝの基盤整備
（ﾌﾟﾗｯﾄﾌｫｰﾑ、相互運用性、高信頼性、電子商取引等）

ｺﾝﾃﾝﾂの創造・流通・利用促進
（流通・決済､ﾃﾞｼﾞﾀﾙｱｰｶｲﾌﾞ､ｺﾝﾃﾝﾂ創造､ｿﾌﾄﾊﾟﾜｰ等）

ＩＣＴによる先行的社会システム改革
（社会･経営革新､制度改革､電子政府・自治体等）

ＩＣＴ人材活用
（人材育成､ﾍﾞﾝﾁｬｰ促進、教育改革､ 市民参加等）

ﾕﾋﾞｷﾀｽﾈｯﾄﾜｰｸ整備

ブロードバンド基盤の全国的整備
（ﾃﾞｨﾊﾞｲﾄﾞ解消、地域情報化､ﾃﾞｼﾞﾀﾙ放送、競争政策等）

国際戦略： 国内にとどまらず、国際的な市場やネットワークを視野に入れた政策を推進（アジア・ブロードバンド計画の推進によりアジアを世界の情報拠点に）

技術戦略： 重点分野の研究開発や標準化を戦略的に推進するとともに、持続的発展に向けたイノベーションを促し、国際競争力を高める

ＩＣＴ安心・安全２１戦略の推進
（優先的に対応すべき２１課題を抽出し、対応策を提示）

有線・無線のシームレスなアクセス環境の整備
（電波開放、固定・移動融合、通信・放送連携等）

実物系ネットワークの確立
（電子ﾀｸﾞ､ｾﾝｻｰﾈｯﾄ､情報家電､ITS、ﾕﾋﾞｷﾀｽ端末等）

ＩＣＴ利活用の高度化 利用環境整備

民産学官一体となって
集中的・重点的な取組みを推進

技術の成熟と
普及定着

利用者意識の
向上

２０１０年へ向けた将来課題 （生活者のニーズ調査から抽出）

乗客のイライラ
解消

若年・中高年
の社会参加

ＩＣＴの利活用が将来課題の解決に寄与

診療情報の
効率的利用

災害時の
安全確保

行政手続きの
オンライン化

高齢者に
優しい住宅

ｼｮｯﾋﾟﾝｸﾞの
効率化

生涯学習
の普及

勤務形態
の多様化

ﾎﾜｲﾄｶﾗｰの
協業支援

交通渋滞・
事故の削減

食の
安心・安全

ﾘｻｲｸﾙ・ｺﾞﾐ
処理の推進

ｺﾝﾃﾝﾂへの
自由なｱｸｾｽ

人に優しい心と心の触れ合い 利用者の視点が融け込む 個性ある活力が湧き上がる

２０１０年までに国民の１００％が
高速または超高速を利用可能な社会に

２０１０年までに国民の８０％がＩＣＴは
課題解決に役立つと評価する社会に

２０１０年までに国民の８０％が
ＩＣＴに安心感を得られる社会に

２０１０年には世界最先端の「ＩＣＴ国家」として先導

ﾕﾆﾊﾞｰｻﾙﾃﾞｻﾞｲﾝの導入促進
（ｴｰｼﾞｪﾝﾄ技術、ﾕｰｻﾞｲﾝﾀﾌｪｰｽ、情報ｱｸｾｼﾋﾞﾘﾃｨ等）

「影」に関する課題の整理・明確化
（「影」を１０分野・１００課題に整理し、イメージを明確化）

ユビキタスネット社会憲章の制定
（基本原則や共通認識を整理､「憲章」として世界に発信）

顕在化しつつある重要な課題への対応
（将来に向けて顕在化しつつある重要な課題を抽出）

基本軸①：シームレスなユビキタス基盤の整備

インフラ

利活用

超高速ネットワークインフラ整備超高速ネットワークインフラ整備
高速高速30003000万世帯、超高速万世帯、超高速10001000万世帯万世帯

※※ＤＳＬ、ケーブル、光ファイバ（有線系を想定）ＤＳＬ、ケーブル、光ファイバ（有線系を想定）

シームレスなユビキタスネットワークの整備シームレスなユビキタスネットワークの整備
国民の１００％が高速または超高速を利用可能な社会に国民の１００％が高速または超高速を利用可能な社会に

※※有線から無線、ネットワークから端末、認証、データ有線から無線、ネットワークから端末、認証、データ
交換等を含め、継ぎ目のないネットワーク環境を整備交換等を含め、継ぎ目のないネットワーク環境を整備

先導的７分野による利活用促進先導的７分野による利活用促進
医療、食、生活、中小企業金融、医療、食、生活、中小企業金融、
知、就労・労働、行政サービス知、就労・労働、行政サービス

※※情報化促進の視点が中心情報化促進の視点が中心

2005年まで 2010年まで

基本軸②：２１世紀の課題解決にＩＣＴを利活用

利用環境

基本軸③：ＩＣＴの利用環境整備の抜本強化

利用環境整備で普及浸透に伴う不安を解消利用環境整備で普及浸透に伴う不安を解消

国民の８０％がＩＣＴに安心感を得られる社会に国民の８０％がＩＣＴに安心感を得られる社会に

※※ＩＣＴ安心・安全２１戦略を策定すると共にＩＣＴ安心・安全２１戦略を策定すると共に
ユビキタスネット社会憲章を制定し、世界に発信ユビキタスネット社会憲章を制定し、世界に発信

社会課題解決型のＩＣＴ利活用高度化社会課題解決型のＩＣＴ利活用高度化
国民の８０％がＩＣＴは課題解決に役立つと評価する社会に国民の８０％がＩＣＴは課題解決に役立つと評価する社会に

※※社会ｼｽﾃﾑ改革等により、医療・福祉、環境・ｴﾈﾙｷﾞｰ、社会ｼｽﾃﾑ改革等により、医療・福祉、環境・ｴﾈﾙｷﾞｰ、
防災・治安、教育・人材等の２１世紀の課題を解決防災・治安、教育・人材等の２１世紀の課題を解決

情報化促進から
課題解決へ

ブロードバンドから
ユビキタスネットへ

利用環境整備
を抜本強化

情報セキュリティ対策
e-Japan戦略Ⅱに「安全・安心な

利用環境の整備」を追加

※情報セキュリティ対策に特化

（出典：ユビキタスネット社会の実現に向けた政策懇談会「ｕ－Ｊａｐａｎ政策」骨子（平成１６年１２月））



 

第２節 放送のデジタル化 

 

１ ユビキタスなネットワーク社会の実現に向けたデジタル放送の役割 

 

 「ｅ－Ｊａｐａｎ戦略Ⅱ」においては、「２０１１年までに、地上テレビジ

ョン放送のデジタルへの移行を完了し、全国どこでもデジタルテレビの映像

が受信できるような環境を整備する」という目標が掲げられている。また、

これを受けて、平成１６年６月１５日にＩＴ戦略本部決定された「ｅ－Ｊａ

ｐａｎ重点計画２００４」においても、重点的に推進すべき施策として、「地

上デジタル放送による新たなサービスの利活用の推進」が盛り込まれ、関係

省庁が連携して取り組むこととされている。 

 

 デジタル放送は、ユビキタスなネットワーク社会において、高精細映像サ

ービス等の高品質な映像・音声サービスの提供、字幕・音声放送サービス等

高齢者・障害者に優しいサービスの充実、携帯端末向け放送サービス等の安

定した移動受信の実現、インターネットとの連携による双方向サービス等の

データ放送の充実などを通して、様々な社会経済上の課題を解決するツール

となることが期待されている。 

 

２ 放送のデジタル化の進展 

 

   我が国では、まず、衛星放送においてデジタル化が開始された。平成８年

６月には、ＣＳ放送（通信衛星（以下「ＣＳ」という。）を利用して、放送衛

星業務用の周波数（国際電気通信連合憲章に規定する無線通信規則付録第３

０号の規定に基づき我が国に割り当てられた１１．７ＧＨｚから１２．２Ｇ

Ｈｚまでの放送衛星業務に使用される周波数。以下同じ。）以外の周波数を使

用して行う放送）によるデジタル放送が開始し、また、平成１２年１２月か

らはＢＳ放送（放送衛星(以下「ＢＳ」という。)を利用して、放送衛星業務

用の周波数を使用して行う放送）によるデジタル放送が開始し、そして、平

成１４年３月からはＢＳデジタル放送と同じ静止軌道位置である東経１１０

度上のＣＳを利用した東経１１０度ＣＳデジタル放送が開始された。その後、

衛星関連技術の進展により、平成１６年１０月からは我が国初の衛星による



 

移動体向け放送として、音声を中心とし、文字、図形、簡易動画等のデータ

を併せ送ることが可能な２．６ＧＨｚ帯衛星デジタル音声放送がモバイル放

送株式会社より開始されている。このように、衛星放送は、放送メディアに

おけるデジタル化に先行的な役割を果たしてきたメディアといえる。 

 

 

図表５ ２．６ＧＨｚ帯衛星デジタル音声放送 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

   他方、地上放送においては、平成１５年１２月に三大広域圏（関東・中京・

近畿）において開始され、平成１８年末までにはその他の県庁所在地等でも

放送が開始されるよう、取組みが進められており、平成２３年７月までに地

上デジタル放送への全面移行が行われる予定となっている。そして、地上デ

ジタル放送関連技術の進展に伴い、平成１８年には、前述した携帯電話にお

いても受信可能な技術規格による携帯端末向け放送サービスの開始も予定さ

れるなど、移動しながら安定的な受信も可能とされている。 
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 また、ケーブルテレビにおいては、平成１０年７月から一部地域でデジタ

ル放送が開始され、平成１２年１２月からはＢＳデジタル放送の再送信、平

成１５年４月には東経１１０度ＣＳデジタル放送の再送信が開始されている。

特に、同年１２月から開始された地上デジタル放送の再送信において、ケー

ブルテレビのデジタル化も重要性を増しているところであるが、現在、ケー

ブルテレビの全国的なデジタル化が進められつつある。 

 

 

図表６ 我が国の放送メディアのデジタル化の進展 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

３ メディア横断的なデジタルネットワークと放送 

 

   他方、前述したようなＩＣＴ分野の技術革新の進展に伴い、地上デジタル

放送、ＢＳデジタル放送、ＣＳデジタル放送（東経１１０度ＣＳデジタル放

送を含む。）、無線ＬＡＮ、光ファイバをはじめとするブロードバンドなど視

聴者を取り巻くメディア横断的なデジタルネットワークが多様化するととも

に、これまでＩＣＴの代表的な構成要素であったパソコンに加え、従来ネッ

トワークと無縁と考えられてきた機器までも、受発信機能を持つ情報家電と

して登場しつつある。 

 

▲
デジタル放送開始(平成15年12月)

大正14年 昭和25年 昭和45年 平成２年 平成16年
（1925） （1950） （1970） （1990） (2004)

▲
白黒開始
(昭和28年)

▲
音声多重開始
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▲
カラー開始
(昭和35年)

▲
放送開始
(平成元年) ▲デジタル放送開始(平成12年12月)

▲
放送開始
(平成4年) ▲デジタル放送開始(平成8年)

▲
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▲
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▲テレビ放送終了(平成10年）

▲
2.6GHz帯衛星デジタル音声放送開始(平成16年10月)



 

 そして、各家庭で電話とともに最も親しみやすい情報機器であったテレビ

が、地上放送、衛星放送、ケーブルテレビの各放送メディアのデジタル化を

通じて、あらゆるネットワークに対するインターフェースを有し、視聴者に

とってのゲートウェイとなる総合情報端末として主要な役割を担うことが期

待されるようになってきている。例えば、近年中に登場が予想されるサーバ

型放送においては、現在、急速に普及しつつあるＤＶＤレコーダ、ＨＤＤ等

の大容量蓄積機能やキーワードによる自動抽出録画等従来からの受信機側の

機能に加えて、コンテンツの属性等に関する様々な付加情報であるメタデー

タを活用することにより、視聴者が選択するキーワードに該当する番組の自

動抽出録画、索引ページを表示して視聴したい部分を選択可能なシーン検索、

そして、特定の場面を繋げて視聴可能なダイジェスト視聴等が可能となると

考えられる。 

 

  このようにデジタル放送は、ユビキタスなネットワーク社会の実現に向け

て重要な一翼を担うメディアとして、一層の発展が期待されている。 

 

 

図表７ サーバ型放送の概要 

 

 

 

サーバー型放送の種類と特長 サーバー型放送の視聴イメージ

蓄積した番組を 視聴することが可能。
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第２章 衛星放送の状況 

 

第１節 衛星放送事業の現況 

 

１ ＢＳテレビジョン放送事業の現況   

 

  ＢＳテレビジョン放送事業のうち、日本放送協会（以下「ＮＨＫ」という。）

の衛星放送の契約件数は平成１６年１２月末現在約１，２３４万件となって

おり、また株式会社ＷＯＷＯＷについては、２４９万件の契約を有している。

ＮＨＫはＢＳデジタル放送の開始に伴い、赤字を計上しているものの、年々

改善しつつあり、平成１５年度末では１０億円強にまで圧縮されている。一

方ＢＳテレビジョン放送事業者の事業収支は全体的に厳しい状況にあり、全

体的に赤字幅は縮小傾向にあるが、平成１５年度末現在、７事業者における

当期損益で合計約２６８億円、累積損益で合計約１０９９億円を計上してい

る。 

 

 

図表８ ＢＳ放送の普及状況（契約件数） 
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（月末）※平成12年12月以降は、デジタル放送の契約件数を含む。

（出典：日本放送協会報道資料等により作成）



 

 

図表９ ＮＨＫの衛星放送に係る収入と経費の推移 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図表１０ ＢＳデジタル放送事業者の収支状況 
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図表１１ ＢＳデジタル放送専業７者の収支状況 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  これまで、その要因の一つとして、ＢＳデジタル放送受信機の普及の遅れ

があると指摘されてきた。しかしながら、現在では、ＢＳデジタル放送受信

機の出荷台数については、平成１５年１２月に地上デジタル放送が開始され

たことに伴い、地上デジタル放送、ＢＳデジタル放送、そして、東経１１０

度ＣＳデジタル放送の三波共用デジタル受信機が登場し、平成１６年１２月

末現在で２１６万台まで普及したこともあり、ＢＳデジタル放送受信機出荷

台数（累計）は平成１６年１２月末現在で約４８２万台、ケーブルテレビ受

信世帯数は約２８３万世帯まで普及し、合計で約７６５万世帯がＢＳデジタ

ル放送を受信可能となっており、今後一層の普及が見込まれている。 

 

 

 

 

 

 

※２：平成１２年度は６社の合計。平成１３年度以降から７社の合計。

単位：億円
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営業収益 711.7 864.7 788.0 766.0

営業費用 870.6 1,210.8 1,033.3 958.2

収支比率 122.3% 140.0% 131.1% 125.1%

当期損益 ▲ 168.8 ▲ 338.5 ▲ 245.6 ▲ 267.8

累積損益 ▲ 316.6 ▲ 649.2 ▲ 889.4 ▲ 1099.4

（年度）

※１：ＢＳデジタル放送は、平成１２年１２月１日に開始。

（各社からの委託放送事業の事業収支に係る報告等を基に算出）

※３：収支比率は営業費用／営業収益の比率
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図表１２ 三波共用デジタル受信機の国内出荷台数累計の推移 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図表１３ ＢＳデジタル放送の受信世帯数 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

①ＢＳデジタル放送受信機出荷台数（累計）

②ケーブルテレビ受信世帯数

ＢＳデジタル放送の受信世帯数（①＋②合計）

（月末）

（万）

（出典：日本放送協会資料により作成）

※ 2003年11月末までの出荷台数。なお、地上デジタル放送対応の受信機は、同年6月から発売開始。
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２ 独立系ＢＳデータ放送事業・独立系ＢＳ音声放送事業の現況 

 

 独立系ＢＳデータ放送事業者８者は、事業開始以降１０億円台の赤字を計

上し続けているが、平成１５年度の経常赤字は合計１８億円となり、平成１

５年１１月末１事業者が撤退した。 

 

また独立系ＢＳ音声放送事業者４者の同年度の経常赤字は合計で２億円と

なっている。 

 

 

図表１４ 独立系ＢＳデジタル音声・データ放送事業者の収支状況 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

３ ＣＳ放送事業の現況 

 

  ＣＳ放送については、東経１２４度ＣＳ及び東経１２８度ＣＳを用いた放

送について、株式会社スカイパーフェクト・コミュニケーションズ（以下「ス

カパー」という。）が、平成１６年１２月末現在、１０４者の委託放送事業者

※２：収支比率は営業費用／営業収益の比率

単位：百万円
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等（うち電気通信役務利用放送事業者は３９者）を擁して、プラットフォー

ム事業（放送事業者に代わり、顧客営業や料金収受等の管理業務を代行する

事業）を運営しており、平成１６年１２月末現在、約３５９万の契約者を獲

得しているが、３００万加入を超えた時期以降、拡大のペースは従前より鈍

っている。但し、平成１５年３月に東証一部上場を果たしたことにより累損

を一掃し、経営的には改善されてきている。 

 

 

図表１５ 東経１２４度・１２８度ＣＳデジタル放送における加入件数の推移 
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※１ 「加入件数」とは、個人契約者数（有料視聴契約（個人本登録）を結び、視聴料の支払いが発生している加入者数）に、
有料視聴契約締結前の無料視聴期間中の数（仮登録、「ＳＫＹＰｅｒｆｅｃＴＶ！」 のみ）、法人契約者数（代理店展示用を含む）、
技術開発用登録数などを加えた総登録者数をいう。

※２ 「ＳＫＹＰｅｒｆｅｃＴＶ！」に係る加入件数の発表方法が、 平成１１年８月末分から変更された。
①毎月の加入件数を、従来の新規登録者数から純増登録者数として発表。
②開局以来３６ヶ月分の累計解約者数を差し引いた累計登録者数を発表。

※３ 平成１２年３月から「ディレクＴＶ」が「ＳＫＹＰｅｒｆｅｃＴＶ！」に加入者の移行を開始し、当移行加入者数が純増登録者数に含まれる。

（出典：㈱スカイパーフェクト・コミュニケーションズ報道資料等により作成）

（万件）



 

図表１６ ＣＳデジタル事業者（東経１１０度を除く）の収支状況 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 また、平成１４年３月に放送を開始した東経１１０度ＣＳデジタル放送に

ついては、いわゆる三波共用デジタル受信機が平成１６年１２月末現在で、

累計約２１６万台普及している中、スカパーが運営するプラットフォーム事

業「スカパー！１１０」の加入者は同期で１７．５万件に留まっている。ま

た、平成１５年度において１７の委託放送事業者全体で約５１．８億円の営

業赤字となっており、黒字事業者も３者に留まっている。 

 

※１ 収支比率は営業費用／営業収益の比率
※２ テレビジョン放送も行う音声放送事業者は、テレビジョン放送に包括して報告（按分不可能なため）
※３ データ放送３社のうち2社はテレビジョン放送に包括して報告（按分不可能なため）

（億円）

（年度）

49社47社40社32社15社15社当期損益
黒字社数

▲34.8▲52.0▲146.9▲245.6▲469.4▲405.5営業損益

110.3%

1,571.7

1,424.8

平成13年度
（100社）

102.8%

1,831.9

1,779.9

平成14年度
（96社）

101.8%121.3%148.9%167.1%収支比率

1,964.41,399.81,429.91,009.4営業費用

1,929.61,154.2960.5603.9営業収益

平成15年度
（100社）

平成12年度
（93社）

平成11年度
（93社）

平成10年度
（96社）

49社47社40社32社15社15社当期損益
黒字社数

▲34.8▲52.0▲146.9▲245.6▲469.4▲405.5営業損益

110.3%

1,571.7

1,424.8

平成13年度
（100社）

102.8%

1,831.9

1,779.9

平成14年度
（96社）

101.8%121.3%148.9%167.1%収支比率

1,964.41,399.81,429.91,009.4営業費用

1,929.61,154.2960.5603.9営業収益

平成15年度
（100社）

平成12年度
（93社）

平成11年度
（93社）

平成10年度
（96社）

-1000

-500

0

500

1000

1500

2000

H9 H10 H11 H12 H13 H14 H15

営業収益 営業費用 営業損益



 

 

図表１７ 東経１１０度ＣＳにおける加入件数の推移 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図表１８ ＣＳデジタル放送事業者（東経１１０度）の収支状況 
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㈱スカイパーフェクト・コミュニケーションズ ㈱プラット・ワン

（出典：㈱スカイパーフェクト・コミュニケーションズ報道資料等により作成）

※１ 「加入件数」とは、個人契約者数（有料視聴契約（個人本登録）を結び、視聴料の支払いが発生している加入者数）に、有料視聴契約締結
前の無料視聴期間中の数（仮登録、「ＳＫＹＰｅｒｆｅｃＴＶ！」 のみ）、法人契約者数（代理店展示用を含む）、技術開発用登録数などを加えた総
登録者数をいう。

※２ 平成１６年２月末以降は、「ＳＫＹＰｅｒｆｅｃＴＶ！１１０」（平成１６年３月に「ＳＫＹＰｅｒｆｅｃＴＶ２！」が改称。）によるプラットフォーム業務を受託し
た、スター・チャンネルＢＳ加入者が含まれる。

※３ 平成１６年３月末以降は、平成１６年 ３月１日付けで㈱スカイパーフェクト・コミュニケーションズと合併した㈱プラット・ワンの「プラットワン」か

らの移行加入者が含まれ る。
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第２節 衛星放送事業の課題 

 

今後、衛星放送が発展するために、ＢＳ放送、ＣＳ放送共通の課題として、

衛星放送としての独自の魅力あるブランドイメージが十分視聴者に浸透してい

ないということが挙げられる。第二には、衛星放送において、特に無料放送に

おいては、成り立ちうるビジネスモデルが未だ確立されているとはいえないこ

とが挙げられよう。 

 

 第一の点については、勿論個々の番組制作は各事業者の自主的努力によって

行われるべきものであるが、高精細画像を中心とした高品質優良コンテンツや、

話題となっているコンテンツを他に先駆けて提供することにより、独自性を持

って魅力ある衛星放送のブランドイメージと存在感を確立することが今後の課

題となる。また、視聴者の多様なニーズに応えるためには、衛星放送の特性を

十分に生かしたサービスが必要になるとともに、衛星放送全体として事業者の

枠を超えて連携を促進する必要がある。その上で、制度的制約によって利用者

ニーズに十分応えることのできない実態が仮にあるとするならば、枠組みの見

直しも必要になると考えられる。 

 

ＣＳ放送において、全体的に赤字幅の圧縮がなされつつあるのに対して、Ｂ

Ｓ放送の無料広告放送事業者については、必ずしも順調に改善がなされている

とは言えない。その原因の一つには、受信機出荷台数の問題の他に、広告媒体

としての特性が十分広告主に認識されていないのではないかと推察される。 

 

また、広告収入の伸び悩みによる赤字の拡大が、質の高い番組提供制作を困

難にし、一層の視聴者支持の伸び悩みを招くという悪循環が生じているものと

考えられる。 

 

 



 

第３章 衛星放送の発展のための基本的課題 

 

第１節 競争環境の整備 

 

１ メディア横断的な競争の進展 

 

  衛星放送分野においては事業者にとって厳しい経営が続く中、デジタル化

の進展を背景として、他の放送メディアや通信メディアも含むメディア横断

的な競争が今後一層激しさを増すものと考えられる。   

 

 この点、地上放送においては、平成１５年１２月に地上デジタル放送が開

始され、平成２３年のアナログ放送からデジタル放送への移行完了時点では、

約４，８００万世帯に普及することが見込まれている。 

 

また、ケーブルテレビについては、平成１６年９月末において１，７２６

万契約、世帯普及率３４．６％と着実な伸びを示すとともに、ＭＳＯ（Ｍｕ

ｌｔｉｐｌｅ Ｓｙｓｔｅｍ Ｏｐｅｒａｔｏｒ）を中心としてデジタル化に

よる技術革新も反映して、経営基盤の強化がなされている。 

 

さらに、ブロードバンドインターネットへの加入可能世帯数は、平成１６

年８月時点において、ＤＳＬで２，８００万世帯、ＦＴＴＨで１，８５０万

世帯と予想を超える伸びとなっている。 

 

以上のメディアは、これまでの衛星放送がデジタル化・大容量化で先行す

ることにより確立してきた多チャンネル・高品質映像メディアとしての地位

を脅かしつつあり、今後、衛星放送の発展のためには、他の放送メディアや

ブロードバンド高速インターネットとの競争も視野に入れた取り組みが必要

となる。 

 

 また、従来、衛星放送事業者にとって、視聴者獲得のための有力なコンテ

ンツであった映画やドラマについて、ＤＶＤソフトが廉価なものとなりつつ

あるなど、パッケージメディアとの競争も課題となる。 



 

 

２ 国際的な競争力の確保 

 

このような他メディアとの競争の中で衛星放送の収益力を抜本的に改善す 

ることが必ずしも容易ではない一方で、デジタル化によってコンテンツの海 

外流通はより容易なものとなってきており、いわばメディア及び国境を超え 

た競争に直面しているといってよい。今後は国際競争力を有する高品質のコ 

ンテンツ制作を行い、こうしたボーダーレスな競争の中で多面的なサービス 

展開を図ることが衛星放送の発展の上で不可欠となってきている。 

 

衛星放送事業者にこうしたメディア及び国境を超えた競争に耐えうる強固 

な経営基盤が要求されることを考えれば、今後の大きな行政課題の一つはメ 

ディア横断的な放送政策の展開及び国際競争を視野に入れた事業環境の整備

であると言えよう。 

 



 

第２節 視聴者利益の向上 

 

１ 視聴者利益の保護と事業基盤の拡大 

 

  先ず、衛星放送事業が視聴者の支持を受け、事業基盤を拡大するためには、

他メディアとの競争の前に、あるいは他メディアよりもさらに積極的に視聴

者利益の保護と向上に向けた取組みを進める必要がある。 

 

  この点、情報通信分野のみならず分野横断的に大きな問題となってきてい

る個人情報保護への取組みは、視聴者利益の保護における重要な課題の一つ

と言えよう。衛星デジタル放送が有する双方向性という特質を生かし、視聴

者の個別ニーズに対応した付加価値のある情報の提供を提供していくことは、

今後の衛星放送の発展の上で必須の要件であるが、そのためにも、平成１７

年４月１日に全面施行される個人情報保護法に沿って、放送受信者等の個人

情報について適切な取扱いを行うことがこうしたサービスの基盤として求め

られており、衛星放送に対する視聴者の信頼を確保する上で必須の課題とな

っている。 

 

２ サービス・機器へのアクセシビリティ 

 

第二に視聴者のサービス・機器へのアクセシビリティという観点からは、 

受信機側においては、機器の高度化・多様化・複雑化が進み、利便が向上す 

る一方で、機器の設定、接続、操作、チャンネルの選択に際して複雑な手順 

を踏む必要があるなど、視聴者にとって利便の向上が実感しにくいとの印象 

がある。また、番組選択の判断についても、地上放送、ＢＳ放送、ＣＳ放送  

を横断して視聴者が自己の嗜好に合う番組を選択することは必ずしも容易で  

はないとの問題がある。今後、サーバ型放送などの普及を図る上では、視聴 

者に機器設置・操作等にストレスを感じさせないことが一層重要な課題とな 

ろう。 

  

３ 災害等非常時における貢献 

 



 

 第三に、衛星放送の特質である耐災害性の一層の発揮である。その特質と

しては、地上放送の難視聴地域に対しても広く大容量の送信を行うことがで

きること、利用者が直接受信できること、そして、自然災害等により地上ネ

ットワークが瞬断された場合においても、受信機器の電源を確保すれば、放

送の受信が可能であるという点が挙げられる。 

 

この点、平成１６年の新潟県中越地震に際しても、ＮＨＫにおいては、地

震発生後に２カ所の避難所にＢＳ受信機を設置し、大きな役割を果たしたと

ころであり、また、前述した平成１６年１０月から開始された２．６ＧＨｚ

帯衛星デジタル音声放送を提供しているモバイル放送株式会社についても、

その受信端末を製造しているメーカより当該端末の被災地への貸与がなされ、

被災住民に喜ばれたところである。 

 

今後は、衛星放送の特質を生かして、災害等非常時における視聴者の利便

を一層向上させていくための取組みが一層求められるものと考えられる。 



 

第４章 衛星放送における個別課題の検討 

 

第１節 競争環境の整備 

 

１ 東経１１０度ＣＳにおける左旋円偏波の放送利用の在り方について 

 

（１） 東経１１０度ＣＳデジタル放送開始の経緯 

 

 ＣＳ放送については、前述したように、他の放送メディアに先駆けて、平

成８年６月にデジタル化され、また、平成１４年１月には、電気通信役務利

用放送法（平成１３年６月２９日法律第８５号）の施行により、東経１１０

度ＣＳを除いたＣＳを対象として、比較審査や外資規制が撤廃され、一定の

適格性を満たせば参入が可能となる電気通信役務利用放送制度が創設された。 

 

他方、宇宙通信株式会社（以下「宇宙通信㈱」という。）及びジェイサット

株式会社（以下「ジェイサット㈱」という。）により共同利用することとされ

た東経１１０度ＣＳ「Ｎ－ＳＡＴ－１１０」におけるデジタル放送について

は、その使用可能な周波数用中継器（トランスポンダ）の利用の在り方につ

いて、平成１２年５月から６月にかけてパブリックコメントが実施され、そ

れに対する郵政省の考え方において、「受信機の左旋対応など技術的問題を勘

案して定めたものであり、・・右旋１２本とするのが適当」とされた。 

 

そして、平成１２年９月８日に、宇宙通信㈱及びジェイサット㈱にそれぞ

れ６中継器に係る放送衛星局の予備免許が付与され、また、同年１１月には

宇宙通信㈱及びジェイサット㈱にそれぞれ６中継器に係る人工衛星局（電気

通信業務用）の予備免許が付与された。その結果、右旋円偏波周波数用の中

継器１２本が放送衛星業務用、左旋円偏波周波数用の中継器１２本が電気通

信業務用として利用されることとなった。 

 

この点、東経１１０度ＣＳに電気通信役務利用放送法を適用することの可

否については、平成１４年１月２８日からの電気通信役務利用放送法の施行

に先がけて実施されたパブリックコメントに対する総務省の考え方において、



 

基本的な方向性が示された。すなわち、宇宙通信㈱より提出された「Ｎ－Ｓ

ＡＴ－１１０の左旋偏波トランスポンダについて、可及的速やかに電気通信

役務利用放送法を適用してほしい」旨の意見に対する考え方として、「地上放

送、ＢＳ放送、東経１１０度ＣＳ放送においては、需要に応じて電気通信設

備が提供され得る状況が実現されていない等から、電気通信役務利用放送法

の適用の範囲とはしていない」、「Ｎ－ＳＡＴ－１１０の左旋偏波トランスポ

ンダの放送への使用については消極とするものも含め多様な意見があるもの

と承知しており、今後、幅広い意見を踏まえて検討していきたい」とされた。 

 

また、電気通信役務利用放送法の制定に係る第１５１回国会衆議院総務委

員会の審議（平成１３年６月２１日）において、東経１１０度ＣＳについて

は、「希望をされる方の方が割り当て可能のチャンネルよりも多いというこ

と」、そして、「全国にＢＳと同じように一波で届くというような社会的影響

力というものも大きいということ」から電気通信役務利用放送法の適用対象

外とする旨、政府参考人により答弁されている。 

 

以上のように、当時においては、東経１１０度ＣＳの左旋円偏波の放送利

用については、引き続き技術的困難性が継続していたこと、東経１１０度Ｃ

Ｓ放送はＢＳ放送と同じ東経１１０度という静止軌道位置を有し、ＢＳ放送

と同様に「準基幹放送」として国の計画に則って普及を推進する必要が認め

られたことから、外資規制がなくその普及を市場原理に委ねた電気通信役務

利用放送法に基づく放送を認めることが不適当とされてきた。  

  

（２） 東経１１０度ＣＳにおける左旋円偏波の放送利用に係る問題提起 

 

① 社団法人日本経済団体連合会の規制改革要望（平成１５年１０月） 

 

 東経１１０度ＣＳについては、平成１５年１０月２１日の「２００３年

度日本経団連規制改革要望－さらなる規制改革の推進に向けて－」におい

て、「現行の受委託放送制度では、衛星中継器を通信用、放送用に分け、委

託放送事業者の認定にあたって放送用の特定の周波数を総務大臣が指定す

るため、新たな周波数で放送を開始しようとすると、手続に時間を要する」、



 

「外資規制もなく、マスメディア集中排除原則に基づく規律も緩い電気通

信役務利用放送法が適用され、より自由な参入が可能となれば、競争が促

進され、魅力あるコンテンツの提供、ひいては衛星放送市場全体の拡大に

つながることが期待される」、そして、「事業者の利用ニーズに応じて、通

信、放送用の周波数を柔軟に利用できることから、周波数の有効利用につ

ながる」等を理由として、「東経１１０度ＣＳに電気通信役務利用放送法を

適用すべき」旨の規制改革要望が社団法人日本経済団体連合会により取り

まとめられた。 

 

 ② 「規制改革・民間開放推進３か年計画」（平成１６年３月） 

 

 平成１６年３月１９日、「規制改革・民間開放推進３か年計画」が閣議決

定され、平成１６年度内に、「東経１１０度を軌道位置とするＣＳに関し、

現在通信用に割り当てられている左旋円偏波の周波数を放送に使用できる

ようにすること及びその際電気通信役務利用放送法を適用することについ

て検討し、早急に結論を得る」こととされた。 

 

 ③ 関係者の意見（平成１６年５月） 

    

以上の経緯を踏まえ、東経１１０度ＣＳの左旋円偏波の周波数について

放送に利用することの是非、そして、当該放送利用において電気通信役務

利用放送法を適用することの是非について、当検討会において、関係者か

ら意見を求めたところ、提出された主なものは、次のとおりであった。 

 

 イ）現時点での議論は時期尚早であるとする意見 

  ・ あくまで受信者の利益保護が最優先されるべきであり、まずは左旋円

偏波の周波数（放送用周波数使用計画（昭和６３年１０月１日郵政省告

示第６６１号）で指定されていないもの）に関する受信環境の整備が不

可欠。受信環境の整備については、行政の方針決定、放送事業者及び受

信機メーカ等の意向が重要であり、また、現時点ではその環境が整備さ

れていない状況にあると考えられる。その環境が整備されたと考えられ

る時点において、電気通信役務利用放送法の趣旨及び周波数の有効利用



 

の観点から、東経１１０度ＣＳの左旋円偏波の周波数への電気通信役務

利用放送法の適用を要望する。（宇宙通信㈱） 

・ ①視聴者が準基幹放送であるＢＳデジタル放送と東経１１０度ＣＳデ

ジタル放送を同一受信機で受信できる環境であること、②平成１９年頃

までに決定されることが適当とされているＢＳ放送のチャンネルの在り

方についての方針、③各種課題（ＢＳ／ＣＳテレビジョン放送普及の見

通し、高精細度テレビジョン放送化の流れを阻害しない等の周波数帯域

の計画的利用の観点、既存放送事業者の意向、使い勝手等のＢＳ／ＣＳ

追加チャンネルに関する視聴者側の視点、動画像符号化方式等の新しい

技術の進展動向、集合住宅等の受信システム規格、課題を解決するため

の準備期間）等を踏まえて、まずは、将来の左旋円偏波の放送利用に向

けて、各課題への対応の検討を開始すべきであり、現時点においては是

非を判断する段階にはない。（ジェイサット㈱） 

  ・ 視聴者の受信環境の整備や放送事業者のニーズの見極めが欠かせない

ため、十分な検討が必要。（社団法人日本民間放送連盟） 

  ・ 現在でもＣＳ放送の成長は停滞し、東経１１０度ＣＳ放送も期待には

程遠い状況にあり、そのような中で、放送に利用するとして新たな放送

事業者を生み出す事は過当競争を招く恐れがあるため、現在のＣＳ放送

ではできない魅力ある放送ができる等、具体的なビジネスモデルが想定

できないと判断できない。（社団法人衛星放送協会） 

  ・ 受信環境の対応についても、特に集合住宅においては配線を含め問題

が大きく、そのコストを含め事業性があるのか疑問。具体的なビジネス

モデルが見えなければ、アンテナ或いはチューナについて、メーカー側

の対応も困難ではないかと推測。（社団法人衛星放送協会） 

 

 ロ）東経１１０度ＣＳの左旋円偏波の放送利用に関する意見 

  ・ 東経１１０度ＣＳデジタル放送について、高精細度テレビジョン放送

を軸に普及推進を図り、その用に供する中継器が不足するならば、左旋

円偏波の周波数を放送に利用することに異存はない。（ジェイサット㈱） 

・ 各種課題等について検討し、放送利用が是であるという結論が得られ

たならば、受託委託制度による放送とすべきか、電気通信役務利用放送

制度による放送にすべきかを、そのときの放送環境等に照らし合わせて、



 

その利用の在り方について最適な選択を行うべき。（ジェイサット㈱） 

・ 東経１１０度ＣＳ放送を含む衛星放送の発展のためには、「量の拡大」

より「質すなわち番組内容の充実」が求められており、各衛星放送事業者

がより優れた番組を調達し、放送できる事業環境の確保が衛星放送のサー

ビス向上につながる。（社団法人日本民間放送連盟） 

・ 現在、東経１１０度ＣＳで放送を行っている事業者に不利益が生じな

いのであれば反対する理由はない。（社団法人衛星放送協会） 

・ 既存の受信機器で東経１１０度ＣＳの左旋円偏波を利用した放送を受

信するには、多くの技術的課題が存在しているものと認識。しかしなが

ら、本件は国民の視点に立って、ニーズと普及の観点がもっとも重要で

あるため、同放送波を利用したいとする放送事業者が出現し、国民のニ

ーズに合致した魅力的な放送を継続的に実施するのであれば、対応受信

機器の企画・開発に向けて、検討を行なう用意はある。（社団法人電子情

報技術産業協会） 

 

 ハ）共同受信システム等の場合において新たに規格化が必要とする意見 

・ 「デジタル放送用受信装置標準規格（望ましい仕様） ＡＲＩＢ ＳＴ

Ｄ－Ｂ２１」では、「付属－６ 広帯域ＣＳデジタル放送受信アンテナシ

ステムと留意点」において、アンテナと受信機（ＤＩＲＤ）が一対向の

場合と、アンテナが 1 つでＤＩＲＤが複数の場合（家庭内で複数のＤＩ

ＲＤが使用される場合または共同受信システムのような場合）について

記述され、特に後者の場合については、２条伝送方式と１条伝送方式（３

方式）についての検討結果が記述されているが、「当面広帯域ＣＳ左旋の

実用化が明確でないこと、ＤＩＲＤのＩＦ入力が低くて良いこと、ダウ

ンコンバーターが廉価であると予測されることから、Ｃ方式を推奨でき

るとの結論になった」ということで、あくまで推奨という表現に留めら

れた記述となっている。従って、本標準規格では、アンテナが１つでＤ

ＩＲＤが複数の場合における１条／２条伝送方式に関する仕様について

は規定されておらず、別途規格化が必要となる可能性がある。（社団法人

電波産業会） 

 

 ニ）ケーブルテレビの再送信において留意が必要とする意見 



 

 ・ 現行のケーブルテレビ事業者の施設は、３スロット分までのデータ放

送にしか対応していないため、４スロット以上でのデータ放送が行われ

る場合など、社団法人電波産業会の策定する「ＢＳ／広帯域ＣＳデジタ

ル運用規定 ＡＲＩＢ ＴＲ－Ｂ１５」等の現行の技術基準を超えたスペ

ックでの放送が行われた際には、ケーブルテレビ事業者の施設が対応で

きないことが想定。特にＳＴＢに関しては、４スロット以上のデータ放

送を再送信するためには、各加入者宅にあるＳＴＢそのものの交換が必

要であり、そのコスト等を考えると、ケーブル事業者側への影響が極め

て大きい。（社団法人日本ケーブルテレビ連盟） 

・ 左旋円偏波の放送利用に伴う東経１１０度ＣＳにおける伝送容量の増

加に関する検討については、現行ＢＳの５２Ｍｂｐｓなど、伝送容量が

５８Ｍｂｐｓ（２９Ｍｂｐｓ×２）程度を越さない場合は、ケーブルテ

レビによる再送信は、総伝送容量的には対応可能。ただし、２９Ｍｂｐ

ｓのチャンネル２個を使用（ＴＳ分割方式）して再送信を行っているた

め、２９Ｍｂｐｓ以下に適切に２分割できることが必要。（社団法人日本

ケーブルテレビ連盟） 

 

 ホ）国民に対する周知が必要とする意見 

・ デジタル放送の普及促進に向け、三波共用受信機による視聴を前提と

して、東経１１０度ＣＳ放送・ＢＳ放送・地上放送を併せたデジタル放

送の魅力について総合的に国民に周知していく必要。（社団法人日本民間

放送連盟） 

・ 既存(レガシー)機器の対応問題と普及促進の観点から、国民に対して

十分な周知期間を設ける必要。（社団法人電子情報技術産業協会） 

 

（３） 本検討会における検討の視点 

 

① 受託委託放送制度と電気通信役務利用放送制度の相違点 

 

東経１１０度ＣＳの左旋円偏波の放送利用に関する可否及び必要性につい

ては、①視聴者の選択肢の増加、②受信環境の整備における視聴者負担、③

周波数の有効利用、④事業展開に関する需要、⑤国民生活への影響力の各点



 

について検討した上で、判断することが必要と考えられる。 

 

なお、放送法に基づく受託委託放送制度と電気通信役務利用放送法に基づ

く電気通信役務利用放送制度の要諦は、次のとおりとなっている。 

 

イ）現在、ＢＳデジタル放送及び東経１１０度ＣＳデジタル放送に適用され 

ている受託委託放送制度による放送については、これらが日常生活に必要 

不可欠な情報を提供するために重要な情報伝達手段であること、国民共有 

の有限希少な財産である電波によって伝送されていること等にかんがみ、 

放送の最大限の普及を目的として、国が放送番組の数の目標を定め、その 

達成に必要な放送業務用周波数を指定し、放送の実施を保障しているもの 

であること 

 

ロ）これに対し、電気通信役務利用放送制度は、デジタル化により多チャン 

ネル化が実現し、見込まれる放送の需要に対する周波数の供給を市場原理 

に委ねても支障がないと考えられるＣＳ（東経１１０度ＣＳを除く。）放送 

を念頭に、国が放送番組の数の目標やその達成に必要な放送業務用周波数 

を指定せず、放送が行われるか否かを市場原理に委ねる方がより望ましい 

ことから導入されたものであること  

 



 

規律の項目、適用条文 放送事業者 

 

受託放送事業者

 

委託放送事業者 

(ＮＨＫを含む。) 

電気通信役務

利用放送事業者

１ 免許 

 (1)放送局免許 

 （電・第４条） 

 (2)委託国内放送業務の認定 

 （放・第９条の４） 

 (3)委託放送業務の認定 

 （放・第52条の13） 

 (4)電気通信役務利用放送の業務

に係る登録 

 （役・第３条） 

 (5)放送普及基本計画 

 （放・第２条の２第１項） 

 (6)放送用周波数使用計画 

 （電・第７条第３項） 

 (7)外国性排除 

 （電・第５条、 

  放・第52条の13第１項第５号） 

 (8)マスメディア集中排除原則 

 （放・第２条の２第２項第１号 

    第52条の13第１項第３号 

  役・第５条第１項第６号 

  根本基準・第９条 

  基本計画・第１）（注１） 

 

２ 番組・広告規律 

 (1)番組編集の自由 

 （放・第３条、役・第15条） 

 (2)番組準則 

 （放・第３条の２第１項、 

  役・第15条） 

 (3)番組調和原則 

 （放・第３条の２第２項） 

 (4)番組基準制定義務 

 （放・第３条の３、役・第15条） 

 (5)放送番組審議機関 

 （放・第３条の４、役・第15条） 

 

適 用 

 

――― 

 

――― 

 

――― 

 

 

適 用 

 

適 用 

 

適 用 

 

 

適 用 

(NHKは適用除外)

 

 

 

 

 

 

適 用 

 

適 用 

 

 

原則適用 

(NHKは適用) 

 

適 用 

 

適 用 

 

 

適 用 

 

――― 

 

――― 

 

――― 

 

 

――― 

 

適 用 

 

適 用 

(一般無線局と 

同じ) 

――― 

 

 

 

 

 

 

 

適用除外 

 

適用除外 

 

 

適用除外 

 

 

適用除外 

 

適用除外 

 

 

――― 

 

ＮＨＫに適用 

 

適 用 

 

――― 

 

 

適 用 

 

――― 

 

適 用 

 

 

適 用 

(NHKは適用除外) 

 

 

 

 

 

 

適 用 

 

適 用 

 

 

原則適用 

 

 

適 用 

 

適 用 

 

 

――― 

 

――― 

 

――― 

 

適 用 

 

 

――― 

 

――― 

 

――― 

 

 

適 用 

 

 

 

 

 

 

 

準 用 

 

準 用 

 

 

――― 

 

 

準 用 

 

準 用 

 

 

図表１９ 衛星放送事業者に関する規律 

 

〔電：電波法、放：放送法、役：電気通信役務利用放送法〕 

 

 

 

 

 

 



 

規律の項目、適用条文 放送事業者 受託放送事業者

 

委託放送事業者 

(ＮＨＫを含む。)

電気通信役務 

利用放送事業者

 (6)訂正放送 

 （放・第４条、役・第15条） 

 (7)災害の場合の放送 

 （放・第６条の２） 

 (8)候補者放送 

 （放・第45、52条、役・第15条） 

 (9)広告放送の識別のための措

置 

 （放・第51条の２、役・第15条） 

 

３ 約款認可・届出等 

 (1)受信契約条項認可 

 （放・第32条第３項） 

 (2)有料放送契約約款認可 

 （放・第52条の４） 

 

 (3)有料放送契約約款届出 

 （役・第１３条） 

 (4)委託放送事業者への役務提

供義務 

 （放・第52条の９） 

 (5)役務提供条件の届出 

 （放・第52条の10） 

適 用 

 

適 用 

 

適 用 

 

適 用 

(NHKはなし) 

 

 

 

NHKに適用 

 

適 用 

(NHKはなし) 

 

――― 

 

――― 

 

 

――― 

適用除外 

 

適用除外 

 

適用除外 

 

適用除外 

 

 

 

 

――― 

 

――― 

 

 

――― 

 

適 用 

 

 

適 用 

適 用 

 

適 用 

 

適 用 

 

適 用 

(NHKはなし) 

 

 

 

NHKに適用 

 

適 用 

(NHKはなし) 

（注２） 

――― 

 

――― 

 

 

――― 

準 用 

 

――― 

 

準 用 

 

準 用 

 

 

 

 

――― 

 

――― 

 

 

適 用 

 

――― 

 

 

――― 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

注１：多重放送は除く。 

注２：衛星放送において標準契約約款制、有料放送料金の事前届出制を導入（平成９年10月）。 

 



 

図表２０ 受託委託放送制度と電気通信役務利用放送制度に係る参入制度の比較 

 

 

１ 参入の枠組み 

 受託委託放送制度 電気通信役務利用放送制度 

目 標

数 

放送普及基本計画で委託放送番組の

数の目標を設定。 

設定はしない。 

周 波

数 指

定 

放送用周波数使用計画で受託放送用

の周波数（中継器）を指定。 

指定はしない。衛星事業者が

需要に応じて通信・放送利用

を自由に選択。 

免 許 
中継器を放送に利用するには放送局

免許、通信に利用するには通信用無

線局の免許が必要。 

電気通信事業者としての通信

用無線局免許で通信にも放送

にも利用できる。 

参 入 

手 続 

委託放送事業者は、法令で定められ

た放送専用の中継器数の枠内で認定

を受ける。 

一定の適格性があれば参入。

 

２ 認定事項と登録事項 

委託放送業務の認定事項 

（放第５２条の１３第２項） 

役務利用放送業務の登録事項 

（役第３条第２項） 

1. 氏名又は名称及び住所並びに法人

にあっては、その代表者の氏名 

2. 委託して行わせる放送の種類 

3. 希望する委託の相手方 

4. 委託の相手方たる人工衛星の放送

局に関し希望する人工衛星の軌道

又は位置 

5. 委託して行わせる放送に関し希望

する周波数 

6. 業務開始の予定期日 

7. 委託放送事項 

1. 氏名又は名称及び住所並びに

法人にあっては、その代表者の

氏名 

2. 総務省令で定める電気通信役

務利用放送の種類 

3. 電気通信役務利用放送設備の

概要 

4. 業務区域 



 

（４） 各視点についての検討 

 

① 視聴者の選択肢の増加 

 

前述した当検討会に対し関係者から提出された意見の中には、「東経１１

０度ＣＳ放送を含む衛星放送の発展のためには、『量の拡大』より『質すな

わち番組内容の充実』が求められており、各衛星放送事業者がより優れた

番組を調達し、放送できる事業環境の確保が衛星放送のサービス向上につ

ながる。」との意見（社団法人日本民間放送連盟）があった。 

 

左旋円偏波の周波数を利用した東経１１０度ＣＳ放送の実施を希望する

事業者が存在する場合には、放送番組の増加や新たなＣＳデジタル放送サ

ービスが提供されることが期待される。これらの放送サービスが国民のニ

ーズに合致した魅力的な放送であり、安定的・継続的に提供される場合に

は、視聴者にとっての選択肢の増加につながるものと考えられる。 

 

この点、当該放送が電気通信役務利用放送法に基づき行われる場合には、

市場原理に基づき、左旋円偏波の周波数が電気通信業務用及び放送衛星業

務用のいずれにも融通可能であるため、視聴者の選択肢が増加する可能性

があると考えられる。  

 

② 受信環境の整備における視聴者負担  

 

前述した当検討会に対し関係者から提出された意見の中には、「既存の受

信機器で東経１１０度ＣＳの左旋円偏波を利用した放送を受信するには、

多くの技術的課題が存在しているものと認識。しかしながら、本件は国民

の視点に立って、ニーズと普及の観点がもっとも重要であるため、同放送

波を利用したいとする放送事業者が出現し、国民のニーズに合致した魅力

的な放送を継続的に実施するのであれば、対応受信機器の企画・開発に向

けて、検討を行なう用意はある。」との意見（社団法人電子情報技術産業協

会）があった。 

 



 

左旋円偏波の周波数を利用した東経１１０度ＣＳ放送を受信できる受信

機を製品化するためには、平成１６年１１月末現在、市場に約１８３．４

万台出回っている東経１１０度ＣＳデジタル放送に対応可能なＢＳデジタ

ル放送及び地上デジタル放送との共用受信が可能な三波共用デジタル受信

機への機能追加（いわゆる四波共用受信機の開発）、左旋円偏波専用受信機

の開発等が必要となり、これらについては、いずれも視聴者への負担増と

なる他、特に前者については視聴者に混乱を引き起こす可能性があるもの

と考えられる。  

 

また、共同受信システムにより左旋円偏波の周波数を利用した東経１１

０度ＣＳデジタル放送を受信する場合には、当システムについて新たな規

格の策定及び機器の開発を行う必要があるとの意見もあり、これらに関す

る視聴者、関係メーカ等の追加的負担等が必要と考えられる。  

 

この点、電気通信役務利用放送法を適用する場合には、見込まれる放送

の需要に対する周波数の供給を市場原理に委ねることが前提となることか

ら、中継器等の放送に利用する設備がその時々の国民のニーズに応じて提

供されることとなるため、関係メーカや視聴者等においては、当該設備に

対応した受信機・受信システム等の受信環境の整備が必要とされることを

念頭に置いた上で、選択の自由を持つことができると考えられる。 

 

③ 周波数の有効利用 

 

前述した当検討会に対し関係者から提出された意見の中には、「［左旋円

偏波の周波数用（放送用周波数使用計画で指定されていないもの）に関す

る受信］環境が整備されたと考えられる時点において、電気通信役務利用

放送法の趣旨及び周波数の有効利用の観点から、東経１１０度ＣＳの左旋

円偏波の周波数への電気通信役務利用放送法の適用を要望する。」との意見

（宇宙通信㈱）があった。 

 

左旋円偏波の周波数を利用した東経１１０度ＣＳ放送の実施を希望する

事業者が存在する場合には、現在利用されていない東経１１０度ＣＳの中



 

継器を利用した放送が行われることになり、周波数の有効利用に資すると

考えられる。 

 

この点、前述のとおり、受託委託放送制度による場合については、周波

数の利用方法を放送衛星業務用に固定することになるため、仮に想定した

需要が顕在化しないときには電気通信業務用への融通ができないという点

で、ある程度の非効率性が生じる可能性があると考えられる。他方、電気

通信役務利用放送法を適用する場合には、電気通信業務用と放送衛星業務

用におけるそれぞれの需要を事業者自身が自己責任で判断することが可能

となり、周波数の有効活用が可能と考えられる。 

 

④ 事業展開に関する需要  

 

   前述した当検討会に対し関係者から提出された意見の中には、「視聴者の

受信環境の整備や放送事業者のニーズの見極めが欠かせないため、十分な

検討が必要。」との意見（社団法人日本民間放送連盟）や「本件は国民の視

点に立って、ニーズと普及の観点がもっとも重要であるため、同放送波を

利用したいとする放送事業者が出現し、国民のニーズに合致した魅力的な

放送を継続的に実施するのであれば、対応受信機器の企画・開発に向けて、

検討を行なう用意はある。」との意見（社団法人電子情報技術産業協会）が

あった。 

 

現在のところ、左旋円偏波の周波数を利用した東経１１０度ＣＳ放送の

実施について明確な参入の意思表示を行っている事業者は確認されておら

ず、また、潜在的な参入希望者の存否については、現時点では必ずしも明

らかになっていないところである。 

 

この点、受託委託放送制度については、その導入に当たり一定の需要の

存在を前提として国が計画を策定する必要があるのに対し、電気通信役務

利用放送法を適用する場合には、そもそも需要の把握そのものを市場に委

ねる仕組みとなっていることから、特に問題は生じないと考えられる。 

 



 

⑤ 国民生活に対する影響力 

 

   前述した当検討会に対し関係者から提出された意見の中には、「①視聴者

が準基幹放送であるＢＳデジタル放送と東経１１０度ＣＳデジタル放送を

同一受信機で受信できる環境であること・・等を踏まえて、まずは、将来

の左旋円偏波の放送利用に向けて、各課題への対応の検討を開始すべきで

あり、現時点においては是非を判断する段階にはない。」との意見（ジェイ

サット㈱）があった。 

 

右旋円偏波の周波数を利用した東経１１０度ＣＳ放送については、電気

通信役務利用放送法制定時の整理において、「準基幹放送」と位置づけられ

るＢＳ放送と同一の受信環境を有することから、国民生活に対する普及

度・浸透度合いが他のＣＳ放送に比して格段に大きいと考えられる。 

 

この点、左旋円偏波の周波数を利用した東経１１０度ＣＳ放送について、

右旋円偏波の周波数によるものと同様の受託委託放送制度により行うべき

か、または、電気通信役務利用放送法を適用するかどうかについては、一

義的には、ＢＳ放送と同一の受信環境を有するもの、あるいは有するよう

にすべきものとして、国として普及すべき性格の放送と認められるかどう

かにより判断されることとなると考えられる。 

 

（５） 検討結果 

 

まず、平成１４年３月に右旋円偏波の周波数を利用した東経１１０度ＣＳ

放送が開始された当時、左旋円偏波の周波数が受託委託放送制度の対象とさ

れなかったのは、前述のとおり受信環境の整備に難点があることから関係者

の間に異論が多く見受けられたことによるものであり、このため国が「準基

幹放送」として放送普及基本計画（昭和６３年郵政省告示第６６０号）等を

定めて行わせる必要性が当時認められていなかったためと考えられる。 

 

他方、平成１３年における電気通信役務利用放送法の制定過程において、

東経１１０度ＣＳの左旋円偏波の周波数が電気通信役務利用放送制度の対象



 

とされなかったのは、右旋円偏波の周波数の利用による放送開始時から受信

環境に関する状況に変化がなかったため、受託委託放送制度によるか、ある

いは、電気通信役務利用放送制度によるかを問わず、東経１１０度ＣＳの左

旋円偏波の周波数の放送利用について改めて検討する必要性が認められなか

ったためと考えられる。 

 

前述のとおり、左旋円偏波の周波数を利用した電気通信役務利用放送の実

施の可能性が考えられる中で、現在の状況を改めて整理すると、次のとおり

となる。  

 

イ）現時点では、左旋円偏波の周波数を利用した東経１１０度ＣＳ放送の実

施を希望する者や具体的な事業計画の存在は確認されておらず、このため

同放送については、ＢＳ放送や右旋円偏波の周波数を利用した東経１１０

度ＣＳ放送と同等の受信環境が整備されるには至っていないこと 

 

ロ）平成１６年１２月末で約２１６．１万台まで普及している三波共用デジ

タル受信機への機能追加（いわゆる四波共用受信機機の開発）に伴う受信

機の買換え等の煩雑さ、追加負担の必要性等の面で視聴者に混乱を与え、

また、地上デジタル放送等の普及へのブレーキ要因となることも考えられ

ることから、東経１１０度ＣＳ放送において、現時点では、右旋円偏波の

周波数を利用したものと同等の受信環境が整備される可能性は将来的にも

低いと推定されること 

 

ハ）まして、三波共用デジタル受信機の普及状況に鑑み、消費者の混乱を考

えると、四波共用受信機の開発・普及を国として積極的に推奨することは

困難と考えられること。（左旋円偏波の周波数を利用した放送をＢＳ放送並

みの「準基幹放送」として位置づけることは困難。） 

 

ニ）他方、電気通信役務利用放送法に基づき、東経１１０度ＣＳの左旋円偏

波の周波数を利用した放送を行わせる場合に、通信と放送におけるそれぞ

れの需要を事業者自身が自己責任で判断することが可能となり、周波数帯

域活用の柔軟性が確保されるというメリットを有していること 



 

 

以上のように、左旋円偏波の周波数を利用した東経１１０度ＣＳ放送を行

わせる場合には、国がその普及が必要なものとして放送普及基本計画等を定

めて行わせる放送法上の受託委託放送制度としてではなく、東経１１０度Ｃ

Ｓ以外のＣＳを利用した放送と同様、電気通信役務利用放送制度に基づいて

行わせる方が適当と考えられる。 

 

前述した本検討会において提出された関係者の意見によると、今後のＢＳ

放送及び東経１１０度ＣＳ放送の発展に与える影響も踏まえて慎重に検討す

る必要がある旨の意見が散見される。また、今後の政策展開によっては、Ｂ

Ｓ放送及び東経１１０度ＣＳ放送は有力なメディアとして成長しうることも

考えられ、これらの意見は、次の点にかんがみ、諸状況の見極め及び判断に

慎重を期すべきとの趣旨であると考えられる。 

 

イ）ＢＳ放送及び右旋円偏波の周波数を利用した東経１１０度ＣＳ放送は、

事業開始からそれぞれ約４年、約３年を経過するばかりのいわば揺籃期に

あって、左旋円偏波の周波数を利用した東経１１０度ＣＳ放送の位置づけ

を確定するためには、その発展の動向を見極める必要があること 

 

ロ）仮に、関係者間で何らの調整もなく左旋円偏波の周波数を利用した東経

１１０度ＣＳ放送が実施された場合においては、右旋円偏波の周波数を利

用した東経１１０度ＣＳ放送との混同、新たな受信機や受信システムの登

場等による視聴者の混乱、あるいは、需給条件の悪化など、現在のＢＳ放

送や東経１１０度ＣＳ放送の発展にも悪影響をもたらしうること 

 

この点、東経１１０度ＣＳを実際に共同で運営するＣＳ事業者からは、本

検討会に対し、「受信環境の整備については、・・現時点ではその環境は整っ

ていない状況にあると思われますので、現時点で早急に東経１１０度ＣＳへ

の電気通信役務利用放送法の適用を要望するものではありません」といった

ような、いずれも早急な事業展開には消極的又は慎重な意見が提出されてい

る。 

 



 

 他方、社団法人電子情報技術産業協会（以下「ＪＥＩＴＡ」という。）から

は、前述したように「本件は国民の視点に立って、ニーズと普及の観点がも

っとも重要であるため、同放送波を利用したいとする放送事業者が出現し、

国民のニーズに合致した魅力的な放送を継続的に実施するのであれば、対応

受信機器の企画・開発に向けて、検討を行なう用意はある。」との意見が提出

されていることから、関係者間に大きな認識の差はないと考えられる。 

 

なお、国民に対する受信環境整備に関しては一定の周知期間が必要である

との社団法人日本民間放送連盟やＪＥＩＴＡの意見もあった。しかしながら、

この点についても、電気通信役務利用放送制度の下で東経１１０度ＣＳにお

ける左旋円偏波を利用して放送を行うことを是認する場合に、こうした放送

が行われ得る状況になるということを制度整備の時点で十分周知すれば足り

ると考えられる。 

 

従って、東経１１０度ＣＳにおける左旋円偏波周波数の電気通信役務利用

放送法に基づく利用の是非を判断するに当たっては、関係者をはじめとする

国民の意見を広く聴取し、是とされた場合には、国民にその事実を広く周知

した後に、制度整備を行うことが適当であると考えられる。 

 

２ その他の課題について 

 

（１） 独立系ＢＳデータ放送・独立系ＢＳ音声放送の在り方について 

 

検討会においては、独立系ＢＳデータ放送のビジネスモデル上の問題点は

大きく以下の２点にあると考えた。 

 

 先ず一点目としては無料広告放送の伸び悩みである。ＢＳ全体の普及が遅

れてきた中で、さらに視聴者が限定されている現状にある独立系ＢＳデータ

放送は、スポンサー側が広告掲載のメリットについて確信するに至っていな

いのではないかと推察される。 

 

 二点目としては、高速・超高速インターネットアクセス網の加入可能世帯



 

数が予想を上回る増加を見せている中で、当初期待された利用者の身近な情

報アクセスゲートウェイという独立系ＢＳデータ放送の特色が視聴者に対し

て訴求力を持つものとなっていないのではないかということである。 

 

 こうした問題点を考えると、今後、独立系ＢＳデータ放送が視聴者にとっ

て情報の選択機会の拡大や利便性の向上に資するものとなるためには、独立

系ＢＳデータ放送の枠組及び事業展開の方法双方に抜本的な見直しが必要で

あると考えられる。 

 

 具体的には、先ず、視聴者の求める情報を適時適切に提供するために十分

な伝送容量を確保することが最低限必要となろう。また、データ放送単独で

のサービス提供に拘泥することなく、テレビジョン放送等との連携を図り、

ＢＳ放送という「準基幹放送」としての統一感・存在感に相応しい映像・音

声・データを総合的に利用したサービスの提供を進めるべきであろう。 

 

 事業者の経営状況全般を踏まえれば、独立系ＢＳデータ放送については、

なるべく早期に手当を行うことが必要と考えられる。 

 

 また、独立系ＢＳ音声放送についても、視聴者の獲得が停滞しており、経

営状況は極めて厳しいものとなっており、独立系ＢＳデータ放送とあわせて

見直しが必要であろう。 

 

（２） ＢＳテレビジョン放送の在り方について 

 

 ＢＳテレビジョン放送についても、視聴可能世帯数が順調に拡大する一方で、

確実な視聴者層を獲得できておらず、無料広告放送においては魅力ある広告媒

体としての地位を確立するに至っていないことが推察される。 

 

 ＢＳデジタル放送については、民放キー局から地上波との一体的経営を求

める声が強かったところ、平成１２年当時その開始に当たり、マスメディア

集中排除原則の一環として、一の者（地上放送事業者等）による１/３以上の

議決権の保有、１/５を超える役員の兼務、代表権を有する役員や常勤役員の



 

兼務の禁止が規定された。 

 

 その後、放送開始以降も民放キー局を中心として、地上波との一体的経営

を認めるよう要望が出されたことを受けて、検討が進められた結果、平成１

５年２月の放送政策研究会最終報告において、これまでの「１/３未満」の資

本規制は「１/２以下」に緩和することが適当との報告が行われた。 

 

本報告を受けて、総務省においては、平成１５年５月、ＢＳデジタル放送

のメディアとしての独立性を確保しつつ、経営基盤の強化・番組制作力の向

上等を図り、もって、ＢＳデジタル放送の普及を促進するため、本報告の趣

旨のとおり制度整備を行った。他方、本報告においては、役員規制について

の大幅な見直しに関する報告はなく、また、地上放送事業者とＢＳデジタル

放送事業者との兼営については、「基幹放送」事業者と「準基幹放送」事業者

の一体的運営となり、情報の多元性の喪失、視聴者にとっての番組の選択肢

の減少、地上ローカル局への影響という３つの観点から認めることは不適当

とされている。  

 

 以上に対し、厳しい経営状況に置かれている地上波キー局系のＢＳデジタ

ル放送専業事業者の中には、一体的な番組編成による情報の多様性の向上、

ＢＳデジタル放送事業者における番組制作・流通面での能力の向上、ＢＳデ

ジタル放送全体の普及促進への好影響、といった観点から、地上波キー局と

の兼営や役員規制の緩和を含むマスメディア集中排除原則の一層の見直しを

求める声が強い。  

 

 今後、ＢＳデジタル放送事業に関するマスメディア集中排除原則の見直し

の検討は、先述のとおり「不適当」とされた問題点についてどう考えるのか

の検討が前提となる。その上で、例えば、現在の制度が、放送の多元性・多

様性・地域性の確保という本来の目的を達成するものとなっているかどうか

についても、検証を行う必要があろう。 

 

 

 



 

（３） プラットフォーム事業の在り方について 

 

 スカパーなど、有料放送の受信者に対する認証や課金、契約手続きなどの

代行業務を行っているいわゆる衛星プラットフォーム事業者については、実

際に委託放送事業者等に代わって視聴者に直接コンタクトする機会が豊富な

ことから、視聴者にとっては実質的なカウンターパートとなっている。 

 

 この点、衛星プラットフォーム事業者は、放送関係法令における制度的位

置付けがなく、あくまでも放送事業者の「代理人」的な立場にあることから、

プラットフォーム上での番組編成やパッケージ、セット形態によるサービス

提供を行う際、効果的な商品設計や料金設定等の面で、委託放送事業者等の

意向に従わざるを得ないため、迅速かつ効果的な視聴者ニーズへの対応が困

難になっているとの指摘がある。他方、放送事業者の側からは、プラットフ

ォーム事業者が放送事業者の利益に反する新規事業を展開しているなどの声

も一部に存在する。 

 

 また、他の放送サービスとの関係に目を転じると、有線テレビジョン放送

事業者や有線役務利用放送事業者は、基本的に多チャンネル放送事業者であ

り、希望するだけのチャンネル数を有して視聴者との接触、番組編成等を一

体的に行うことができるのに対し、衛星プラットフォーム事業者自らが委託

放送事業者等として放送事業を行う場合には、他の放送事業者同様、制度上

提供の可能なチャンネル数等について一定の制約が存在する。 

 

 今後、プラットフォーム事業者については、視聴者ニーズに即応した番組

提供をより機動的に提供するための事業主体の在り方について検討を行うと

ともに、放送事業者に対する優越的地位濫用の防止の在り方についても引き

続き視野に入れて検討を行う必要がある。また、既に多チャンネル放送とし

てケーブルテレビと衛星放送が競争関係にあることや、地上デジタル放送に

おける携帯向けワンセグ放送等の分野においてもプラットフォーム事業者が

出現する可能性等を幅広く踏まえ、同じ「有料放送」、「多チャンネル放送」

市場における公正な競争条件の整備が行われることにも配意すべきである。 

 



 

（４） 衛星事業の在り方について 

 

 現在、衛星放送サービスの提供に当たり、受託放送役務あるいは電気通信役

務を提供する衛星事業者については、ＢＳ放送分野においては株式会社放送衛

星システム１者、ＣＳ放送分野においてはジェイサット株式会社及び宇宙通信

株式会社の２者等による独占又は寡占となっている。 

 

 衛星利用料金については、平成１０年に総括原価主義に基づく認可を届け

出制に緩和した経緯があるが、衛星市場の独占的傾向からその後も一部委託

放送事業者からは衛星料金が高いとの不満の声も聞かれる。 

 

 一方、衛星事業は巨大な先行投資を要すること、衛星打ち上げや故障のリ

スクに常にさらされていることから、これらのリスクをヘッジし、安定的な

役務提供を行う必要性も考慮に入れて、衛星料金の水準は検討される必要が

ある。 

 

 従って、現在の衛星料金の水準の妥当性については、一概に是非を論ずる

ことはできないが、規制緩和の成果を検証する必要はあろう。 

 

 また、委託放送事業者やプラットフォーム事業者が行う視聴者勧誘等の営

業活動にも衛星事業者が参加し、費用負担を行っている例など、委託放送事

業者、プラットフォーム事業者、衛星事業者の３者は、お互いに利益が相反

する側面も持ちながら、三位一体の連携に腐心しているところである。こう

した実態に鑑みれば、先のプラットフォーム事業者の在り方と併せて、我が

国の衛星放送事業における「分担」の仕組みの是非、よりベターな方法の有

無等も他の先進諸国の例も念頭に検討を行っていく必要があろう。 

  



 

第２節 視聴者利益の向上 

 

１ 視聴者利益の保護 

 

視聴者利益の保護のうち、個人情報保護については、当検討会での検討結

果、そして、それを踏まえた「放送分野における個人情報保護の基本的な在

り方について（草案）」に対するパブリックコメントも経て、総務省において、

平成１６年８月３１日に指針が告示されたところである。そして、放送関係

事業者においては、現在、指針に沿い、各事業者における社内規程の整備を

行っているが、今後も放送関係個人情報保護連絡会を通じた、関係事業者間

の連携によって、個々の放送関係事業者の取組みの効率化及び放送分野全般

にわたっての実効ある対応の確保を行うことが求められる。 

 

他方、視聴者等への対応についても、双方向サービスやサーバ型放送の開

始等、放送サービスの高度化・専門化が進展する中で、サービスの利用や課

金、解約等の方法を視聴者が容易に理解することがますます困難になること

に伴い、複雑化する契約や提供条件等について予め十分な説明を受けなかっ

たが故に生じるトラブル等が増加することが考えられる。 

 

したがって、放送関係事業者においては、まず視聴者等に対する適切なサ

ービス提供や顧客対応等に経営戦略上重要なメリットが存在することを再認

識し、最大限視聴者等と良好な関係を構築するための努力を行うことが望ま

れる。  

 

行政としては、当面は放送関係事業者の自主的な対応を見守りつつ、認定

個人情報保護団体、消費者団体等とも連携しながら、視聴者等対応の実態や

問題点を明らかにしていくことが望ましいと考えられる。その上で、放送関

係事業者等による対応のみによっては改善が望めず、放送の健全な発達に支

障をきたしかねないような状況に至った場合には、電気通信事業分野におけ

る取組み等も参考にしつつ、制度的な対応の可能性についても検討を行うこ

とが必要である。   

 



 

２ サービス・機器へのアクセシビリティ 

 

 受信機操作において、視聴者にストレスを与えないものとするために、放

送事業者、プラットフォーム事業者、受信機メーカが一体となって、地上放

送、ＢＳ放送、ＣＳ放送のメディアの差異を意識させないシームレスな機器

開発及び丁寧かつ統一的なサービス説明の徹底を図る必要がある。 

 

 さらに、放送メディアの種類によらず、コンテンツのジャンルごとのチャ

ンネルの表示を行うことのできる機能を受信機側に付加することも検討する

ことが望まれる。 

 

 また、デジタル放送の特性であるデータ通信やサーバ型放送の普及の上で

は、より操作が容易な受信機の普及が必要であり、高齢者世帯等へのサービ

スの浸透を図ることも視野に入れた検討が必要であろう。 

 

３ 災害等非常時における衛星放送の活用 

 

衛星放送の災害等の非常時における情報伝達手段としての優位性をより積

極的に活用することが必要であり、例えば、地上放送の受信基盤が脆弱な地

域を中心に、災害等非常時に備えた衛星放送受信端末の公共施設への配備に

ついて関係行政機関への働きかけを行っていくこと等が考えられる。 

 

 また、デジタル放送としての特質を生かし、外国人に対しても多言語によ

り情報提供を可能とするコンテンツの在り方等について今後検討を行うこと

も有益であろう。 



 

おわりに 

 

本検討会は、当面の課題として、放送分野における個人情報保護の在り方

及び東経１１０度ＣＳの左旋円偏波の放送利用の在り方の２点を中心に検討

を行った他、衛星放送が今後より視聴者利益を向上させるものとなり、メデ

ィア・国境を越えた競争の中で発展するための諸課題及び展望についての検

討を行ってきたものである。 

  

特に上記２点以外の諸課題の検討、そして、その解決については、放送の

諸分野に横断的な問題点も含まれることから、引き続き行政及び関係者等の

間で所要の検討がなされることを期待する。 
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「放送分野における個人情報保護及びＩＴ時代の衛星放送に関する検討会」 
開催要綱 

 
 

１ 背景・目的 

（１） 近年、放送を受信するために契約の締結を要する放送が拡大し、また、双方

向サービスが進展するのに伴い、放送に関して取り扱われる個人情報が、量的にも

増加し、内容的にも多様化してきている。そういった一方で、各業界において情報

漏洩の事案が相次いでおり、国民の個人情報の保護への関心が高まってきている。

このような昨今の状況にかんがみ、国民視聴者が安心して放送サービスの提供を受

けることができ、放送の健全な発達に資するように、放送の視聴者及び放送の受信

に関する契約を締結した者等の個人情報の取扱いに関して、早急に検討する必要が

ある。 

（２） 平成元年の本格的な衛星放送開始から１５年が経過し、この間、衛星放送は、

放送において準基幹的な役割と国民視聴者の多様なニーズに応える役割とを果た

し、テレビジョン放送の高精細度化をはじめ、放送の高機能化に先鞭を付けてきた。

しかしながら、デジタル放送の本格的な展開にあたり、衛星放送は、これまでにな

い環境の変化に直面している。 

すなわち、平成１１年から通信サービスのブロードバンド化が急速に進み、平成

１５年には地上放送においてもデジタル放送が開始されるなど、家庭において大容

量のデジタル情報の受信が可能となるＩＴ化の動きが、衛星放送の他にも、多様な

メディアによって進展してきており、その中で衛星放送及びその事業に期待される

役割の在り方にも変化が生じている可能性がある。 

（３） 以上の背景及び各メディアの発展動向等を踏まえ、国民が安心して放送を契

約・視聴できるための個人情報保護の在り方及びより魅力のある衛星放送に向けた

制度及びその運用の在り方を検討することを目的として、本検討会を開催する。 

２ 名   称 

本会の名称は「放送分野における個人情報保護及びＩＴ時代の衛星放送に関する検

討会」とする。 

３ 検討事項 

（１） 安心して放送を契約・視聴できるための個人情報保護の在り方 
（２） より魅力のある衛星放送に向けた制度及びその運用の在り方      等  

資 料 ２



４ 構成・運営 

（１） 本会は、情報通信政策局長の検討会として開催する。 
（２） 本会の構成員は別紙のとおりとする。 
（３） 本会には、座長及び座長代理を置く。 
（４） 座長は、構成員の互選により定める。 
（５） 座長は、本会の構成員の中から座長代理を指名する。 
（６） 座長は、本会を招集し、主宰する。 
（７） 座長代理は、座長を補佐し、座長不在のときは、座長に代わって本会

を招集し、主宰する。 
（８） 座長は、上記の他、本会の運営に必要な事項を定める。 

５ 開催期間 

平成１６年５月から１２月頃まで１０回程度の開催を予定する。  

６ 庶   務 

庶務は情報通信政策局衛星放送課が関係課の協力を得て行う 



 

検討会の公開 

 

 

１ 会議について 

  検討会の会議は、原則公開とする。 

   ただし、事業者の経営上の機密に関する情報を取り扱う場合、取りまとめの

際等構成員間の率直な意見の交換が損なわれるおそれがある場合その他座長

が非公開とすることを必要と認めた場合については、非公開とする。 

  

２ 会議で使用した資料について 

(1) 取扱い  

   検討会の会議資料は、原則公開とする。 

   ただし、事業者の経営上の機密に関する情報を取り扱うもの、非公開会

議で配布されたものその他座長が非公開とすることを必要と認めたものに

ついては、非公開とする。 

(2) 公開方法 

総務省情報通信政策局衛星放送課において一般の閲覧に供し、又、イン

ターネット上の総務省ホームページに掲載する。 

 

３ 議事録について 

(1)  取扱い 

 検討会の議事録については、原則公開とする。 

ただし、非公開会議のものその他座長が非公開とすることを必要と認め

たものについては、非公開とする。検討会の議事録の公開までの間、又は非

公開の会議については、総務省情報通信政策局衛星放送課は、議事要旨を速

やかに作成し、座長の承認を得て公表する。 

(2)  公開方法 

総務省情報通信政策局衛星放送課において一般の閲覧に供し、又、イン

ターネット上の総務省ホームページに掲載する。 

 
 
 

資 料 ３



 

（参考） 
 
「審議会等の透明化、見直し等について」（平成７年９月２９日 閣議決定）（抄） 

 

 

４ 審議会等の公開 

 

(1)  審議会等の具体的運営は、法令に別段の定めのある場合を除き、当該審

議会等において決定されるべきものであるが、一般の審議会は、原則として、

会議の公開、議事録の公開などを行うことにより、運営の透明性の確保に努

める。 
 

(2) 一般の審議会は、特段の事情により会議又は議事録を非公開とする場合

は、その理由を必ず明示することとし、議事要旨を原則公開とする。 
 

(3) 議事録及び議事要旨の公開に当たっては、各省庁は、一般の閲覧、複写

が可能な一括窓口を設けるとともに、一般のアクセスが可能なデータベース

やコンピュータネットワークへの掲載に努める。 
 
５ 懇談会等行政運営上の会合 

各省庁は、懇談会等行政運営上の会合の運営等について、その会合が審議会

等とは異なり、あくまでも行政運営上の意見交換、懇談等の場として性格付け

られるものであることに留意した上、審議会等の措置に準じて、運営の透明性

の確保に努める。 



 

   「放送分野における個人情報保護及びＩＴ時代の衛星放送に関する検討会」開催状況 

 

回数 年月日 議題（個人情報保護関係） 

第１回 
平成１６年 
５月１０日（月） 

○我が国の衛星放送の現況について 
○放送分野における個人情報保護について 
○検討会の進め方、公開等について 

第２回  ５月１９日（水） ○個人情報保護の取組みに関するヒアリング① 

第３回 ５月２１日（金） 

○財団法人衛星放送セキュリティセンターにおける安全管理の取組みについて
○個人情報保護の取組みに関するヒアリング② 
○東経１１０度ＣＳの左旋円偏波を巡る経緯について 
○東経１１０度ＣＳの左旋円偏波に関する関係者の意見について  

第４回 ６月 ７日（月） 
○個人情報保護に関する意見について（全国消費者団体連絡会）
○株式会社ビーエス日本及び株式会社ビーエス朝日の個人情報保護の取組みについて
○放送受信者等の個人情報の取扱いに関する論点について①

第５回 ６月１０日（木） ○放送受信者等の個人情報の取扱いに関する論点について②

第６回 ６月３０日（水） ○「放送分野における個人情報保護の基本的な在り方について（草案）」の審議

第７回 ８月６日（金） 
○「放送分野における個人情報保護の基本的な在り方について（案）」の審議
○検討会の進め方等について 

第８回 １０月６日（水） 

○ＩＴ時代の衛星放送に関する今後の検討課題について
○東経１１０度ＣＳの左旋円偏波の放送利用について 
○放送関係個人情報保護連絡会について 
○その他 

第９回 １１月１１日（木）

○東経１１０度ＣＳの左旋円偏波の放送利用について 
○ＩＴ時代の衛星放送に関するその他の検討課題について
○放送分野における個人情報保護について 
○その他 

第 10 回 １２月２７日（月）

○東経１１０度ＣＳの左旋円偏波の放送利用について 
○ＩＴ時代の衛星放送の在り方について 
○放送分野における個人情報保護について 
○その他 

第 11 回 
平成１７年 
２月２２日（火） 

○「放送分野における個人情報保護及びＩＴ時代の衛星放送の在り方に関する検討会」報告書（案）の審議
○その他 

※ 第２回及び第３回におけるヒアリング意見陳述者については、資料５を参照。 

※ 第３回における関係者の意見については、資料１０を参照。 

資 料 ４



 

「放送分野における個人情報保護及びＩＴ時代の衛星放送に関する検討会」の個人情報

保護の取組みに関するヒアリングにおける意見陳述者一覧 

 

回数 年月日 意見陳述者 

第２回 
平成１６年 

５月１９日（水） 

株式会社スカイパーファクト・コミュニケーションズ 

株式会社ビーエス・コンディショナルアクセスシステムズ

日本放送協会 

株式会社ＷＯＷＯＷ 

社団法人衛星放送協会 

第３回  ５月２１日（金） 

社団法人日本ケーブルテレビ連盟 

モバイル放送株式会社 

株式会社ビーエス・アイ 

株式会社ビー・エス・ジャパン 

株式会社ビーエスフジ 

※第２回・第３回会合において、関係者ヒアリングを実施。 
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○総務省告示第六百九十六号 

個人情報の保護に関する法律（平成十五年法律第五十七号）第六条第三項及び第八条の

規定に基づき、放送受信者等の個人情報の保護に関する指針を次のように定めたので告示

する。 

平成十六年八月三十一日 

                          総務大臣 麻生 太郎  

 

放送受信者等の個人情報の保護に関する指針 

 

（目的） 

第一条 この指針は、放送受信者等の個人情報の適正な取扱いに関し、個人情報の保護に

関する法律（平成十五年法律第五十七号。以下「法」という。）の規定に基づき及びこ

れに基づく政府の基本方針にのっとり、放送受信者等の個人情報を取り扱う事業者の遵

守すべき義務等の内容を明らかにすることにより、放送受信者等の個人情報の有用性に

配慮しつつ、放送受信者等の権利利益を保護するとともに、放送の健全な発達に寄与す

ることを目的とする。 

  

（定義） 

第二条 この指針において使用する用語は、法において使用する用語の例によるほか、次

の定義に従うものとする。 

 一 「放送」とは、公衆によって直接受信されることを目的とする無線通信又は有線電

気通信の送信をいう。 

 二 「放送受信者等」とは、次に掲げる者をいう。 

  イ 放送の受信に関する契約を締結する者 

  ロ 放送番組を視聴する者 

  ハ 放送番組の視聴に伴い行われる情報の電磁的方式による発信又は受信を行う者 

  ニ 放送の受信、放送番組の視聴又はハの発信若しくは受信に関し料金（放送法（昭

和二十五法律第百三十二号）第三十二条第二項に規定する受信料を含む。以下同じ。）

又は代金を払う者 

  ホ 放送の受信、放送番組の視聴又はハの発信若しくは受信に係る勧誘（当該勧誘に

必要な準備行為を含む。）の対象となる者 

 三 「受信者情報取扱事業者」とは、放送受信者等の個人情報データベース等を事業の

用に供している個人情報取扱事業者をいう。ただし、当該個人情報取扱事業者がその

商品又は役務の提供について広告放送により広告をする者である場合には、次に掲げ

る者に限る。 

イ 当該広告放送をする者 

ロ 当該広告放送をする者の親会社（財務諸表等の用語、様式及び作成方法に関する

規則（昭和三十八年大蔵省令第五十九号）第八条第三項に規定する親会社をいう。） 

ハ 当該広告放送をする者から直接放送受信者等の個人情報を取得する者 

 四 「視聴履歴」とは、放送受信者等の個人情報であって、放送番組の視聴の開始の日

資 料 ６



時及び終了の日時並びに当該放送番組を特定することができるものをいう。ただし、

当該開始の日時の一ごとに本人の同意を得ないで取得することができるものに限る。 

 五 「口座番号等」とは、口座振替の方法により支払いをしている放送受信者等に係る

預金口座又は貯金口座の口座番号、クレジットカード番号その他特定の放送受信者等

の口座を識別することができる情報（他の情報と容易に照合することができ、それに

より当該口座番号、当該クレジットカード番号又は当該口座を識別することができる

こととなるものを含む。）であって、個人情報であるものをいう。 

 

 （適正な取扱い） 

第三条 放送受信者等の個人情報データベース等を事業の用に供している者（国の機関、

地方公共団体、独立行政法人等及び地方独立行政法人を除く。）は、個人情報が、個人

の人格尊重の理念の下に慎重に取り扱われるべきものであることにかんがみ、次に掲げ

るところに従って、放送受信者等の個人情報の適正な取扱いに努めなければならない。 

 一 放送受信者等の個人情報は、その利用目的が明確にされるとともに、当該目的の達

成に必要な範囲内で取り扱われること。 

 二 放送受信者等の個人情報は、不正の手段で取得されないこと。 

 三 放送受信者等の個人情報は、その利用の目的の達成に必要な範囲内で正確かつ最新

の内容に保たれること。 

 四 放送受信者等の個人情報の取扱いに当たっては、漏えい、滅失又はき損の防止その

他の安全管理のために必要かつ適切な措置が講じられるよう配慮されること。 

 五 放送受信者等の個人情報の取扱いに当たっては、本人が適切に関与し得るよう配慮

されること。 

  

（利用目的の特定） 

第四条 受信者情報取扱事業者は、放送受信者等の個人情報を取り扱うに当たっては、そ

の利用の目的（以下「利用目的」という。）をできる限り具体的に特定しなければなら

ない。 

２ 受信者情報取扱事業者は、第三者への提供を利用目的とする場合には、当該利用目的

において、当該第三者の範囲を、当該第三者のすべての氏名若しくは名称の表示、当該

第三者のすべてのみが行う業務の種類の表示又はその他の客観的に当該第三者を特定で

きる方法による表示をすることにより、できる限り具体的に明らかにしなければならな

い。 

３ 受信者情報取扱事業者は、複数の事業の用に供することを利用目的とする場合には、

当該利用目的において、当該複数の事業の各々の内容をできる限り具体的に特定しなけ

ればならない。 

４ 受信者情報取扱事業者は、利用目的を変更する場合には、変更前の利用目的と相当の

関連性を有すると合理的に認められる範囲を超えて行ってはならない。 

  

（利用目的による制限） 

第五条 受信者情報取扱事業者は、あらかじめ本人の同意を得ないで、前条の規定により



特定された利用目的の達成に必要な範囲を超えて、放送受信者等の個人情報を取り扱っ

てはならない。 

２ 受信者情報取扱事業者は、合併その他の事由により他の受信者情報取扱事業者から事

業を承継することに伴って放送受信者等の個人情報を取得した場合は、あらかじめ本人

の同意を得ないで、承継前における当該個人情報の利用目的の達成に必要な範囲を超え

て、当該個人情報を取り扱ってはならない。  

３ 前二項の規定は、次に掲げる場合については、適用しない。  

 一 法令に基づく場合 

 二 人の生命、身体又は財産の保護のために必要がある場合であって、本人の同意を得

ることが困難であるとき。 

 三 公衆衛生の向上又は児童の健全な育成の推進のために特に必要がある場合であって、

本人の同意を得ることが困難であるとき。 

 四 国の機関若しくは地方公共団体又はその委託を受けた者が法令の定める事務を遂行

することに対して協力する必要がある場合であって、本人の同意を得ることにより当

該事務の遂行に支障を及ぼすおそれがあるとき。 

  

（取得の範囲の制限） 

第六条 受信者情報取扱事業者は、その事業に必要な範囲を超えて、放送受信者等の個人

情報を取得しないよう努めなければならない。 

２ 受信者情報取扱事業者は、放送の受信、放送番組の視聴若しくは放送番組の視聴に伴

い行われる情報の電磁的方式による発信若しくは受信に関し料金若しくは代金金の支払

いを求める目的又は統計の作成の目的のために必要な範囲を超えて、視聴履歴を取得し

ないよう努めなければならない。 

３ 受信者情報取扱事業者は、放送の受信、放送番組の視聴又は放送番組の視聴に伴い行

われる情報の電磁的方式による発信若しくは受信に関し料金又は代金の支払いを求める

目的のために必要な範囲を超えて、口座番号等を取得しないよう努めなければならない。 

 

 （適正な取得） 

第七条 受信者情報取扱事業者は、偽りその他不正の手段により放送受信者等の個人情報

を取得してはならない。 

  

（取得に際しての利用目的の通知等）  

第八条 受信者情報取扱事業者は、放送受信者等の個人情報を取得した場合は、あらかじ

めその利用目的を公表している場合を除き、速やかに、その利用目的を、本人に通知し、

又は公表しなければならない。 

２ 受信者情報取扱事業者は、前項の規定にかかわらず、本人との間で契約を締結するこ

とに伴って契約書その他の書面（電子的方式、磁気的方式その他人の知覚によっては認

識することができない方式で作られる記録を含む。以下この項において同じ。）に記載

された当該本人の個人情報を取得する場合その他本人から直接書面に記載された当該本

人の個人情報を取得する場合は、あらかじめ、本人に対し、その利用目的を明示しなけ



ればならない。ただし、人の生命、身体又は財産の保護のために緊急に必要がある場合

は、この限りでない。 

３ 受信者情報取扱事業者は、利用目的を変更した場合は、変更された利用目的について、

本人に通知し、又は公表しなければならない。 

４ 前三項の規定は、次に掲げる場合については、適用しない。 

 一 利用目的を本人に通知し、又は公表することにより本人又は第三者の生命、身体、

財産その他の権利利益を害するおそれがある場合 

 二 利用目的を本人に通知し、又は公表することにより当該受信者情報取扱事業者の権

利又は正当な利益を害するおそれがある場合 

 三 国の機関又は地方公共団体が法令の定める事務を遂行することに対して協力する必

要がある場合であって、利用目的を本人に通知し、又は公表することにより当該事務

の遂行に支障を及ぼすおそれがあるとき。  

 四 取得の状況からみて利用目的が明らかであると認められる場合 

  

（データ内容の正確性の確保） 

第九条 受信者情報取扱事業者は、利用目的の達成に必要な範囲内において、放送受信者

等の個人データを正確かつ最新の内容に保つよう努めなければならない。 

  

（安全管理措置） 

第十条 受信者情報取扱事業者は、その取り扱う放送受信者等の個人データの漏えい、滅

失又はき損の防止その他の放送受信者等の個人データの安全管理のために必要かつ適切

な措置を講じなければならない。 

 

 （管理責任者） 

第十一条 受信者情報取扱事業者は、放送受信者等の個人データの安全管理については、

放送受信者等の個人情報の管理に関する責任者を置かなければならない。 

  

（安全管理規程） 

第十二条 受信者情報取扱事業者は、放送受信者等の個人データの安全管理については、

安全管理のための基本的な事項を定めた安全管理規程を作成しなければならない。 

２ 受信者情報取扱事業者は、定期的に、社会経済情勢の変化、安全管理のための措置の

実施の状況等を勘案しつつ、前項の安全管理規程について、見直しを行わなければなら

ない。 

 

 （取扱いの管理） 

第十三条 受信者情報取扱事業者は、放送受信者等の個人データの安全管理については、

放送受信者等の個人データの取扱いの管理に関して、次に掲げる措置を講じなければな

らない。 

 一 放送受信者等の個人データの記録された物を保管する場所への出入りの管理（当該

出入りを行うことに必要な権限を有する者の範囲の限定を含む。） 



 二 放送受信者等の個人データ（個人情報データベース（個人情報を含む情報の集合物

であって、特定の個人情報を電子計算機を用いて検索することができるように体系的

に構成したものをいう。以下この条において同じ。）を構成するものに限る。）に係

るアクセス（電子計算機を作動させ、情報の利用をし得る状態にさせることをいう。

以下この条において同じ。）を行うための電子計算機の利用の管理 

 三 前二号の場所からの個人データの記録された物の持出しの管理（当該持出しの方法

の限定を含む。） 

 四 放送受信者等の個人データ（個人情報データベースを構成するものに限る。）に係

るアクセスの管理（当該アクセスを行うことに必要な権限を有する者の範囲の限定、

当該アクセスを行おうとする者が当該権限を有する者であることの確認及び当該アク

セスの記録の保管を含む。） 

 五 放送受信者等の個人データの記録された物の紛失、盗難及びき損を防止するために

必要な措置 

 六 放送受信者等の個人データ（個人情報データベースを構成するものに限る。）に係

る電気通信回線を通じた不正なアクセスを防止するために必要な措置 

  

（視聴履歴等の管理） 

第十四条 受信者情報取扱事業者は、視聴履歴（個人データであるものに限る。次項及び

第十九条第二項において同じ。）又は口座番号等（個人データであるものに限る。次項

及び第十九条第二項において同じ。）の記録された物を郵便又は信書便（民間事業者に

よる信書の送達に関する法律（平成十四年法律第九十九号）第二条第二項に規定する信

書便をいう。）によって発送する場合には、当該物を封入する方法その他の当該物が送

達されるまでの間当該視聴履歴又は口座番号等を見ることができないようにする方法に

より行うよう努めなければならない。 

２ 受信者情報取扱事業者は、視聴履歴又は口座番号等を電気通信回線設備（送信の場所

と受信の場所との間を接続する伝送路設備及びこれと一体として設置される交換設備並

びにこれらの附属設備をいう。）を用いて発信しようとする場合には、暗号を用いた方

法その他の通信の当事者以外の者がその内容を復元できないようにする方法により行う

よう努めなければならない。ただし、当該発信の場所と当該視聴履歴又は当該口座番号

等の着信の場所との間を接続するすべての電気通信回線設備が特定の者に専用されるも

のであるときは、この限りでない。 

 

 （従業者の監督）  

第十五条 受信者情報取扱事業者は、その従業者に放送受信者等の個人データを取り扱わ

せるに当たっては、当該個人データの安全管理が図られるよう、当該従業者に対する必

要かつ適切な監督を行わなければならない。 

２ 受信者情報取扱事業者は、前項の監督を行うに当たっては、その従業者に対し、個人

データの取扱いに係る従業者間の責任の分担及び放送受信者等の個人データの適正な取

扱いについて、当該個人データの安全管理が図られるために必要な研修その他の啓発を

行うよう努めなければならない。 



  

（委託先の選定）  

第十六条 受信者情報取扱事業者は、放送受信者等の個人データの取扱いの全部又は一部

を委託する場合は、その取扱いを適正かつ確実に行うことができると認められる者の中

から委託先を選定するための基準を定め、当該基準に従って、委託先を選定しなければ

ならない。 

 

 （委託先の監督） 

第十七条 受信者情報取扱事業者は、前条の場合は、その取扱いを委託された放送受信者

等の個人データの安全管理が図られるよう、委託を受けた者（次項において単に「委託

を受けた者」という。）に対する必要かつ適切な監督を行わなければならない。 

２ 受信者情報取扱事業者は、前項の監督を行うに当たっては、委託を受けた者との契約

において、次に掲げる事項を適正かつ明確に定めるとともに、定期的に、社会経済情勢

の変化、安全管理のための措置の実施の状況等を勘案しつつ、当該契約の内容について、

見直しを行わなければならない。 

 一 委託を受けた者がその取扱いを委託された放送受信者等の個人データの漏えい、滅

失又はき損の防止のために講じる必要かつ適切な措置の内容 

 二 受信者情報取扱事業者及び委託を受けた者の責任に関する事項（委託を受けた者が

その取扱いを委託された放送受信者等の個人データの取扱いに関して知り得た秘密を

漏らしてはならない旨を含む。） 

 三 委託を受けた者がその取扱いを委託された放送受信者等の個人データの取扱いの全

部又は一部を再委託する場合における当該再委託に関する事項（当該委託を受けた者

が、その取扱いを適正かつ確実に行うことができると認められる者の中から再委託先

を選定するための基準を定め、当該基準に従って再委託先を選定する旨及び当該再委

託を受けた者に対する必要かつ適切な監督を行う旨を含む。） 

  

（第三者提供の制限）  

第十八条 受信者情報取扱事業者は、次に掲げる場合を除くほか、あらかじめ本人の同意

を得ないで、放送受信者等の個人データを第三者に提供してはならない。  

 一 法令に基づく場合  

 二 人の生命、身体又は財産の保護のために必要がある場合であって、本人の同意を得

ることが困難であるとき。  

 三 公衆衛生の向上又は児童の健全な育成の推進のために特に必要がある場合であって、

本人の同意を得ることが困難であるとき。  

 四 国の機関若しくは地方公共団体又はその委託を受けた者が法令の定める事務を遂行

することに対して協力する必要がある場合であって、本人の同意を得ることにより当

該事務の遂行に支障を及ぼすおそれがあるとき。  

２ 受信者情報取扱事業者は、第三者に提供される放送受信者等の個人データについて、

本人の求めに応じて当該本人が識別される個人データの第三者への提供を停止すること

としている場合であって、次に掲げる事項について、あらかじめ、本人に通知し、又は



本人が容易に知り得る状態に置いているときは、前項の規定にかかわらず、当該個人デ

ータを第三者に提供することができる。  

 一 第三者への提供を利用目的とすること。  

 二 第三者に提供される個人データの項目  

 三 第三者への提供の手段又は方法 

 四 本人の求めに応じて当該本人が識別される個人データの第三者への提供を停止する

こと。  

３ 受信者情報取扱事業者は、前項第二号又は第三号に掲げる事項を変更する場合は、変

更する内容について、あらかじめ、本人に通知し、又は本人が容易に知り得る状態に置

かなければならない。 

４ 次に掲げる場合において、当該個人データの提供を受ける者は、前三項の規定の適用

については、第三者に該当しないものとする。  

 一 受信者情報取扱事業者が利用目的の達成に必要な範囲内において放送受信者等の個

人データの取扱いの全部又は一部を委託する場合  

 二 合併その他の事由による事業の承継に伴って放送受信者等の個人データが提供され

る場合  

 三 放送受信者等の個人データを特定の者との間で共同して利用する場合であって、そ

の旨並びに共同して利用される放送受信者等の個人データの項目、共同して利用する

者の範囲、利用する者の利用目的及び当該個人データの管理について責任を有する者

の氏名又は名称について、あらかじめ、本人に通知し、又は本人が容易に知り得る状

態に置いているとき。 

５ 受信者情報取扱事業者は、前項第三号の場合には、同号の共同して利用する者の範囲

を、当該共同して利用する者のすべての氏名若しくは名称の表示、当該共同して利用す

る者のすべてのみが行う業務の種類の表示又はその他の客観的に当該共同して利用する

者を特定できる方法による表示をすることにより、できる限り具体的に明らかにしなけ

ればならない。 

６ 受信者情報取扱事業者は、第四項第三号に規定する利用する者の利用目的又は個人デ

ータの管理について責任を有する者の氏名若しくは名称を変更する場合は、変更する内

容について、あらかじめ、本人に通知し、又は本人が容易に知り得る状態に置かなけれ

ばならない。 

 

 （個人データの保存期間及び消去） 

第十九条 受信者情報取扱事業者は、放送受信者等の個人データの保存期間を定めるよう

努めなければならない。 

２ 受信者情報取扱事業者は、視聴履歴又は口座番号等の保存期間を定める場合には、当

該保存期間がそれぞれ第六条第二項又は第三項に規定する目的のために必要な最短の期

間とするよう努めなければならない。 

３ 受信者情報取扱事業者は、放送受信者等の個人データを取得した場合は、あらかじめ

その保存期間を公表している場合を除き、速やかに、その保存期間を、本人に通知し、

又は公表するよう努めなければならない。 



４ 受信者情報取扱事業者は、第一項の規定により定めた保存期間が満了したときは、当

該保存期間に係る個人データを消去するよう努めなければならない。 

  

（保有個人データに関する事項の公表等） 

第二十条 受信者情報取扱事業者は、放送受信者等の保有個人データに関し、次に掲げる

事項について、本人の知り得る状態（本人の求めに応じて遅滞なく回答する場合を含む。）

に置かなければならない。 

 一 当該受信者情報取扱事業者の氏名又は名称  

 二 すべての放送受信者等の保有個人データの利用目的（第八条第四項第一号から第三

号までに該当する場合を除く。） 

 三 次項、次条第一項、第二十二条第一項又は第二十三条第一項若しくは第二項の規定

による求めに応じる手続（第二十六条第二項の規定により手数料の額を定めたときは、

その手数料の額を含む。） 

 四 当該受信者情報取扱事業者が行う放送受信者等の保有個人データの取扱いに関する

苦情の申出先 

 五 当該受信者情報取扱事業者が認定個人情報保護団体の対象事業者である場合にあっ

ては、当該認定個人情報保護団体の名称及び苦情の解決の申出先 

２ 受信者情報取扱事業者は、本人から、当該本人が識別される放送受信者等の保有個人

データの利用目的の通知を求められたときは、本人に対し、遅滞なく、これを通知しな

ければならない。ただし、次の各号のいずれかに該当する場合は、この限りでない。 

 一 前項の規定により当該本人が識別される保有個人データの利用目的が明らかな場合 

 二 第八条第四項第一号から第三号までに該当する場合 

３ 受信者情報取扱事業者は、前項の規定に基づき求められた保有個人データの利用目的

を通知しない旨の決定をしたときは、本人に対し、遅滞なく、その旨を通知しなければ

ならない。 

  

（開示）  

第二十一条 受信者情報取扱事業者は、本人から、当該本人が識別される放送受信者等の

保有個人データの開示（当該本人が識別される保有個人データが存在しないときにその

旨を知らせることを含む。以下同じ。）を求められたときは、本人に対し、書面の交付

による方法（開示の求めを行った者が同意した方法があるときは、当該方法）により、

遅滞なく、当該保有個人データを開示しなければならない。ただし、開示することによ

り次の各号のいずれかに該当する場合は、その全部又は一部を開示しないことができる。

一 本人又は第三者の生命、身体、財産その他の権利利益を害するおそれがある場合 

 二 当該受信者情報取扱事業者の業務の適正な実施に著しい支障を及ぼすおそれがある

場合 

 三 他の法令に違反することとなる場合 

２ 受信者情報取扱事業者は、前項の規定に基づき求められた保有個人データの全部又は

一部について開示しない旨の決定をしたときは、本人に対し、遅滞なく、その旨を通知

しなければならない。 



３ 他の法令の規定により、本人に対し第一項本文に規定する方法に相当する方法により

当該本人が識別される保有個人データの全部又は一部を開示することとされている場合

には、当該全部又は一部の保有個人データについては、同項の規定は、適用しない。 

  

（訂正等）  

第二十二条 受信者情報取扱事業者は、本人から、当該本人が識別される保有個人データ

の内容が事実でないという理由によって当該保有個人データの内容の訂正、追加又は削

除（以下この条において「訂正等」という。）を求められた場合には、その内容の訂正

等に関して他の法令の規定により特別の手続が定められている場合を除き、利用目的の

達成に必要な範囲内において、遅滞なく必要な調査を行い、その結果に基づき、当該保

有個人データの内容の訂正等を行わなければならない。 

２ 受信者情報取扱事業者は、前項の規定に基づき求められた保有個人データの内容の全

部若しくは一部について訂正等を行ったとき、又は訂正等を行わない旨の決定をしたと

きは、本人に対し、遅滞なく、その旨（訂正等を行ったときは、その内容を含む。）を

通知しなければならない。 

 

 （利用停止等） 

第二十三条 受信者情報取扱事業者は、本人から、当該本人が識別される保有個人データ

が第五条の規定に違反して取り扱われているという理由又は第七条の規定に違反して取

得されたものであるという理由によって、当該保有個人データの利用の停止又は消去（以

下この条において「利用停止等」という。）を求められた場合であって、その求めに理

由があることが判明したときは、違反を是正するために必要な限度で、遅滞なく、当該

保有個人データの利用停止等を行わなければならない。ただし、当該保有個人データの

利用停止等に多額の費用を要する場合その他の利用停止等を行うことが困難な場合であ

って、本人の権利利益を保護するため必要なこれに代わるべき措置をとるときは、この

限りでない。  

２ 受信者情報取扱事業者は、本人から、当該本人が識別される保有個人データが第十八

条第一項の規定に違反して第三者に提供されているという理由によって、当該保有個人

データの第三者への提供の停止を求められた場合であって、その求めに理由があること

が判明したときは、遅滞なく、当該保有個人データの第三者への提供を停止しなければ

ならない。ただし、当該保有個人データの第三者への提供の停止に多額の費用を要する

場合その他の第三者への提供を停止することが困難な場合であって、本人の権利利益を

保護するため必要なこれに代わるべき措置をとるときは、この限りでない。 

３ 受信者情報取扱事業者は、第一項の規定に基づき求められた保有個人データの全部若

しくは一部について利用停止等を行ったとき若しくは利用停止等を行わない旨の決定を

したとき、又は前項の規定に基づき求められた保有個人データの全部若しくは一部につ

いて第三者への提供を停止したとき若しくは第三者への提供を停止しない旨の決定をし

たときは、本人に対し、遅滞なく、その旨を通知しなければならない。 

  

（理由の説明） 



第二十四条 受信者情報取扱事業者は、第二十条第三項、第二十一条第二項、第二十二条

第二項又は前条第三項の規定により、本人から求められた措置の全部又は一部について、

その措置をとらない旨を通知する場合又はその措置と異なる措置をとる旨を通知する場

合は、本人に対し、その理由を説明するよう努めなければならない。 

  

（開示等の求めに応じる手続） 

第二十五条 受信者情報取扱事業者は、第二十条第二項、第二十一条第一項、第二十二条

第一項又は第二十三条第一項若しくは第二項の規定による求め（以下この条において「開

示等の求め」という。）に関し、次に掲げる事項を定めることができる。この場合にお

いて、本人は、当該事項により、開示等の求めを行わなければならない。 

 一 開示等の求めの申出先 

 二 開示等の求めに際して提出すべき書面（電子的方式、磁気的方式その他人の知覚に

よっては認識することができない方式で作られる記録を含む。）の様式その他の開示

等の求めの方式 

 三 開示等の求めをする者が本人又は第四項の代理人であることの確認の方法 

 四 次条第一項の手数料の徴収方法 

２ 受信者情報取扱事業者は、開示等の求めに応じるに際しては、開示等の求めをする者

が本人又は第四項の代理人であることの確認を行うよう努めなければならない。 

３ 受信者情報取扱事業者は、本人に対し、開示等の求めに関し、その対象となる保有個

人データを特定するに足りる事項の提示を求めることができる。この場合において、受

信者情報取扱事業者は、本人が容易かつ的確に開示等の求めをすることができるよう、

当該保有個人データの特定に資する情報の提供その他本人の利便を考慮した適切な措置

をとらなければならない。 

４ 開示等の求めは、代理人（未成年者若しくは成年被後見人の法定代理人又は開示等の

求めをすることにつき本人が委託した代理人をいう。）によってすることができる。 

５ 受信者情報取扱事業者は、前各項の規定に基づき開示等の求めに応じる手続を定める

に当たっては、本人に過重な負担を課するものとならないよう配慮しなければならない。 

  

（手数料） 

第二十六条 受信者情報取扱事業者は、第二十条第二項の規定による利用目的の通知又は

第二十一条第一項の規定による開示を求められたときは、当該措置の実施に関し、手数

料を徴収することができる。 

２ 受信者情報取扱事業者は、前項の規定により手数料を徴収する場合は、実費を勘案し

て合理的であると認められる範囲内において、その手数料の額を定めなければならない。 

  

（苦情の処理） 

第二十七条 受信者情報取扱事業者は、放送受信者等の個人情報の取扱いに関する苦情の

適切かつ迅速な処理に努めなければならない。  

２ 受信者情報取扱事業者は、前項の目的を達成するために必要な体制の整備に努めなけ

ればならない。この場合において、受信者情報取扱事業者は、前項の苦情の申出先を定



め、同項の処理の手続を整備するよう努めなければならない。 

  

（基本方針の策定及び公表） 

第二十八条 受信者情報取扱事業者は、第五条の規定により講じられる措置、第八条の規

定に基づく本人への通知又は公表の手続、第二十条第二項、第二十一条第一項、第二十

二条第一項又は第二十三条第一項若しくは第二項の規定による求めに応じる手続（第二

十六条第二項の規定により手数料の額を定めたときは、その手数料の額を含む。）、前

条の規定により講じられる措置その他の放送受信者等の個人情報の取扱いに関する事項

についての基本方針を定め、これを公表するよう努めなければならない。 

  

（漏えい等に関する事実等の公表等） 

第二十九条 受信者情報取扱事業者は、その取り扱う放送受信者等の個人情報の漏えいが

あった場合には、速やかに、当該漏えいに係る事実関係につき本人に通知するよう努め

なければならない。ただし、本人の住所、電話番号及び電子メールアドレス（電子メー

ルの利用者を識別するための文字、番号、記号その他の符号をいう。）のすべてが相当

の調査をしても分からないときは、この限りでない。 

２ 受信者情報取扱事業者は、その取り扱う放送受信者等の個人情報の漏えい、滅失又は

き損があった場合には、速やかに、当該漏えい、滅失又はき損に係る事実関係及びその

再発防止対策につき公表するよう努めなければならない。 

３ 受信者情報取扱事業者は、前項の場合には、速やかに、当該事実関係及び当該再発防

止対策につき総務大臣に報告しなければならない。 

４ 前三項の規定は、次に掲げる場合については、適用しない。 

 一 本人又は第三者の生命、身体、財産その他の権利利益を害するおそれがある場合 

 二 当該受信者情報取扱事業者の業務の適正な実施に著しい支障を及ぼすおそれがある

場合 

 三 他の法令に違反することとなる場合 

  

（適用除外） 

第三十条 法第五十条第一項各号に掲げる者については、その個人情報を取り扱う目的の

全部又は一部がそれぞれ当該各号に規定する目的であるときは、この指針の規定は、適

用しない。 

    

附 則 

 （施行期日） 

第一条 この指針は、法第四章の規定の施行の日（平成十七年四月一日）から施行する。 

  

（経過措置） 

第二条 この指針の施行前になされた本人の放送受信者等の個人情報の取扱いに関する同

意がある場合において、その同意が第四条第一項の規定により特定される利用目的以外

の目的で個人情報を取り扱うことを認める旨の同意に相当するものであるときは、第五



条第一項又は第二項の同意があったものとみなす。 

 

第三条 この指針の施行前になされた本人の放送受信者等の個人情報の取扱いに関する同

意がある場合において、その同意が第十八条第一項の規定による個人データの第三者へ

の提供を認める旨の同意に相当するものであるときは、同項の同意があったものとみな

す。 

 

第四条 第十八条第二項の規定により本人に通知し、又は本人が容易に知り得る状態に置

かなければならない事項に相当する事項について、この指針の施行前に、本人に通知さ

れているときは、当該通知は、同項の規定により行われたものとみなす。 

 

第五条 第十八条第四項第三号の規定により本人に通知し、又は本人が容易に知り得る状

態に置かなければならない事項に相当する事項について、この指針の施行前に、本人に

通知されているときは、当該通知は、同号の規定により行われたものとみなす。 

  

（検討） 

第六条 この指針は、施行後一年を目途として、社会経済情勢の変化及び法の施行の状況

を勘案し、必要があると認められるときは、その見直しについて検討が加えられ、その

結果に基づいて所要の措置が講ぜられるものとする。 



 

「放送分野における個人情報保護に関する説明会」の概要 

 

１ 趣旨 

  放送分野における個人情報保護については、平成１７年４月１日から個人情報の保護

に関する法律（以下「個人情報保護法」という。）が全面施行されるに当たり、総務省に

おいて、個人情報保護法、個人情報の保護に関する法律施行令（平成１５年政令第５０

７号）及び個人情報の保護に関する基本方針を踏まえ、平成１６年８月３１日に放送受

信者等の個人情報の保護に関する指針を告示したところ。 

  そこで、今般、当該指針に関するより一層の周知徹底、放送関係者や放送受信者等の

啓発を図るため、全国の地方総合通信局及び沖縄総合通信事務所管内において、説明会

を開催。 

 

２ 主な内容  

（１）放送分野における個人情報保護に関する経緯及び基本的な考え方について 

（２）「放送受信者等の個人情報の保護に関する指針」について 

（３）事業者等において求められる対応について 

（４）その他 

 

３ 開催状況 

約１か月にわたり、次の全国１１地方において開催。 

放送関係事業者を中心に約１，３００名が参加。 

総合通信局等 

（会場） 

  参加人数 

開催日時 会場名 会場住所 お問い合わせ先 

北海道 

（札幌市） 

７０名 

１２月１６日（木） 

１５時００分 

～ 

１７時００分 

 

北海道総合通信

局 

第１会議室 

〒060-8795 

札幌市北区北八

条西 2-1-1 

札幌第一合同庁

舎 12 階 

北海道総合通信局

TEL:011-709-2311

  〈内線 4664〉

（放送課ラジオ放

送担当） 

東北 

（仙台市） 

６８名 

１２月１４日（火） 

１３時３０分 

～ 

１５時３０分 

仙台第２合同庁

舎 

２階会議室 

〒900-0014 

仙台市青葉区本

町 3-2-23 

  

東北総合通信局 

TEL:022-221-0696

（放送課） 

資 料 ７



関東 

（千代田区） 

１７５名 

１２月２０日（月） 

１３時００分 

～ 

１５時００分 

日本郵政公社東

京支社ビル 

２階講堂 

〒100-8795 

千代田区大手町

2-3-2 

関東総合通信局 

TEL：03-3243-8683

（放送課） 

関東 

（千代田区） 

１７４名 

１２月２１日（火） 

１５時３０分 

～ 

１７時３０分 

中央合同庁舎第

２号館 

地下２階講堂 

〒100-8926 

千代田区霞が関

2-1-2 

関東総合通信局 

TEL:03-3243-8683

（放送課） 

信越 

（長野市） 

５６名 

１２月２１日（火） 

１３時３０分 

～ 

１５時３０分 

メルパルクＮＡ

ＧＡＮＯ 

白鳳の間 

〒380-8584 

長野市鶴賀高畑

752-8 

信越総合通信局 

TEL:026-234-9990

（放送課） 

北陸 

（金沢市） 

１００名 

１２月２０日（月） 

１３時３０分 

～ 

１５時３０分 

石川県文教会館 

       

 

〒920-0918  

石川県金沢市尾

山町 10-5  

北陸総合通信局 

TEL:076-233-4492

（放送課放送担

当） 

東海 

（名古屋市） 

１２０名 

１２月１０日（金） 

１４時００分 

～ 

１６時００分 

東海総合通信局 

７階会議室 

〒461-8795 

名古屋市東区白

壁 

1-15-1 

東海総合通信局 

TEL:052-971-9148

（放送課放送総括

担当） 

近畿 

（大阪市） 

１１２名 

１２月 ７日（火） 

１４時００分 

～ 

１６時００分 

ＫＫＲホテル大

阪 

１４階オリオン 

〒540-0007 

大阪市中央区馬

場町 2-24 

近畿総合通信局 

TEL:06-6942-8568

（放送課音声放送

担当） 

中国 

（広島市） 

１２１名 

１２月２２日（水）

１５時００分 

～ 

１７時００分 

ＫＫＲ広島 

１階孔雀の間 

〒730-0004 

広島市中区東白

島町 19-65 

中国総合通信局 

TEL:082-222-3384

（放送課） 

四国 

（松山市） 

８５名 

１２月１４日（火）

１４時００分 

～ 

１６時００分 

ホテルサンルー

ト松山 

３階芙蓉の間 

〒790-0066 

松 山 市 宮 田 町

391-8 

四国総合通信局 

TEL:089-936-5037

(放送課) 

九州 

（熊本市） 

１２５名 

１２月１５日（水） 

１３時３０分 

～ 

１６時３０分 

ＫＫＲホテル熊

本 

五峯の間 

〒860-0001 

熊本市千葉城町

3-31 

九州総合通信局 

TEL：096-326-7307

（放送課） 

TEL：096-326-7877

（有線放送課） 

沖縄 

（那覇市） 

２０名 

１２月１７日（金） 

１４時００分 

～ 

１６時００分 

沖縄総合通信事

務所  

会議室 

〒900-8795  

那覇市東町26-29 

 

沖縄総合通信事務

所 

TEL：098-865-2307

（情報通信課放送

担当） 

 

  



 

○総務省告示第   号 

放送法（昭和二十五年法律第百三十二号）第五十二条の四第六項の規定に基づき、人工

衛星によるデジタル放送に係る有料放送役務標準契約約款を次のように定め、平成十七年

四月一日から適用する。なお、平成九年郵政省告示第五百八十六号（通信衛星によるデジ

タル放送に係る有料放送役務標準契約約款を定めた件）は、平成十七年三月三十一日を限

り、廃止する。 

 平成  年  月  日 

                            総務大臣 麻生 太郎 

 

人工衛星によるデジタル放送に係る有料放送役務標準契約約款 

 

目次 

 第一章 総則（第一条－第三条） 

  第二章 契約（第四条－第六条） 

 第三章 衛星デジタル有料放送サービスの提供及び受信（第七条－第十一条） 

 第四章 料金（第十二条－第十四条） 

 第五章 禁止事項等（第十五条－第十七条） 

 第六章 契約の解除等（第十八条－第十九条） 

 第七章 加入者個人情報の取扱い（第二十条－第三十二条） 

 第八章 その他（第三十三条－第三十五条） 

    

第一章 総則 

 （約款の適用） 

第一条 当社は、この有料放送役務契約約款（以下「本約款」といいます。）及び放送法

（以下「法 」といいます。）第五十二条の四第三項の規定に基づき総務大臣に届け出

た料金により、衛星デジタル有料放送サービスを提供します。 

  

（約款の変更） 

第二条 当社は、法の規定による標準契約約款の変更を受けて、又は法の規定に基づき総

務大臣の認 可を受けた上で本約款を変更することがあります。この場合においては、

加入者は、変更後の約款の適用を受けるものとします。 

  
（用語の定義） 

第三条 本約款において使用する用語は、法において使用する用語の例によるほか、それ

ぞれ次の意味で使用します。 
用語 用語の意味 
一 衛星デジタル有料 放送サービス 人工衛星を用いたデジタル放送により有

料で提供される当社の放送役務であって、

当社と契約を締結した場合にのみ視聴可

能となるもの 

資 料 ８



 

二 有料放送契約 衛星デジタル有料放送サービスの提供を

受ける契約 
三 加入者 当社と有料放送契約を締結した者 
四 加入申込者       当社に有料放送契約の申込みをする者 
五 加入者個人情報 生存する加入者（本号においては、加入申

込者及び解除等により有料放送契約が終

了した加入者を含みます。）個人に関する

情報であって、当該情報に含まれる氏名、

生年月日その他の記述等により特定の加

入者個人を識別することができるもの（他

の情報と容易に照合することができ、それ

により特定の加入者個人を識別すること

ができることとなるものを含みます。） 

六 ＰＰＶ           

    
課金単位が一の放送番組となっている衛

星デジタル有料放送サービス 
七 ＰＰＤ           

    
課金単位が一日となっている衛星デジタ

ル有料放送サービス 
八 ＰＰＳ           

    
課金単位が当社の指定する複数の放送番

組となっている衛星デジタル有料放送サ

ービス 
九 （注一）       

    
衛星デジタル有料放送サービスの限定受

信システムの管理を行う会社。（注二）の

略 
十 受信装置         

                    
                    
                    
    

（注三）の指定する技術的な基準に適合す

るアンテナ及びデジタル放送用受信機（以

下「受信機」といいます。）とその他衛星

デジタル有料放送サービスを視聴するた

めに必要な加入者が設置する装置 
（（注四）カードを除きます。） 

十一 （注四）カード  

                    
    

受信機に挿入されることにより受信機を

制御する、ＩＣを組み込んだ（注一）が貸

与するカード 
十二 放送衛星局      

    
当社の放送番組を放送する設備が設置さ

れた人工衛星の無線局 
十三 アップリンク局  

    
当社の放送番組を放送衛星局に送信する

施設 
十四 受託放送事業者  

                    
    

法第二条第三号の四に規定する受託放送

事業者であって、当社の放送番組の放送を

受託して行う者 



 

十五 受託放送契約    

    
受託放送事業者が当社の放送番組の放送

を受託して行う契約 
十六 他の放送事業者  

    
人工衛星を用いたデジタル放送に係る有

料放送役務を提供する当社以外の事業者

であって、当社の代理人を代理人とする者

十七 他サービス      

    
当社が提供する他の衛星デジタル有

料放送サービス  
十八 別契約          

                    
当社の代理人を代理人とする他の放

送事業者の人工衛星によるデジタル

放送に係る有料放送役務の契約  
 

第二章 契約 

 （契約の単位等） 

第四条 有料放送契約は、（注四）カード一枚ごととし、別表第一号に規定する衛星デジ

タル有料放 送サービス単位で締結することとします。 

２ 有料放送契約は、当社の提供する衛星デジタル有料放送サービスを、加入申込者又は、

加入申込者と同一の世帯の者が視聴することを目的（以下「世帯視聴目的」といいます。）

として締結されます。ただし、業務等で不特定若しくは多数の者が視聴できるように使

用し、又は同時送信若しくは再分配で使用することを目的とする場合等の世帯視聴目的

以外の場合においては、当社と別の取り決めをしなければなりません。 

３ 前項に規定する世帯とは、住居若しくは生計を共にする者の集まり又は独立して住居

若しくは生計を維持する単身者とします。 

  
（契約の成立） 

第五条 加入申込者は、有料放送契約の申込みに当たっては、当社が別に定める方法によ

り、当社又は当社の代理人若しくは当社の代理人が指定する者に申込みを行わなければ

なりません。なお、加入申込者は、視聴可能最低年齢を定めて提供される衛星デジタル

有料放送サービスに係る有料放送契約の申込みに当たっては、加入申込者が当該視聴可

能最低年齢以上であることを証明する書類を申込みの際に当社に提出しなければなりま

せん。 

２ 有料放送契約は、加入申込者が前項に規定する申込みを行い、当社がその内容を確認

後、承諾することによって成立します。 

３ 当社又は当社の代理人若しくは当社の代理人が指定する者は、当該申込みを承諾した

旨及びその日付を、当社の定める方法により通知します。 

４ 申込みの際、氏名、住所、電話番号等当社に告げた事項に変更が生じた場合において

は、加入者は、直ちに当社の指定する方法に従って当社又は当社の代理人若しくは当社

の代理人が指定する者に変更の通知をしなければなりません。 

５ 当社は、次の各号に掲げる場合においては、申込みを承諾しないことがあります。 

 一 加入申込者が視聴可能最低年齢を定めて提供される衛星デジタル有料放送サービス

に係る有料放送契約の申込みに当たって、加入申込者が当該視聴可能最低年齢以上で



 

あることを証明する書類を提出しない場合又は加入申込者が当該視聴可能最低年齢に

満たない場合 

 二 加入申込者が有料放送契約に基づく債務の履行を怠るおそれがあると認められる相

当の理由がある場合 

 三 加入申込者が衛星デジタル有料放送サービスの提供に関し、著作権その他の知的財

産権、その他当社の権利を侵害し、又は利益を損なうおそれがあると認められる相当

の理由がある場合 

 四 加入申込者が日本国外において、衛星デジタル有料放送サービスの提供を受けよう

とする場合又はそのおそれがあると認められる相当の理由がある場合 

 五 その他加入申込者が有料放送契約に違反するおそれがあると認められる相当の理由

がある場合 

 六 加入申込者が衛星デジタル有料放送サービスを法及び他の法令に反する目的で利用

し、又は利用するおそれがあると認められる場合 

 七 加入申込者が、当社以外の放送事業者の人工衛星によるデジタル放送に係る有料放

送役務の契約に関し、第二号から前号に規定する行為を実際に行い、当該放送事業者

の権利を侵害し、又は利益を損なったことがあると認められる場合 

  
（契約の有効期間） 

第六条 有料放送契約の有効期間は、契約成立の日から契約成立の日の属する月の翌月の

初日より一年を経過した日までとし、有効期間の満了する日の一か月前までに加入者か

ら更新拒絶の意思表示がない場合においては、有料放送契約は、更に一年間自動的に更

新されるものとし、以後同様とします。ただし、ＰＰＳに係る契約の有効期間は、契約

成立の日から当該ＰＰＳの終了の日までとします。 
 

   第三章 衛星デジタル有料放送サービスの提供及び受信 

 （衛星デジタル有料放送サービスの提供） 

第七条 当社は、有料放送契約の有効期間中放送設備の故障その他のやむを得ない事情が

ある場合を除き、原則として別表第一号に規定する時間の衛星デジタル有料放送サービ

スを提供します。 

２ 当社は、衛星デジタル有料放送サービスの内容及び放送時間を原則として別表第二号

に指定する番組検索サービス（以下「ＥＰＧ」といいます。）によりお知らせします。

ただし、当社は、ＥＰＧによりお知らせした内容を変更する場合があります。 

  
（ＰＰＶ及びＰＰＤの提供） 

第八条 加入者は、ＰＰＶ又はＰＰＤの提供を受けようとする場合には、受信機を電気通

信回線に接続した上、課金単位ごとに別表第三号に規定する方法により個別の申込みを

行わなければなりません。 

２ 前項の申込みを行った場合においては、加入者はその撤回はできません。 

３ 課金単位ごとの料金は、当社が総務大臣に届け出た料金に従ってＥＰＧによりお知ら

せします。 



 

  
（視聴可能最低年齢を定めて提供される衛星デジタル有料放送サービス） 

第九条 加入者は、視聴可能最低年齢を定めて提供される衛星デジタル有料放送サービス

を視聴する場合においては、別表第四号に規定する方法により、加入者は、最低年齢（当

該衛星デジタル有料放送サービスを視聴することとなる最も若年の者の年齢）及び暗証

番号又はパスワード（以下、合わせて「暗証番号等」という。）を事前に登録し、視聴

するごとに事前に登録した暗証番号等を入力しなければなりません。 

２ 加入者は、暗証番号等を視聴可能最低年齢に満たない者に知られないよう、厳格に管

理しなければなりません。なお、視聴可能最低年齢に満たない者が前項に規定する衛星

デジタル有料放送サービスを視聴したことに起因する加入者の不利益について、当社及

び当社の代理人は、一切責任を負わないものとします。 

３ 加入者は、暗証番号等を忘れた場合においては、暗証番号等設定を初期状態に戻すた

めに当社又は当社の代理人若しくは当社の代理人が指定する者に通知しなければなりま

せん。この場合においては、加入者は、当社が総務大臣に届け出た暗証番号等の消去手

数料を支払わなければなりません。 

  
（受信装置の管理等） 

第十条 加入者は、受信装置及び（注四）カードを自己の責任で設置、維持、管理し、こ

れにより衛星デジタル有料放送サービスの提供を受けるものとし、当社及び当社の代理

人は、受信装置及び（注四）カードの瑕疵については一切責任を負いません。 

２ 加入者が衛星デジタル有料放送サービスの提供を受けるに当たって使用する（注四）

カードの所有権は、（注一）に帰属するものであり、また、（注一）が定めた「（注四）

カード使用許諾契約約款」に同意した加入申込者のみが有料放送契約を締結できるもの

とします。（注四）カードの貸与、紛失、再発行及び返却についても「（注四）カード

使用許諾契約約款」の適用を受けます。 

３ 加入者は、（注四）カードを紛失し、又は盗難にあった場合においては、「（注四）

カード使用許諾契約約款」に従い、速やかに必要な届出等を行わなくてはなりません。

なお、この届出等が受理される以前に、第三者により（注四）カードが使用された場合

においては、当該（注四）カードの使用に係る第十二条第一項に定める有料放送料金等

は、加入者の負担となります。 

 
 （故障及びメンテナンス等） 

第十一条 視聴障害があった場合においては、加入者は、受信装置による故障がないこと

を確認した後、速やかに当社又は当社の代理人若しくは当社の代理人が指定する者に通

知しなければなりません。この場合においては、当社及び当社の代理人は、速やかに発

信状況を調査し、当社又は当社の代理人の放送設備に何らかの異常があったときは、当

社又は当社の代理人の責任において必要な措置を講じるものとします。ただし、視聴障

害の原因が加入者又は加入者及び当社（当社の代理人を含みます。）以外の第三者の責

めに帰すべき事由による場合、当社及び当社の代理人は一切の責任を負いません。また、

視聴障害の原因が当社若しくは当社の代理人以外の者の行為又は受信装置に起因すると



 

きは、当社又は当社の代理人が故障原因の調査又は措置に要した費用は加入者の負担と

なります。 

２ 十二・五ギガヘルツ以下の電波を使用する衛星デジタル有料放送サービスについては、

他の無線通信業務に優先的に使用されている電波との干渉に起因する視聴障害が発生す

ることがあります。受託放送事業者により当該視聴障害が認められた場合においては、

受託放送事業者の責任においてアンテナの位置の変更、防護壁の設置等必要な措置を講

じるものとします。 

３ （注四）カードの機能不全により視聴障害が発生した場合においては、（注一）が定

めた「（注四）カード使用許諾契約約款」に基づき、（注一）の責任において正常なカ

ードと取替えがなされます。 

４ 当社は、施設の維持管理のため、衛星デジタル有料放送サービスの電波を一時的に停

止することがあります。この場合においては、当社又は当社の代理人は、原則として事

前にその旨を放送番組内、ＥＰＧ等によりお知らせします。 

    
第四章 料金 

 （料金及び支払） 

第十二条 加入者は、当社が総務大臣に届け出た料金（基本料及び視聴料（以下「有料放

送料金」といいます。）、加入料及び手数料（以下、有料放送料金と合わせて「有料放

送料金等」といいます。））を別表第五号に規定するところにより当社に支払わなけれ

ばなりません。 

２ 支払わなければならない有料放送料金等を原則として別表第五号に規定する支払日の

（注十一）日前までに、当社又は当社の代理人若しくは当社の代理人が指定する者は、

加入者に通知し、又は加入者が容易に知り得る状態に置くものとします。 

３ 支払われた有料放送料金等は、本約款に規定する場合を除き、払い戻しません。 

４ 当社が払戻しを行う場合においては、加入者は、当社が総務大臣に届け出た返金手数

料（複数契約について同時に返金を行う場合の各契約に係る返金手数料は、契約数で除

した額とします。以下同じ。）を支払わなければなりません。ただし、第十九条第二項

に基づく払戻しについては、返金手数料を請求しません。 

５ 当社は、総務大臣へ届け出て有料放送料金等を改定することがあります。この場合に

おいては、当社又は当社の代理人若しくは当社の代理人が指定する者は、加入者に対し

改定された料金を適用する一か月前までに改定された料金を通知するものとします。 

６ 前項の場合においては、加入者により既に支払われた有料放送料金（以下「前払い有

料放送料金」といいます。）と改定された料金との過不足は、改定料金適用日を含む月

に精算するものとします。ただし、料金値下げの場合であって、加入者から申出がない

ときは、前払い有料放送料金の余剰は、次回以降の有料放送料金の支払に充当します。 

７ 加入者の責に帰さない事由により、衛星デジタル有料放送サービスを月のうち半分以

上提供しなかった場合においては、当社は、当該衛星デジタル有料放送サービスに係る

当該月分の有料放送料金（他サービスの提供が継続している場合又は別契約がある場合

においては基本料を除きます。第十四条第三項において同じ。）を請求しません。ただ

し、ＰＰＶ、ＰＰＤ及びＰＰＳについては、当社が別途定めるものとします。 



 

８ 別表第一号（注十二）の規定にかかわらず、当社の放送番組以外の放送番組（以下｢他

の放送番組｣といいます。）とのパック・セットによる有料放送料金（以下「パック・セ

ット視聴料」といいます。）が加入者に適用される場合、パック・セットに係る他の放

送番組の一部の提供が停止又は廃止された場合であっても、当該パック・セット視聴料

の額は変更されないものとします。ただし、当社が別に定める場合はこの限りではあり

ません。 

９ 著しく大規模な天災、事変等により、加入者が衛星デジタル有料放送サービスを受け

ることが著しく困難であると認められる事態が生じた場合は、有料放送料金等の全部又

は一部を免除することがあります。 
 

 （延滞利息） 

第十三条 加入者が支払うべき有料放送料金等その他の債務に関し、支払期日を一か月を

超えても支 払わない場合においては、当社は、支払期日の翌日から起算して支払の日

の前日までの間について年（注十三）％の割合で計算した額を延滞利息として加入者に

対し請求できるものとします。 
 

 （一時提供休止） 

第十四条 加入者は、長期不在等により、衛星デジタル有料放送サービスの一時休止を希

望する場合においては、希望する休止開始月及び予定の休止解除月を（注十四）前まで

に当社又は当社の代理人若しくは当社の代理人が指定する者に申し出ることにより、衛

星デジタル有料放送サービスの一時休止を行うことができます。 

２ 加入者は、衛星デジタル有料放送サービスの一時休止の解除を希望する場合において

は、当社又は当社の代理人若しくは当社の代理人が指定する者に通知をしなければなり

ません。 

３ 当社は、一時提供休止期間に対応する有料放送料金については請求しません。有料放

送料金の課金は、前項の休止解除月より行うものとします。 

４ ＰＰＳに係る一時提供休止については、別表第六号に規定する方法に従って払戻しを

行うものとします。 

５ 一時提供休止期間は六か月以内とします。なお、一時提供休止にかかる期間が六か月

を超える場合においては、その時点をもって、自動的に有料放送契約は解除されるもの

とします。 
 

   第五章 禁止事項等 

 （禁止事項） 

第十五条 加入者は、次に掲げる行為を行ってはなりません。 

 一 （注四）カードの改造及び改ざん等「（注四）カード使用許諾契約約款」において

禁止されている行為並びに受信装置の改造及び改ざん並びに（注四）カードによらな

い衛星デジタル有料放送サービスの視聴 

 二 衛星デジタル有料放送サービスに係る著作権その他の知的財産権、その他当社の権

利を侵害し、又は利益を損なう行為 



 

 三 衛星デジタル有料放送サービスを用いた法令に違反する行為 

 四 加入者が、有料放送契約の申込みの際、契約締結に必要な事項として当社が求めた

事項の全部又は一部について、真実とは異なることを告げること 

２ 加入者が前項に違反して当社又は当社の代理人に損害を与えた場合においては、当社

又は当社の代理人は、加入者に対し損害の賠償を請求することがあります。 
 

 （免責事項） 

第十六条 当社及び当社の代理人は、次に掲げる場合については、損害賠償の責任を負い

ません。 

 一 天災、事変及び降雨減衰その他の気象に起因する視聴障害 

 二 当社又は当社の代理人の責に帰さない事由により生じた衛星デジタル有料放送サー

ビスの停止 

 三 加入者若しくは加入者及び当社（当社の代理人を含みます。）以外の第三者の行為

又は受信装置若しくは（注四）カードに起因する異常 
 

 （受託放送事業者の責任） 

第十七条 第十九条第二項第五号の事由により有料放送契約が終了した場合においては、

受託放送事業者は、加入者の損害を当社の放送を受信するために要した額を限度として

賠償します。 
 

   第六章 契約の解除等 

 （加入者が行う契約の解除等) 

第十八条 加入者は、有料放送契約を解除しようとする場合においては、（注十四）前ま

でに、当社又は当社の代理人若しくは当社の代理人が指定する者に通知しなければなり

ません。この場合において、当該通知に係る有料放送契約は（注十四）をもって解除さ

れるものとします。ただし、別表第七号に規定する場合においては、この限りではあり

ません。 

２ 前項ただし書の場合においては、加入者は、当社が総務大臣に届け出た解約手数料（複

数契約を同時に解除する場合の各解約手数料は、解約数で除した額とします。）を当社

が指定する期日までに指定する方法に従って支払わなければなりません。 

３ 第一項に基づき加入者が契約の解除を行った場合においては、当社は、別表第六号の

規定に基づき有料放送料金を払い戻します。ただし、他サービス又は別契約を締結して

いる場合においては、払い戻される有料放送料金は、それらの契約に係る有料放送の料

金の支払に充当されるものとしま す。 

４ 第一項に基づき加入者が有料放送契約を解除し、一年以内に再度当社と契約を締結す

る場合においては、加入料の支払は不要です。 

５ 有料放送契約を再度締結する時期が、第一項に基づく契約の解除後一年を超える場合

においては、当社は、当該契約を新たな有料放送契約として扱います。 
 

 （当社が行う契約の解除等） 



 

第十九条 当社は、加入者が本約款上支払うべき有料放送料金等の支払を怠った場合その

他本約款に違反した場合においては、相当の期間を定めた催告の上、加入者に対する衛

星デジタル有料放送サービスの提供を停止して有料放送契約を解除できるものとします。 

２ 次の各号の事由により衛星デジタル有料放送サービスの提供が不可能な事態が生じた

場合においては、有料放送契約は終了するものとします。 

 一 当社の委託放送業務の認定が取り消され、又は更新されなかった場合 

 二 受託放送事業者の無線局の免許が取り消され、又は再免許が拒否された場合 

 三 当社が衛星デジタル有料放送サービスを提供するために必要な放送設備又は視聴管

理設備に回復不能の損害が生じた場合 

 四 放送衛星局又はアップリンク局に回復不能の損害が生じた場合等当社と受託放送事

業者との間の受託放送契約が履行されない場合 

 五 第十一条第二項の視聴障害が回避できない場合 

 六 その他当社が衛星デジタル有料放送サービスを提供することが客観的に不可能な事

態が生じた場合 

３ 当社は、天災、事変等により、加入者が衛星デジタル有料放送サービスを受けること

が著しく困難であると認められる事態が生じた場合であって、かつ、当社が加入者の有

料放送契約に係る意思を確認することが困難であるときは、加入者に対する衛星デジタ

ル有料放送サービスを停止することがあります。また、かかる衛星デジタル有料放送サ

ービスの停止後、当社が定める期間を経過した場合であって、かつ当社が加入者の有料

放送契約に係る意思を確認することが困難であるときは、当該期間経過をもって、有料

放送契約は終了するものとします。 

４ 当社は、次に掲げる場合には、加入者に対する衛星デジタル有料放送サービスの提供

を停止して有料放送契約を解除できるものとします。 

 一 加入者が、当社の提供する衛星デジタル有料放送サービスを、業務等で不特定若し

くは多数の者が視聴できるように使用し、又は同時送信若しくは再分配で使用するこ

とを目的とする場合等の世帯視聴目的以外で使用する場合（当社と別の取り決めをし

ている場合を除きます。） 

 二 加入者が日本国外において、衛星デジタル有料放送を視聴している場合又はそのお

それがあると認められる場合 

 三 加入者が第十五条第一項に記載された禁止事項を行った場合又は行うおそれがある

と認められる場合 

５ 第一項に基づき契約を解除された者が再加入を希望する場合においては、解除された

原因を除去することが必要です。当社が、再加入を認めるときは、新たな有料放送契約

を締結するものとします。 

６ 第一項に基づき契約が解除された場合、又は第二項若しくは第三項に基づき契約が終

了した場合においては、当社は、別表第六号に基づき有料放送料金を払い戻します。ま

た、第四項に基づき契約が解除された場合においては、当社は、解除の月の有料放送料

金を請求し、既に支払われた有料放送料金がある場合には、これを払い戻しません。 
 

   第七章 加入者個人情報の取扱い 



 

 （加入者個人情報の取扱い) 

第二十条 当社は、保有する加入者個人情報については、個人情報の保護に関する法律（平

成十五年法律第五十七号）、個人情報の保護に関する基本方針（平成十六年四月二日閣

議決定）、及び放送受信者等の個人情報の保護に関する指針（平成十六年八月三十一日

総務省告示第六百九十六号。以下「指針」といいます。）に基づくほか、当社が指針第

二十八条に基づいて定める基本方針（以下「個人情報取扱規程」といいます。）及び本

約款の規定に基づいて適正に取り扱います。 

２ 当社の個人情報取扱規程には、当社が保有する加入者個人情報に関し、利用目的、加

入者個人情報により識別される特定の個人（以下「本人」といいます。）が当社に対し

て行う各種求めに関する手続、苦情処理の手続、その他取扱いに関し必要な事項を定め、

これを（注二十）公表します。 

３ 当社は、利用目的の達成に必要な範囲内において、加入者個人情報を取り扱うととも

に、保有する加入者個人情報を正確かつ最新の内容に保つよう努めます。 
 

 （加入者個人情報の利用目的等） 

第二十一条 当社は、次に掲げる目的で、加入者個人情報を取り扱います。なお、第五号

及び第十一号に規定する目的での利用については、当該目的での利用停止の求めを受け

たときは、利用停止に多額の費用を要する場合その他の利用停止を行うことが困難な場

合を除き、衛星デジタル有料放送 ービスの提供に支障がない範囲で遅滞なく利用を停

止します。 

 一 有料放送契約の締結及び継続に関すること 

 二 衛星デジタル有料放送サービスの提供に係る限定受信システムによる受信制御に関

すること 

 三 （注四）カードユーザー登録 

 四 有料放送料金等の請求及び収納 

 五 衛星デジタル有料放送サービスに関連する情報の提供（番組等に関するお知らせ、

放送内容に関連した情報提供、当社が提供する有料放送の役務の紹介、当社又は当社

の代理人が発行する番組情報紙誌（他の放送事業者が提供する有料放送役務に係る情

報が含まれることがあります。）の送付） 

 六 本人に対する通知、連絡 

 七 本人からの問い合わせ、苦情等に対する応対 

 八 衛星デジタル有料放送サービスの向上を目的とした視聴者調査 

 九 受信装置の設置及びアフターサービス 

 十 衛星デジタル有料放送サービスの視聴状況等に関する各種統計処理 

 十一 加入者に対する特典の提供 

 十二 衛星デジタル有料放送サービスの提供に関連しての第三者への提供（第三項に該

当する場合に限ります。） 

２ 当社は、次に掲げる場合を除き、あらかじめ本人の同意を得ないで、前項に規定する

利用目的を超えて、加入者個人情報を取り扱うことはありません。 

 一 法令に基づく場合 



 

 二 人の生命、身体又は財産の保護のために必要がある場合であって、本人の同意を得

ることが困難であるとき。 

 三 公衆衛生の向上又は児童の健全な育成の推進のために特に必要がある場合であって、

本人の同意を得ることが困難であるとき。 

 四 国の機関若しくは地方公共団体又はその委託を受けた者が法令の定める事務を遂行

することに対して協力する必要がある場合であって、本人の同意を得ることにより当

該事務の遂行に支障を及ぼすおそれがあるとき。 

３ 当社は、保有する加入者個人情報については、次に掲げる場合を除き、第三者に提供

することはありません（第三者への提供には、次条の規定により加入者個人情報を共同

利用する場合及び第二十三条の規定により加入者個人情報の取扱いを委託する場合は含

みません。）。ただし、前項各号に定める場合には、この限りではありません。 

 一 本人が書面等により同意した場合 

 二 本人の求めに応じて当該加入者個人情報の第三者への提供を停止することを条件と

して、以下の事項をあらかじめ本人に通知し、又は個人情報取扱規程に定めて本人が

容易に知り得る状態においたとき 

  ア 第三者への提供を利用目的とすること。 

  イ 第三者に提供される加入者個人情報の項目 

  ウ 第三者への提供の手段又は方法 

  エ 本人からの求めに応じて当該加入者個人情報の第三者への提供を停止すること。 

 三 当社又は当社の代理人若しくは当社の代理人が指定する者に対する加入申込みが行

われた際に、（注一）が行う（注四）カードユーザー登録に必要な限度で加入者個人

情報を（注一）に提供する場合（これらの加入者個人情報の変更が生じた場合に当社

又は当社の代理人若しくは当社の代理人が指定する者から（注一）へ連絡して登録情

報の修正を行う場合を含みます。）、並びに加入者から（注四）カードの紛失等の連

絡、交換依頼等を受けた際に、当社又は当社の代理人若しくは当社の代理人が指定す

る者が（注一）に対して必要な連絡を行う場合 

４ 当社は、前項の規定により加入者個人情報を第三者に提供する場合、当該第三者の範

囲について別表第八号に定めます。 

５ 当社は、本人から、当社が保有する加入者個人情報の利用目的の通知を求められたと

きは、本人に対し、遅滞なくこれを通知します。ただし、利用目的を本人が知り得る状

態においてあるとき、又は本人に通知することにより次の各号のいずれかに該当する場

合はこの限りではなく、利用目的を通知しない場合はその旨を本人に対して通知します。 

 一 本人又は第三者の生命、身体、財産その他の権利利益を害するおそれがある場合 

 二 当社の権利又は正当な利益を害するおそれがある場合 

 三 国の機関又は地方公共団体が法令の定める事務を遂行することに対して協力する必

要がある場合であって、当該事務の遂行に支障を及ぼすおそれがあるとき。 
 

 （加入者個人情報の共同利用） 

第二十二条 当社は、前条第一項第一号から第十一号までに定める目的で取り扱う加入者

個人情報（本項においては、有料放送契約時に加入者が告げた事項及び第五条第四項に



 

より加入者が通知した事項に限り、具体的な項目は個人情報取扱規程に定めます。）を、

その目的を達成するために当社の代理人が代理人として行う業務に必要な範囲内で、当

社の代理人と共同して利用します。 

２ 当社は、第五条第五項第二号から第七号までの規定に基づいて契約申込みを承諾しな

かった場合、又は第十九条第一項若しくは第四項の規定に基づく契約解除を行った場合、

当該不承諾又は解除事由に該当する事実及び当該加入者を特定するために必要な最低限

の加入者個人情報のうち個人情報取扱規程に定めるものを、他の放送事業者及び当社の

代理人と共同して利用します。この場合に いて、当該情報の利用目的は、第五条第五

項又は第十九条第一項若しくは第四項の要件に該当するか否かの判断に限ります。 

３ 共同して利用する加入者個人情報の管理の責任は、第一項の場合においては当社及び

当社の代理人が、並びに前項の場合においては、当社、当社の代理人及び他の放送事業

者が、自ら取り扱う情報についてそれぞれ負います。なお、管理の責任を負う者の氏名

又は名称は個人情報取扱規程に定めます。 

４ 前三項に定める場合のほかに、当社が保有する加入者個人情報を他の者と共同して利

用する場合は、共同して利用される加入者個人情報の項目、共同して利用する者の範囲、

利用する者の利用目的及び当該加入者個人情報の管理について責任を有する者の氏名又

は名称について、個人情報取扱規程に定めます。 

 

 （加入者個人情報の取扱いの委託） 

第二十三条 当社は、加入者個人情報の取扱いの全部又は一部を委託することがあります。 

２ 前項の委託をする場合は、加入者個人情報の漏えい、滅失又はき損の防止その他の加

入者個人情報の安全管理（以下「加入者個人情報の安全管理」といいます。）のために

適切な措置を講じること等を内容とする選定基準を定め、これに基づいて委託先を選定

します。 

３ 当社は、第一項の委託先との間で、加入者個人情報の安全管理のために講じる措置、

秘密の保持その他必要な事項を内容とする適切な契約を締結するとともに、委託先に対

する必要かつ適切な監督を行います。 

４ 前項の契約には、第一項の委託先が加入者個人情報の全部又は一部の取扱いを再委託

ｎする場合には、第二項及び第三項と同様の措置を講じる旨の内容を含めます。 
 

 （安全管理措置） 

第二十四条 当社は、加入者個人情報の安全管理のため、加入者個人情報に係る管理責任

ｎ者の設置、安全管理規程の作成、従業員に対する監督、取扱いの管理その他の指針第十

条から第十五条までに定める措置を講じます。 
 

 （本人による開示の求め） 

第二十五条 本人は、当社又は当社の代理人に対し、個人情報取扱規程に定める手続によ

り、当社が保有する、本人に係る加入者個人情報の開示（加入者個人情報が存在しない

ときにその旨を知らせることを含みます。以下同じ。）の求めを行うことができます。 

２ 当社又は当社の代理人は、前項の求めを受けたときは、遅滞なく文書により（本人が



 

他の方法を希望する場合を除きます。以下同じ。）当該情報を開示します。ただし、開

示することにより次の各号のいずれかに該当する場合には、その全部又は一部を開示し

ないことがあります。 

 一 本人又は第三者の生命、身体、財産その他の権利利益を害するおそれがある場合 

 二 当社又は当社の代理人の業務の適正な実施に著しい支障を及ぼすおそれがある場合 

 三 他の法令に違反することとなる場合 

３ 前二項の規定にかかわらず、当該加入者個人情報の存在が明らかになることにより公

益その他の利益が害されるものとして個人情報の保護に関する法律施行令（平成十五年

政令第五百七号）第三条各号に該当することになる場合、又は当該加入者個人情報が六

か月以内に消去されるものである場合には、当社は開示要求を拒否することができるも

のとします。 

４ 当社は、第二項ただし書及び前項の規定に基づき加入者個人情報の全部又は一部につ

いて開示しない場合は、本人に対し、遅滞なく、文書でその旨通知し、かつ、その理由

を説明するよう努めるものとします。 
 

 （本人による利用停止等の求め） 

第二十六条 本人は、当社が保有する自己の加入者個人情報の内容の正確性の確保や利用

の適正性を確保するために、個人情報取扱規程に定める手続により、当社又は当社の代

理人に対し、次に掲げる求めを行うことができます。 

 一 加入者個人情報の内容が事実ではないという理由による加入者個人情報の訂正、追

加又は削除 

 二 加入者個人情報が第二十一条第一項又は第二項の規定に違反して取り扱われている

という理由による加入者個人情報の利用の停止又は消去 

 三 加入者個人情報が第二十一条第三項の規定に違反して第三者に提供されているとい

う理由による加入者個人情報の第三者への提供の停止 

２ 当社は、前項の求めに理由があると認めたときには、遅滞なく、求めに応じた措置を

講じます。ただし、前条第二号又は第三号の場合において、求めに応じた措置を講じる

ことが、多額の費用を要する場合その他困難な場合であって、本人の権利利益を保護す

るために必要なこれに代わるべき措置をとるときは、この限りではありません。  

３ 当社又は当社の代理人は、前項により講じた措置の内容（措置を講じない場合はその

旨）を本人に対し遅滞なく文書により通知し、かつその理由を説明するよう努めるもの

とします。 
 

 （本人確認と代理人による求め） 

第二十七条 当社は、第二十一条第五項、第二十五条第一項又は第二十六条第一項の求め

を受けたときは、求めを行う者が本人又は次項の代理人であることの確認を、個人情報

取扱規程に求める手続により行います。 

２ 本人は、第二十一条第五項、第二十五条第一項又は第二十六条第一項の求めを、代理

人によって行うことができます。 
 



 

 （本人の求めに係る手数料） 

第二十八条 当社又は当社の代理人は、第二十一条第五項及び第二十五条第一項の求めを

受けた場合は、別表第九号に定める手数料を請求します。 

２ 前項の手数料は、当社から本人（この項においては加入者に限ります。）に対して通

知又は開示をした月の有料放送料金と合わせて収納することができるものとします。 

３ 前二項に定める場合のほか手数料に係る手続は、個人情報取扱規程に定めます。 
 

 （苦情処理） 

第二十九条 当社は、加入者個人情報の取扱いに関する苦情は、適切かつ迅速な処理に努

めます。 

２ 前項の苦情処理の手続は、個人情報取扱規程に規定します。  
 

 （本人が行う求め及び苦情等の受付窓口） 

第三十条 当社は、第二十一条第五項、第二十五条第一項又は第二十六条第一項に基づく

求め、前条に基づく苦情、その他加入者個人情報の取扱いに関する問い合わせについて

は、次の窓口において受け付けます。 

 （注二十二） 
 

 （保存期間） 

第三十一条 当社及び当社の代理人は、保有する加入者個人情報の保存期間を別表第十号

に定め、これを超えた加入者個人情報については、遅滞なく消去します。ただし、法令

の規定に基づき保存しなければならないときは、この限りではありません。 
 

 （加入者個人情報の漏えい等があった場合の措置） 

第三十二条 当社は、当社が取り扱う加入者個人情報の漏えいがあった場合には、本人の

連絡先が分からない場合等本人に連絡を取ることが困難な場合を除き、速やかに、その

事実関係を本人に通知するよう努めます。 

２ 当社は、当社が取り扱う加入者個人情報の漏えい、滅失又はき損があった場合には、

速やかにその事実関係及び再発防止対策につき可能な限り公表するよう努めます。 

３ 前二項の規定は、通知又は公表することにより、第二十五条第二項各号に該当する場

合には、この限りではありません。 
 

   第八章 その他 

 （当社の代理人等） 

第三十三条 当社は、有料放送契約上の権利の行使及び債務の履行に関し、（注二十三）

を継続的に当社の代理人として選任します。 

２ 有料放送契約の申込み、解除及び支払わなければならない有料放送料金等有料放送契

約に関する当社からの通知は、特段の記載のない限り当社の代理人又は当社の代理人が

指定する者が行うものとします。 

３ 当社又は当社の代理人が、加入者に衛星デジタル有料放送サービスを提供するために、



 

有料放送契約の申込みの取り次ぎ、料金請求等の業務を委託しているときにおいては、

当該業務委託先は、当社と加入者の特定取引（放送、通信等に係る取引であって、当社

が加入者の当該取引における利便を図ることが必要かつ適当と認めて指定する取引をい

います。）先の料金請求・収納業務及びこれに付随する業務を同時に行うことがありま

す。 
 

 （権利の譲渡） 

第三十四条 加入者は、有料放送契約上の権利、義務その他有料放送契約上の地位の全部

又は一部について譲渡、質入れ、賃貸その他の処分をすることはできません。 
 

 （契約上の地位の承継） 

第三十五条 相続により、加入者の有料放送契約上の地位は承継されるものとします。 

２ 加入者の有料放送契約上の地位を承継した者（以下「承継者」といいます。）は、速

やかに当社が指定する方法により承継の事実及び当社の指定する事項を当社又は当社の

代理人若しくは当社の代理人が指定する者に通知するとともに、当該有料放送契約が視

聴可能最低年齢を定めて提供される衛星デジタル有料放送サービスに係るものである場

合には、承継者が当該視聴可能最低年齢以上であることを証明する書類を提出しなけれ

ばなりません。 

３ 当社は、承継者が当該視聴可能最低年齢以上であることを証明する書類を提出しない

場合又は承継者が当該最低視聴年齢に満たない場合においては、当該有料放送契約に係

る衛星デジタル有料放送サービスを停止して有料放送契約を解除することがあります。 

４ 前項の規定に基づき契約が解除された場合においては、当社は、別表第六号に基づき

有料放送料金を払い戻します。 
 
別表第一号（第四条、第七条及び第十二条関係）（注二十六） 

衛星デジタル有料放送サービ

スの名称 

有料放送時間 全放送時間 

   

 
別表第二号（第七条関係）（注二十七） 

 当社が指定するＥＰＧ  

 
別表第三号（第八条関係）（注二十八） 

 個別の申込方法 

 
別表第四号（第九条関係）（注二十九） 

 視聴可能最低年齢を定めて提供される衛星デジタル有料放送サービスを視聴す

るための方法 

 
別表第五号（第十二条関係）（注三十） 



 

 支払方法及び支払日 

 
別表第六号（第十四条、第十八条、第十九条及び第三十五条関係）（注 三十一） 

 有料放送料金の払戻し 

 有料放送料金の払戻しは、次の計算式によります。なお、返金手数料を要する場

合においては、当社は、次の計算式による額から返金手数料を引いた額を払い戻し

ます。 

 

 

 

別表第七号（第十八条関係）（注三十二） 

 解約手数料を伴う場合 

 
別表第八号（第二十一条関係）（注三十三） 

 加入者個人情報を提供する第三者の範囲 

 
別表第九号（第二十八条関係）（注三十四） 

本人が行う求めの種別 手数料 

  

 
別表第十号（第三十一条関係）（注三十五） 

種類 保存期間 

  

 
注一 第三条第九号の用語の意味に記載の会社の略称を記載するものとする。 

 
注二 衛星デジタル有料放送サービスの限定受信システムの管理を行う会社の名

称を記載するものとする。 

 
注三 受信装置の技術的な基準を指定する者の氏名又は名称を記載するものとす

る。  
 

注四 第三条第九号の会社が貸与するカードの名称を記載するものとする。 

 
注五 第三条第六号から第八号まで、第五条第一項なお書き及び第五項第一号、

第八条、第九条、第十一条第二項、第十二条第七項ただし書及び第八項、第十四

条第四項、第十七条、第十八条第一項ただし書及び第二項、第十九条第二項第五

号、第三十五条第二項後段、第三項及び第四項、別表第三号並びに別表第四号に

ついては、当該 衛星デジタル有料放送サービスを行う事業者にのみ適用するも

のとする。 

 （一括払いの有料放送料金）×（一括払いに係る月数）－（既に視聴した月数） 

                                        （一括払いに係る月数） 



 

 
注六 第三条第十七号ついては、該当するサービスがない場合は適用しない。こ

の場合において、次のように読み替えるものとする。 

読み替える

規定等 

読み替えられる字句等 読み替える字句等 

第十二条第七

項 

他サービスの提供が継続している場合

又は別契約がある場合 

別契約がある場合 

第十八条第三

項 

他サービス又は別契約 別契約 

 
注七 第五条第三項「当社の定める方法」は、これに替えて具体的な通知方法を

記載しても差し支えない。 

 
注八 第十条第一項については、当社又は当社の代理人がカードを所有する場合

は、次のようにするものとする。 

 第十条 加入者は、受信装置及び（注四）カードを自己の責任で設置、維持、管

理し、これにより衛星デジタル有料放送サービスの提供を受けるものとし、当

社及び当社の代理人は、受信装置の瑕疵については一切責任を負いません。 

 
注九 放送衛星業務用の周波数を使用して行う放送については、第十一条第二項、第一七

条及び第十九条第二項第五号は適用しないものとする。 

 
注十 有料放送料金のうち基本料を設定しない場合においては、次のとおり読み替えるものとする。 

読み替える

規定等 

読み替えられる字句等 読み替える字句等 

第十二条第一

項 

基本料及び視聴料 視聴料 

第十二条第七

項 

（他サービスの提供が継続している場

合又は別契約がある場合においては基

本料を除きます。第十四条第三項にお

いて同じ。） 

（削除） 

 
注十一 支払わなければならない有料放送料金等を通知等する日を記載するもの

とする。 

 
注十二 別表第一号のうち、パック・セットについて規定がある部分を記載する

ものとする。 

 
注十三 年利三十％を超えない範囲で延滞利息の割合を記載するものとする。 

 



 

注十四 第十四条第一項については、休止をする日から一か月を超えない期間を、

第十八条第一項前段については、有料放送契約を解除する日から一か月を超えな

い期間を、第十八条第一項後段については契約が解除される時期をそれぞれ記載

するものとする。 

 
注十五 第十四条及び同条に係る別表第六号については、事業者の選択により適

用しないことができる。 

 
注十六 第十六条第三号のうち「若しくは（注四）カード」については、当社又

は当社の代理人がカードを所有する場合は、削除するものとする。 

注十七 第十八条第一項に関し、加入者が有料放送契約の解除を通知した月のうちに契

約を解除する場合は、同項の「（注十四）前までに、」は削除できるものとする。この

場合において、事業者の選択により、第十八条第五項の次に次の一項を挿入することが

できる。（（何）には三か月を超えない月数を記載するものとする。） 

 ６ 第一項に基づき加入者が有料放送契約の解除をしたとき、契約期間が（何）か月未

満であった場合は、（何）か月分の有料放送料金を支払わなければなりません。 

 
注十八 有料放送契約上前払い有料放送料金が生じることがない事業者については、第十

四条第四項、第十八条第三項及び第三十五条第四項は適用が無く、第十九条第六項は次

のようにするものとする。 

 ６ 第四項に基づき契約が解除された場合においては、当社は、解除の月の有料放送料

金を請求します。  

 
注十九 第十八条第四項及び第五項については、事業者の選択により適用しない

ことができる。この場合においては、同条第四項を次のようにするものとする。 

 ４ 第一項に基づき加入者が有料放送契約を解除し、再度当社と有料放送契約を

締結する場合においては、当社は、当該契約を新たな有料放送契約として扱い

ます。 

 
注二十 個人情報取扱規程を公表する場（ホームページのアドレス、掲示場所等）

を記載するものとする。 

 
注二十一 第二十八条及び別表第九号については、事業者の選択により適用しな

いことができる。 

 
注二十二 受付窓口の名称、郵便の送付先、連絡先（電話番号、ファックス番号、

電子メールアドレス等）を記載するものとする 

 
注二十三 当社の代理人の氏名又は名称を記載するものとする。ただし、当社の

代理人を選任しない事業者については、同条第一項は適用しない。この場合にお



 

いて、第三条第十六号及び第十八号並びに第二十二条第一項から第三項までは適

用されず、本約款中の「当社の代理人」は削除し、「当社の代理人が指定する者」

は「当社が指定する者」に改め、第十一条第一項及び第十六条第三号の「（当社

の代 理人を含みます。）」、第十二条第七項及び第十八条第三項の「又は別 契

約」並びに第二十一条第一項第五号の「（他の放送事業者が提供する有料放送役

務に係る情報が含まれることがあります。）」は削除するものとする。 

 
注二十四 第五条第一項、第三項及び第四項、第九条第三項、第十一条第一項、

第十二条第二項及び第五項、第十四条第一項及び第二項、第十八条第一項、第二

十一条第三項第三号、第三十三条第二項及び第三項並びに第三十五条第二項にお

いて、「当社の代理人が指定する者」は、事業者の選択により、「当社が指定す

る者」とし、又は削除することができるものとする。注二十三において読み替え

た場合においても、事業者の選択により削除できるものとする。 

 
注二十五 第三十三条第二項及び第三項については、事業者の選択により適用し

ないことができる。 

 
注二十六 衛星デジタル有料放送サービスの名称、有料放送時間及び全放送時間

を記載するものとする。 

 
注二十七 ＥＰＧの放送する者の氏名又は名称、周波数等を記載するものとする 

 
注二十八 個別の申込方法を記載するものとする。 

 
注二十九 視聴可能最低年齢を定めて提供される衛星デジタル有料放送サービス

を視聴するための方法を記載するものとする。 

 
注三十 有料放送料金等の支払い方法及び支払日を記載するものとする。 

 
注三十一 計算式については、事業者の選択により次のいずれかのようにするこ

とができる。 

 
注三十二 解約手数料を伴う解約がある場合には、当該解約に係る特例を記載す

る。  

 
注三十三 加入者個人情報を提供する第三者の範囲については、加入者個人情報

１（一括払いの有料放送料金）×（一括払いに係る放送番組）－（既に視聴した番組数） 

                                        （一括払いに係る番組数）

２（一括払いの有料放送料金）－（既に視聴した個々の放送番組の視聴料の合計） 



 

を提供する第三者の氏名、名称その他提供先を客観的に特定できる情報を記載す

るものとする。 

 
注三十四 開示その他求めの種別及び手数料を記載するものとする。 

 
注三十五 加入者個人情報の種類及びその保存期間を記載するものとする。 

 

注三十六 加入申込者が、人工衛星を用いたアナログ放送による有料放送の役務の提供を

現に受けていて、同じ放送事業者が提供する衛星デジタル有料放送サービスの提供を受

ける契約の申込みをする場合においては、事業者の選択により次の条項を追加すること

ができる。 

 第五条第五項の次に次の一項を追加 

  ６ 当社が提供する人工衛星を用いたアナログ放送による有料放送の役務の提供を受

ける契約（以下「アナログ有料放送契約」といいます。）を締結している者は、当

社が別に定める方法で当社又は当社の代理人若しくは当社の代理人が指定する者に

申込みを行うことにより、有料放送契約へ移行することができます。この場合にお

いて、加入料の支払いは不要です。また、移行前のアナログ有料放送契約に基づく

前払い金がある場合は、有料放送契約の有料放送料金に充当するものとします。 

 第十八条第五項の次に次の一項を追加 

  ６ 第五条第六項による契約移行の際にアナログ有料放送契約に基づく前払い金があ

る場合で、第一項に基づく解除を行った場合においては、当社は、別表第六号の規

定に基づき有料放送料金を払い戻します。 

 
注三十七 第三条十一号により定義される、受信機に挿入されることにより受信

機を制御するＩＣを組み込んだカードに係る規定については、当該カードの使用

許諾契約約款が整備されていないため本約款の規定を適用できない場合は、平成

十七年九月三十日までの間、関連する条項は、次表のとおり読み替え、削除又は

追加を行うものとする。 

  また、放送事業者が自ら衛星デジタル有料放送サービスの限定受信システムの

管理を行う場合においては、事業者の選択により次表のとおり読み替え、削除又

は追加を行うものとする。 

  読み替えに当たり、注一から注三十六までによる選択、記載、追加又は削除を

適宜適用するものとする。 

読み替え

る規定等 

読み替えられる字句等 読み替える字句等 

九 （注一）      第三条第

九号   衛星デジタル有料放送サービス

の限定受信システムの管理を行

う会社。（注二）の略。 

（削除） 



 

第四条第

一項  
（注四）カード一枚ごととし、 （削除） 

第十条第

一項  

 

加入者は、受信装置及び（注四

）カードを自己の責任で設置、

維持、管理し、これにより衛星

デジタル有料放送サービスの提

供を受けるものとし、当社及び

当社の代理人は、受信装置及び

（注四）カードの瑕疵について

は一切責任を負いません。 

加入者は、受信装置及び（注四

）カードを自己の責任で設置、

維持、管理し、これにより衛星

デジタル有料放送サービスの提

供を受けるものとし、当社及び

当社の代理人は、受信装置の瑕

疵については一切責任を負いま

せん。 

第十条第二

項 

 

２ 加入者が衛星デジタル有料

放送サービスの提供を受ける

に当たって使用する（注四）

カードの所有権は、（注一）

に帰属するものであり、また

、（注一）が定めた「（注四

）カード使用許諾契約約款」

に同意した加入申込者のみが

有料放送契約を締結できるも

のとします。（注四）カード

の貸与、紛失、再発行及び返

却についても「（注四）カー

ド使用許諾契約約款」の適用

を受けます。 

（削除） 

第十条第三

項 

 

３ 加入者は、（注四）カード

を紛失し、又は盗難にあった

場合においては、「（注四）

カード使用許諾契約約款」に

従い、速やかに必要な届出等

を行わなくてはなりません。

なお、この届出等が受理され

る以前に、第三者により（注

四）カードが使用された場合

においては、当該（注四）カ

ードの使用に係る第十二条第

一項に定める有料放送料金等

は、加入者の負担となります

。 

（削除） 

第十一条

第三項  

３ （注四）カードの機能不全

により視聴障害が発生した場

３ 加入者に貸与された（注四

）カードの機能不全により視



 

第三項  

 

 

 

 

 

 

により視聴障害が発生した場

合においては、（注一）が定

めた「（注四）カード使用許

諾契約約款」に基づき、（注

一）の責任において正常なカ

ードと取替えがなされます。

 

 

 

）カードの機能不全により視

聴 障害が発生した場合にお

いては、当社は、正常な（注

四）カードとお取り替えしま

す。ただし、異常が加入者の

行為又は受信装置に起因する

 ときは、当社又は当社の代理

人が故障原因の調査又は措置

に要した費用は、加入者の負

担となります。 

第十五条

第一項第

一号 

 

 

 

一 （注四）カードの改造及び

改ざん等「（注四）カード使

用許諾契約約款」において禁

止されている行為並びに受信

装置の改造及び改ざん並びに

（注四）カードによらない衛

星デジタル有料放送サービス

の視聴 

一 （注四）カード及び受信装

置の改造及び改ざん並びに（

注四）カードによらない衛星

デジタル有料放送サービスの

視聴 

第十六条第

三号 

 

三 加入者若しくは加入者及び

当社（当社の代理人を含みま

す。）以外の第三者の行為又

は受信装置若しくは（注四）

カードに起因する異常 

三 加入者若しくは加入者及び

当社（当社の代理人を含みま

す。）以外の第三者の行為又

は受信装置に起因する異常 

第二十一

条第三項

第三号 

  

三 当社又は当社の代理人若し

くは当社の代理人が指定する

者に対する加入申込みが行わ

れた際に、（注一）が行う（

注四）カードユーザー登録に

必要な限度で加入者個人情報

を（注一）に提供する場合（

これらの加入者個人情報 の

変更が生じた場合に当社又は

当社の代理人若しくは当社の

代理人が指定する者から（注

一）へ連絡して登録情報の修

正を行う場合を含みます。）

、並びに加入者から（注四）

カードの紛失等の連絡、交換

依頼等を受けた際に、当社又

は当社の代理人若しくは当社

（削除）  



 

の代理人が指定する者が（注

一）に対して必要な連絡を行

う場合 

第十条の

次に、次の

四条を追

加   

  （（注四）カードの貸与） 

第十一条 当社は、（注四）カ

ード一枚を、当社の代理人を

通じて貸与します。ただし、

他サービス又は別契約の締結

により、既に加入者が（注四

）カードを使用している場合

においては、当社は、新たに

（注四）カードを貸与しませ

ん。 

２ （注四）カードの所有権は

当社の代理人に帰属しますの

で、 加入者は、契約が終了

するまで善良な管理者の注意

をもって（注四）カードを管

理しなければなりません。な

お、（注四）カードは、当社

又は当社の代理人の判断によ

りお取り替えすることがあり

ます。 

３ 加入者は、（注四）カード

の貸与、譲渡、質入れその他

の処分をすることはできませ

ん。 

 （（注四）カードの紛失等）

第十二条 加入者は、（注四）

カードを紛失し又は盗難にあ

った場合においては、当社又

は当社の代理人若しくは当社

の代理人が指定する者にその

旨を速やかに届け出なければ

なりません。 

２ 当社又は当社の代理人若し

くは当社の代理人が指定する

者は、届出を受理した場合に

おいては、速やかに当該（注

四）カードを無効とします。



 

ただし、届出が受理される以

前に、第三者により（注四）

カードが使用された場合にお

いては、当該（注四）カード

の使用に係る第十六条第一項

に定める有料放送料金等は、

加入者の負担となります。 

 （（注四）カードの再発行）

第十三条 当社は、（注四）カ

ードを再発行することを適当

と認めた場合に限り、当社の

代理人を通じてその再発行を

行うものとします。この場合

においては、加入者は、当社

が総務大臣に届け出た（注四

）カード再発行手数料を支払

わなければなりません。 

 （（注四）カードの返却） 

第十四条 加入者は、有料放送

契約を終了する場合において

は、当社の代理人の請求に従

い、当社の代理人に対し（注

四）カードを返却しなければ

なりません。ただし、他サー

ビス又は別契約を締結してい

る場合においては、この限り

ではありません。 

 
注三十八 注による選択、追加又は削除を行った場合は、条項番号は一連の数字

とすること。 

 
 
 



■日本経団連規制改革要望（平成１５年１０月２１日） （抄） 

 １０．情報・通信分野 
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■規制改革・民間開放推進３カ年計画（平成１６年３月１９日閣議決定） （抄） 

 

 Ⅱ 重点計画事項 
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東経１１０度ＣＳの左旋円偏波の放送

利用に関する関係者の意見について 

１． 宇宙通信株式会社からの提出意見 

２． ジェイサット株式会社からの提出意見 

３． 社団法人電波産業会からの提出意見 

４． 社団法人電子情報技術産業協会からの提出意見 

５． 社団法人日本民間放送連盟からの提出意見 

６． 社団法人衛星放送協会からの提出意見 

７． 社団法人日本ケーブルテレビ連盟からの提出意見 

８． 日本放送協会からの提出意見 
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１．宇宙通信株式会社からの提出意見 
 
 
 
 
 

東経 110 度 CS への電気通信役務利用放送法の適用の件 
 

頭書の件につきまして、下記の通り当社の意見を申し上げます。 
 

記 
 
当社は、電気通信役務利用放送法（平成 13 年法律第 85 号）の制定以来、｢電気通信役務利用

放送の受信者の利益を保護するとともに、電気通信役務利用放送法の健全な発展を図り、もって

公共の福祉の増進に資する｣という同法の立法主旨及び周波数の有効利用という観点から、出来

るだけ早期の東経 110 度 CS への電気通信役務利用放送法の適用を要望してまいりました。 
本件の実現にあたっては、あくまで受信者の利益保護が最優先されるべきであり、まずは左旋

偏波のトランスポンダ（放送用周波数使用計画で指定されていないトランスポンダ）に関する受

信環境の整備が欠かせないと考えております。 
 この受信環境の整備については、行政の方針決定はもちろんのこと実際に放送を行う放送事業

者様や受信機メーカー様のご意向が非常に重要な要素と考えており、当社が関係各位よりお話を

伺ったところによりますと現時点ではその環境は整っていない状況にあると思われますので、現

時点で早急に東経110度CSへの電気通信役務利用放送法の適用を要望するものではありません。 
当社と致しましては、周辺環境の整備状況を勘案し、これが整ったと思われる状況に至った場

合には、その時点で東経 110 度 CS（左旋偏波トランスポンダ）への電気通信役務利用放送法適

用を改めてご要望させて頂く所存です。 
 

以上 
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２．ジェイサット株式会社からの提出意見 
 

 

 

 

「東経 110 度 CS の左旋円偏波の放送利用の是非その他利用の在り方」に関し、下記

の通り意見を提出致します。 

 

 

記 

 

１．基本認識について 

 

・地上波デジタル放送、BS デジタル放送及び 110 度 CS 放送用３波共用受信機が普及

しつつあります。 これにより、視聴者は準基幹放送である BS デジタル放送と 110

度 CS 放送を同一受信機で受信できる環境となりました。 

 

・BS 放送のデジタル化に関する検討会報告では、BS アナログ放送終了後の 

第５・７・１１チャンネル、第１７・１９・２１・２３チャンネルの利用について

は、「新しい技術の進展動向、需要の実態動向、その他の動きを見た上で、受信機・

受信システムの円滑な対応のための準備期間及び BSAT-2a の後継機の調達スケジュ

ールを考慮し、遅くとも平成 19 年（2007 年）頃までにはチャンネルの在り方につ

いて方針を決定することが適当である。」となっています。 

 

・“スカイパーフェク TV！110“の視聴者は、平成 16 年 3 月末現在で総登録者数が約

123 千人であり、高精細度テレビジョン放送の推進等の更なる普及促進策が不可欠

であると考えます。 

 

２．東経 110 度 CS の左旋円偏波の放送利用の是非について 

 

中長期的な東経 110 度 CS 放送の普及推進方針を、高精細度テレビジョン放送を軸に

普及推進を図るべきという前提を置く場合において、高精細度テレビジョン放送の用

に供する中継器が不足するならば、左旋円偏波を利用することに異存はありません。 

しかしながら、本件については、①視聴者が準基幹放送であるＢＳデジタル放送と 110

度 CS 放送を同一受信機で受信できる環境であること、②平成 19 年（2007 年）頃まで

に決定されることが適当とされているBS放送のチャンネルの在り方についての方針、

③下記の課題、等を踏まえて慎重に検討すべきであります。まずは、将来の左旋利用

に向けて、各課題への対応の検討を開始すべきであり、現時点においては是非を判断

する段階にはないと考えます。 
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課題 

- BS／CS テレビジョン放送普及の見通し 

- 周波数帯域の計画的利用の観点（高精細度テレビジョン放送化の流れを阻害しな

い等） 

- 既存放送事業者の意向 

- BS／CS 追加チャンネルに関する視聴者側の視点（使い勝手等） 

- 新しい技術の進展動向（動画像符号化方式等） 

- 集合住宅等の受信システム規格 

- 上記課題を解決するための準備期間 

 

３．利用の在り方について 

 

前項の課題を慎重に検討し、一定の準備期間を経た後、東経 110 度 CS の左旋円偏波

の放送利用の是非を最終判断すべきであると考えます。 

将来、結果として是であるという結論が得られたならば、受委託制度による放送とす

べきか、役務放送制度による放送にすべきかを、そのときの放送環境等に照らし合わ

せて、その利用の在り方について最適な選択を行うべきであると考えます。 

以上  
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３．社団法人電波産業会からの提出意見 

 

 
 

東経 110 度 CS の左旋円偏波の放送利用の是非等に関する意見について（回答） 
 
 
 ご依頼内容（意見項目） 

・ 東経 110 度 CS の左旋円偏波の放送利用の是非その他利用の在り方 

・ 上記に関する要望 

・ その他（関連する事項についてご意見があれば） 

 

 提出にあたっての電波産業会のスタンス 

 電波産業会は、正会員 279 会員と賛助会員 4 会員で構成される社団法人注)であり、 

今回の意見提出にあたり電波産業会として全会員会社に意見を求めて資料をまとめるには

時間的に制約がありました。このため、標準化活動に参加している一部の専門家と事務局

が民間標準化機関としての“標準化の観点”からの状況説明資料を作成しましたので、提

出させていただきます。 

 

 回答 

 

１ 放送利用に関する標準化の現状と将来方向 

 電波産業会では、デジタル放送サービスにおける送信装置から受信装置までの技術方式

に関して標準化を行っており、東経 110 度 CS の左旋円偏波の放送利用に関連する記述が含

まれている標準規格としては以下の２つがあります。 

 

(1) 衛星デジタル放送の伝送方式標準規格 ARIB STD-B20 

 衛星デジタル放送の伝送方式の標準規格として、平成 10 年 11 月 6 日に策定し、3.0

版（平成 13 年 5 月 31 日改定）まで規格改定を重ねてきました。 

 本標準規格では、広帯域 CS（34.5MHz 帯域幅を使用するもの）の伝送方式を規定して

おり、右旋円偏波と左右旋円偏波とを区別せずに規定しているため、左旋円偏波の放送

利用についても現在運用中の右旋円偏波の放送利用と同一の伝送方式で運用が可能とな

っております。 

(2) デジタル放送用受信装置標準規格（望ましい仕様） ARIB STD-B21 

 衛星デジタル放送のデジタル放送用受信装置の標準規格は、望ましい仕様として、平

成 11 年 10 月 26 日に策定し、4.2 版（平成 15 年 10 月 16 日改定）まで規格改定を重ね

てきました。 

 本標準規格では、本文第 4 章「衛星デジタル放送受信装置各部の定格及び仕様」に、

衛星アンテナ、コンバータ、及び DIRD（受信機）の仕様の IF 入力の項にて広帯域 CS に

関して規定した箇所があります。特にコンバータについては、アンテナと DIRD が一対向

の場合の、アンテナの偏波切り替えに必要な信号について規定しています。また、CS の

周波数に関連する項目の一部には“CS 左旋の一条方式については付属参照”と記述して

います。（添付資料 1 参照） 
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 本文ではないものの、付属-6「広帯域 CS デジタル放送受信アンテナシステムと留意点」

に、アンテナと DIRD が一対向の場合と、アンテナが 1 つで DIRD が複数の場合（家庭内

で複数の DIRD が使用される場合または共同受信システムのような場合）について記述し

ています。特に後者の場合については、2 条伝送方式と 1 条伝送方式（3 方式）について

の検討結果を記述していますが、“当面広帯域 CS 左旋の実用化が明確でないこと、DIRD

の IF 入力が低くて良いこと、ダウンコンバーターが廉価であると予測されることから、

Ｃ方式を推奨できるとの結論になった。”と、あくまで推奨という表現に留めた記述とな

っています。（添付資料 2 参照） 

 従って、本標準規格では、アンテナと DIRD が一対向の場合における CS 左旋円偏波の

受信については規定しているものの、アンテナが 1 つで DIRD が複数の場合における 1 条

／2 条伝送方式に関する仕様については規定していませんので、別途規格化が必要とな

る可能性があると考えます。 

 

 上述した 2 つの標準規格における広帯域 CS 左旋に関する規定追加については、広帯域

CS 左旋の実用化が明確になった時点で、会員の意向に従うべきものと考えます。 

 

 

２ 通信利用に関する標準化の現状と将来方向 

 東経 110 度 CS の通信利用に関する電波産業会での標準化については、その必要性につい

ての議論が必要と考えます。現時点では、他の衛星通信と同様に、電波産業会での標準化

には馴染まないと考えており、今後会員からの標準化の意向が無い限り標準化を行う予定

はありません。 

以上 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

                                                  
注) 電波産業会は、現在、電気通信事業関係 15 会員、放送事業関係 26 会員、無線機器関連研究･

開発･製造等事業関係 185 会員、卸売り業･銀行･電気ガス･サービス等事業及び公益法人･団体 53

会員、及び賛助会員 4 会員で構成される。 



ARIB STD-B21 

 195

 
 

第４章 衛星デジタル放送受信装置各部の定格及び仕様 
 
 本章記載中、【BS】は BS デジタル放送のみの受信装置、【BS・CS】は、BS・広帯域 CS デジタ

ル放送共用受信装置の場合の定格及び仕様を示す。  
 
4.1 衛星受信アンテナ 

表 4-1 
   項  目           定  格 
受信周波数範囲 【BS】11.71023～12.16669GHz 

【BS・CS】11.71023～12.74825GHz 
受信偏波 【BS】右旋円偏波 

【BS・CS】右旋／左旋円偏波 
アンテナ口径 所要アンテナ口径は受信条件により異なるため、定格口径は規

定しない。 
出力構造 コンバータとの一体型では適用しない。 

ただしコンバータと一体にしない場合は、WRJ-120 型導波管、 
BRJ-120 フランジ、防水型とする。 

 
4.2 コンバータ 

表 4-2 
   項  目           定  格 
入力構造 受信アンテナとの一体型には適用しない。 

ただし受信アンテナと一体にしない場合は、WRJ-120 型導波

管、BRJ-120 フランジ、防水用パッキング付とする。 
入力信号レベル範囲 １チャンネル当たり：BS 帯域： －90～－70dBm 

         ：CS 帯域： －94～－70dBm 
総合利得 BS 帯域：52dB±4dB 

CS 帯域：52dB±6dB 
中間周波数 BS 帯域：1032.23～1488.69MHz 

CS 帯域：1575.75～2070.25MHz（※CS 左旋の一条方式につ

いては付属参照） 
第１局部周波数 10.678GHz（※CS 左旋の一条方式については付属参照） 
出力インピーダンス 75Ω 
出力構造 高周波同軸 C15 形コネクタ相当の防水型レセプタクル 
電源 【BS】DC＋15V ＋10％ －12％ 4W 以下 

【BS・CS】右旋円偏波 DC13.5～16.5V（15V）4W 以下 
 左旋円偏波 DC9.5～12.0V（11V）3W 以下 

 
 

添付資料１ 
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4.3 接続ケーブル 
表 4-3 

  項  目             定  格 
種類 S－4CFB 相当以上 
ケーブルの長さ 最長 30m を想定 

広帯域化に伴いケーブルなどで生じるロスについては、コンバータ

と DIRD の間にブースタをいれることにより補償する。 
接続コネクタ コンバータ側 ：高周波同軸 C15 形防水プラグ 

DIRD 側  ：F 形プラグ 
 
 
4.4 DIRD の仕様 
 DIRD は下記仕様を満たさねばならない。 

 
4.4.1 IF 入力 
 ・入力端子構造 ：高周波同軸 C15 形コネクタ相当のレセプタクル 
 ・インピーダンス ：75Ω 
 ・受信周波数 ：【BS】1032～1489MHz 
   【BS・CS】1032～2071MHz 
 ・入力信号レベル  ：－61dBm～－28dBm 
 
4.4.2 中間周波数 
 ・中間周波数 ：402.78MHz、479.5MHz のいずれか、またはダイレクトコンバージョ

ンとする。ただし、地上テレビジョン UHF 放送の周波数にあたるこ

とから、直接波妨害への配慮が必要である。 
 
4.4.3 中間周波数帯域幅 
・占有帯域幅 34.5MHz に適合すること。 

 
4.4.4 第 2 局部発振周波数 
 ・受信周波数の上側 
 
4.4.5 フロントエンド信号処理 
 ・チャンネル選択 ：チャンネル選択制御信号により、IF の中からチャンネル選択を行う。 
 ・復調 ：変調波から復調を行う。クロック再生、クロック分配、同期捕捉によ

りスーパーフレーム、フレーム、パケットなど必要なタイミングを生

成する。キャリア同期のためのバースト信号を除去する。 
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 ・波形成形 ：ロールオフ率 0.35、レーズドコサイン特性で送受ルート配分とする。

送信側で x/sin(x)のアパーチャ補正が行われていることとする。 
 ・誤り訂正内符号 ：トレリス／ビタビ復号を行う。 
 ・ＴＭＣＣ復号 ：復号信号から TMCC 部を取り出し、復号する。 
 ・フレーム再構成 ：復号信号からフレーム構造を再構成する。 
 ・エネルギー逆拡散 ：M 系列 15 次 PN 信号の逆拡散を行う。 
 ・誤り訂正外符号 ：短縮化リードソロモン（204,188）の復号を行う。 
  ※位相基準バースト信号での情報伝送については、ARIB STD B-20 では「可能であるが、詳

細は将来の課題とされている。」と規定されている。IRD の設計・製造に当たっては、この

規定を考慮すること。将来情報伝送が行われても、IRD がデコードする必要はない。 
 
4.4.6 トランスポート処理 
 フレーム構成された TS パケットストリーム（48 スロット分）から、TS 選択信号により選択さ

れた TS パケットを選択し、出力する。 
 DIRD は ISO/IEC13818-1 で規定されるセクション形式データのうち、下記 3 つの形式に対応す

るセクションフィルタリング機能を有することを必須とする。 
(1) セクションが 1 TS パケットで構成される場合 

 (2) 複数セクションが 1 TS パケットで構成される場合 
  （但し 1 TS パケットに含まれるセクションの最大個数は 10） 
 (3) 1 セクションが複数 TS パケットにまたがって構成されている場合 
 
4.4.7 コンディショナルアクセス  
第 10 章に記述。 

 
4.4.8 メモリ 
4.4.8.1 データ放送コンテンツ用メモリ 
データ放送のコンテンツ用メモリとして、2M バイト以上の揮発性メモリを持つこと。 

 
4.4.8.2 DIRD プログラム格納用メモリ 
 プログラムコード格納用不揮発性メモリを持つこと。 
 
4.4.8.3 全受信装置共通データ格納用メモリ 
 受信装置共通データの不揮発性メモリ領域としてジャンル表、番組特性表、予約語等の格納領域

として BS 用受信装置は 10K バイト、BS・広帯域 CS 共用受信装置は 30K バイト、地上・BS・広

帯域 CS 共用受信装置は 40K バイトを確保すること。なお、各種共用受信装置では、全ての伝送メ
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ディアで共通に運用されるジャンルコード表及び予約語表等のメモリに関しては共用しても良い。

更に、ロゴデータを格納するデータ領域を確保すること。ロゴデータについては 6 種類のロゴタイ

プのうち、どれを格納するかは受信装置の実装に依存する。ロゴタイプ別の所要メモリ容量を表 4-4
に示す。 

 

表 4-4 ロゴデータのサイズ 

(BS、広帯域 CS それぞれ ロゴ 300 種、サービス数 1000) 

HD ラージ （1/2 圧縮） 354KB 
HD スモール （3/4 圧縮） 300KB 
SD4:3 ラージ （1/2 圧縮） 397KB 
SD4:3 スモール （3/4 圧縮） 267KB 
SD16:9 ラージ （1/2 圧縮） 300KB 
SD16:9 スモール （3/4 圧縮） 202KB 

 
4.4.9 映像復号処理及び出力 
 第 6 章に記述。 
 
4.4.10 音声復号処理及び出力 
 第 6 章に記述。 
 
4.4.11 基本データデコーダ 

第 7 章に記述。 
 
4.4.12 EPG 機能 
第 8 章に記述。 

 
4.4.13 高速デジタルインタフェース 

第 9 章に記述。 
 
4.4.14 CA モジュールインタフェース 
第 10 章に記述。 

 
4.4.15 外部インタフェース 
 (1) IF 入力 
   IF 入力端子を 1 系統設けること。 
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 (2) IC カードスロット 
   第 10 章に記述。 
 (3) 双方向通信機能 
   第 11 章に記述 
 (4) 高速デジタルインターフェース 
   高速デジタルインタフェースを 1 つ設けること。 
 (5) 映像出力（受信装置・受像機一体型を除く） 
  第 6 章に記述。 

 (6) 音声出力（受信装置・受像機一体型を除く） 
   第 6 章に記述。 
 
4.4.16 リモコン及びチャンネルアクセス 

リモコンの形状、キー、チャンネルアクセス方法等については規定しない。ただし、基本機能（電

源／チャンネルアクセス／システム設定等）のキーについては、できる限り共通化し、ユーザの便

宜を図ることが望ましい。 
 
 (1) 必要なボタン 
  デジタル放送サービスを享受するためには下記のボタンを最低限備えることが望ましい。 
  ・電源ボタン（フル電源オンと待機状態とを切り換えるボタン） 

   ・テンキー、EPG キー、決定キー、チャンネルのアップ・ダウンキー、メニューキー 
   ・「上移動」「下移動」「右移動」「左移動」（ジョイスティック等でも可） 
  BS・CS 共用受信装置の場合には、上記に加え下記ボタンを備えることが望ましい。 

   ・ネットワーク切替ボタン 
 
 (2) チャンネルアクセス 
   チャンネルアクセス方法は規定せずに商品企画に任せる。ただし、サービス id 及びチャンネ

ル呼称・ロゴは事業者により指定される。このサービス id の数字入力によりチャンネルアクセ

スするか、テンキー、チャンネル呼称キーによりチャンネルアクセスするか等の方法も商品企

画に任せる。 
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付属－６ 広帯域 CS デジタル放送受信アンテナシステムと留意点 

 
BS・広帯域 CS デジタル放送共用受信のアンテナシステムとしては、アンテナと DIRD が一対向

の場合と、アンテナが１つで DIRD が複数の場合とがあり、それぞれ次のようなシステムとなる。 
(1) アンテナと DIRD が一対向の場合（IF 上限周波数 2071MHz） 

DIRD からの偏波切り替え信号により動作する。DIRD への中間周波数は下の右の図のように

なる。最も基本的なシステムである。 

 
(2) アンテナが１つで DIRD が複数の場合 

家庭内で複数の DIRD が使用される場合または共同受信システムのような場合は、次のような

色々なシステムが考えられる。 
①２条伝送方式（IF 上限周波数 2071MHz） 

BSと広帯域CSの右旋を１条のケーブルで広帯域CSの左旋を１条のケーブルでと２条のケ

ーブルを使用する方式。各 DIRD は２条のケーブルの入力を有するか、アンテナ切替器を併

用して、ケーブルを切り替えることとなる。 

 
 
 

ＩＲＤ

重畳電源

右旋円偏波：DC15V

左旋円偏波：DC11V

Lo=10.678GHz

切り替え１
（右旋偏波信号）

BS CS-R

1032 1489 1595 2071

1575 2051

(MHz)

切り替え２
（左旋偏波信号）

CS-L

ＩＲＤ１

Lo=10.678GHz

ＩＲＤ２

R

L

ケーブルＢ
ＣＳ－Ｌ

ケーブルＡ
ＢＳ＋ＣＳ－Ｒ

BS CS-R

1032 1489 1595 2071

1575 2051

(MHz)

CS-L

ケーブルＡ

ケーブルＢ

添付資料２ 
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②１条伝送方式Ａ（IF 上限周波数 2071MHz） 
いずれかの DIRD の選択に基づき、ケーブルには右旋か左旋のいずれかが伝送される方式。

他の DIRD は異なる偏波のチャンネルが選択できないこととなる。 
 

 
③１条伝送方式 B（IF 上限周波数 2600MHz） 
アンテナのコンバータ部で左旋を異なった局発周波数でコンバートし、下右図のように周波

数的に並べて１条で伝送する方式。DIRD 入力の IF 周波数帯が高くなる欠点がある。 

 
 
  ④１条伝送方式 C（IF 上限周波数 2071MHz） 

前B方式と同様に周波数帯に並べて伝送するが、各DIRDの直前にダウンコンバータを設け、

そのコンバータ部で DIRD からの偏波切り替え信号により DIRD 入力信号を選択する方式。

ダウンコンバータが必要とはなるが、DIRD の入力 IF 周波数の上限は低くて良いと言う利点

がある。 
また、下図で衛星アンテナの局発周波数（10.678GHz）を共用化し、アンテナ出力をブロッ

クコンバータ（アップコンバータ）に接続する方式もある。 

ＩＲＤ１

重畳電源

右旋円偏波：DC15V

左旋円偏波：DC11V
Lo=10.678GHz

ＩＲＤ２

ＩＲＤ１

Lo1=10.678GHz

ＩＲＤ２

Lo2=10.132GHz

R

L
BS CS-R CS-L

1032 1489 1595 2071 2121 2597 (MHz)

切り替え１
（CS右旋偏波信号）

BS CS-R

1032 1489 1595 2071

1575 2051

(MHz)

切り替え２
（CS左旋偏波信号）

CS-LBS

1032 1489
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これらの方式を検討したが、当面広帯域 CS 左旋の実用化が明確でないこと、DIRD の IF 入力が

低くて良いこと、ダウンコンバーターが廉価であると予想されることから、C 方式を推奨できると

の結論になった。 
 
また、(2)全体にわたって次の留意点がある。BS・広帯域 CS デジタル放送の受信システムでは、

BS・CS（右旋）、CS（左旋）別々のコンバータを使用し合成してケーブル伝送することも考えら

れる。第５章ではコンバータ出力の総合利得偏差を BS 帯域内では±4dB、CS 帯域内では±6dB と

しているが、これらの最悪値を考えると、BS／広帯域 CS 全体では 10dB の偏差を生じることにな

り、第１４章に定める「コンバータ出力の受信帯域内利得偏差は BS／広帯域 CS 受信帯域内では

6dB(p-p)」の範囲から逸脱することが考えられる。特に個別コンバータの使用、ケーブルによる周

波数特性の影響が考えられる場合は、DIRD の入力で BS／広帯域 CS 帯域全体で 6dB(p-p)に入る

よう留意する必要がある。 

 

 

ＩＲＤ１

Lo1=10.678GHz

切り替え１
（右旋偏波信号）

BS CS-R

1032 1489 1595 2071

1575 2051

(MHz)

切り替え２
（左旋偏波信号）

CS-L

ＩＲＤ２

R

L

BS CS-R CS-L

1032 1489 1595 2071 2126 2602 (MHz)

ダウン
コンバーター

ダウン
コンバーター

Lo2=10.127GHz

重畳電源
右旋円偏波：１５Ｖ

左旋円偏波：１１Ｖ

Lo=551MHz
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４．社団法人電子情報技術産業協会からの提出意見 

 
東経１１０度ＣＳの左旋円偏波の放送利用の是非等に関する要望について 

 

 

 拝啓 時下ますますご清祥のことと、お慶び申し上げます。平素は、格別のご高配を賜り、厚く御礼申し

上げます。 

 さて、去る５月７日付書面をもちまして、当協会宛ご依頼のございました内容に対し、下記にて要望を提

出させて頂きます。ご査収の程、よろしく御願い申し上げます。 

敬具 

記 

◇ご依頼内容 

・東経１１０度ＣＳの左旋円偏波の放送利用の是非その他利用の在り方 

・上記に関する要望 

・その他（関連する事項についてご意見があれば） 

 

◇技術的課題（２００４年２月６日提出済み） 

（社）電子情報技術産業協会では、去る、２月６日付書面にて、受信機並びに受信システムとしての 

「東経１１０度ＣＳ左旋円偏波の放送利用に対する技術的課題」を提出させて頂いております。内容 

は、添付別紙をご参照願います。 

  

◇基本スタンス並びに要望 

上記、技術的課題の内容を踏まえ、「東経１１０度ＣＳの左旋円偏波の放送利用の是非その他利用の

在り方」、「上記に関する要望」に対する基本的な考え方を以下に述べさせて頂きます。 

 

１．基本スタンス 

受信機器メーカーの団体である電子情報技術産業協会としては、既存の受信機器で東経１１０度ＣＳ

の左旋円偏波を用いた放送を受信するには、多くの技術的課題が存在していると認識しております。 

しかしながら、本件は国民の視点に立って、ニーズと普及の観点がもっとも重要であると考えます。同

放送波を利用したいとする放送事業者が出現し、国民のニーズに合致した魅力的な放送を継続的に

実施するのであれば、当協会としても、対応受信機器の企画・開発に向けて、検討を行なう用意はご

ざいます。 

 

２．要望 

１）今後検討を進めるにあたっては、まず東経１１０度ＣＳの左旋円偏波の放送利用の必然性のある具

体的な事業構想が示され、これに基づいて、放送事業者も含めた関連業界で運用規定を審議・取り

纏められるというプロセスが必要です 

 

２）既存(レガシー)機器の対応問題と普及促進の観点から、国民に対して十分な周知期間を設ける必

要があります。 

以 上 
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１１０度ＣＳ左旋波の放送利用に対する技術的課題 

 
 
（１）受信システムにおける課題 

 
受信システムとは、アンテナから受信機までデジタル放送波を伝送することを指します。 
広帯域 CS デジタル放送受信システムについては、ARIB STD-B21 の付属-6 に、分類されて

解説されています。この分類に沿って 110 度 CS 左旋波を放送に利用する場合の技術的な課題

を以下にあげます。 
 
（ａ）アンテナと IRD が１対向の場合 
 

左旋波に対応するアンテナは一部のメーカーより製品化されて市場に流通しています。 
 
（ｂ）アンテナが一つで IRD が複数の場合 

 
① アンテナ 

左旋波用のコンバータおよび混合器を装備する必要があります。 

対応できる製品は市場にはありません。 

② 伝送系 

ブースタ、分岐器、分配器、テレビ端子、同軸ケーブルなどの伝送周波数帯域を、2600MHz
まで伝送可能とする必要があります。 

（財）ベターリビングでは 2600MHz まで伝送できる機器の認定基準を設定し、参加企業

（11 社）はすでに製品を販売しています。 

③ ダウンコンバータ 

受信機の IF 復調が 2600MHz まで対応していない場合について、前記 ARIB STD-B21 の

付属-6 に、一条伝送方式 C として示されるダウンコンバータを使用して受信する方法（下

図）が示されています。このダウンコンバータについては今後の開発が必要となります。 

ＩＲＤ１

Lo1=10.678GHz

切り替え１
（右旋偏波信号）

BS CS-R

1032 1489 1595 2071

1575 2051

(MHz)

切り替え２
（左旋偏波信号）

CS-L

ＩＲＤ２

R

L

BS CS-R CS-L

1032 1489 1595 2071 2126 2602 (MHz)

ダウン
コンバーター

ダウン
コンバーター

Lo2=10.127GHz

重畳電源
右旋円偏波：１５Ｖ

左旋円偏波：１１Ｖ

Lo=551MHz

別 紙 
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（２）受信機における課題 

 

110 度 CS 左旋波を放送として利用する場合の受信機の技術的課題を以下にあげます。 
 
 
（ａ）既存受信機での 110 度 CS 左旋波の放送への対応 
 

既存受信機（BS デジタル放送専用受信機、BS・110 度 CS デジタル放送受信機、地上・BS・
110 度 CS デジタル放送受信機）での新サービスへの対応は困難です。 
 
① アンテナから出力する IF 信号の、右旋波・左旋波の切り替えを受信機のアンテナ端子よ

り直流電圧により制御する必要が有りますが、対応できない受信機があります。 
② 左旋波の IF は 2600MHz に広がりますが、対応できない受信機があります。 
③ 現状の運用規定の元で番組数の増加を行った場合に、EPG データ及び事業者領域等に割

り当てられるメモリの制約上、対応できないモデルがあります。 
④ 運用規定を変更した場合、その規定に対応して再検討を必要としますが、現状のままでの

対応は難しいと考えます。 
 
 
（ｂ）新サービスによる既存受信機への影響 
 

① 既存の受信機に悪影響を与えない運用規定で運用されることが必要です。 
 
 
（ｃ）新規受信機での 110 度 CS 左旋波の放送への対応 
 

① BS 放送のデジタル放送拡大と時期、サービス内容、運用規定などを総合的に検討して判

断する必要があります。 
② 新たに運用規定を決める場合、新規放送予定事業者等と、受信機供給予定者等による作業

が必要となります。 
③ 消費者の混乱を避けるため、BS デジタル放送、110 度 CS デジタル放送（右旋）及び地

上デジタル放送のサービスと、そのサービス内容において、明確に区別できるサービスで

あることを望みます。 
 
 

（ｄ）110 度 CS 左旋波の放送利用の検証確認 
 

110 度 CS 左旋波の放送への利用に当たっては、現状受信機への影響確認と、110 度 CS 左旋

波放送の受信機の動作確認検証用のため、新規放送予定事業者等によるテスト環境とテストス

トリームの提供を必要といたします。 
 
 
 
 

２００４年２月６日 
電子情報技術産業協会 

デジタル家電部会 
テレビネットワーク事業委員会 

受信システム事業委員会 
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５．社団法人日本民間放送連盟からの提出意見 

 

 
 

 

東経１１０度ＣＳの左旋円偏波の放送利用の 

是非その他利用の在り方について 

（放送分野における個人情報保護及びＩＴ時代の衛星放送に関する検討会資料） 
 

 
１．現在、通信用に充てている東経１１０度ＣＳの左旋円偏波中継器の放送用への転

用については、視聴者の受信環境の整備や放送事業者のニーズの見極めが欠かせな

いため、十分な検討が必要である。 
 
２．東経１１０度ＣＳデジタル放送を含む衛星放送の発展のためには、“量の拡大”

より“質すなわち番組内容の充実”が求められており、各衛星放送事業者がより優

れた番組を調達し、放送できる事業環境の確保が衛星放送のサービス向上につなが

ると考える。 
 
３．デジタル放送の普及促進に向け、“３波共用受信機”による視聴を前提として、

東経１１０度ＣＳ放送・ＢＳ放送・地上放送を併せたデジタル放送の魅力について

総合的に国民に周知していく必要がある。 
 

以 上 
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６．社団法人衛星放送協会からの提出意見 
 

 
 
 
 

東経１１０度ＣＳの左旋円偏波の放送利用について 
 

 
 
１．一般論で言えば、現在１１０度衛星で放送を行っている事業者に不利益が生じないのであれ

ば反対する理由はない。 
２．但し、現在でもＣＳ放送の成長は停滞しており、１１０度ＣＳ放送も期待には程遠い状況に

ある。ここで、単にトラポンを開放し、放送に利用するとして新たな放送事業者を生み出す

事は過当競争を招く結果にならないか危惧される。 
３．従って、この利用で現在のＣＳ放送ではできない魅力ある放送ができるといった、具体的な

ビジネスモデルが想定できないと判断ができない。 
４．更に受信環境の対応をどのように行うのかも見通せない。特に集合住宅においては配線を含

め問題が大きいと思われる。そのコストを含め事業性があるのか疑問がある。具体的なビジ

ネスモデルが見えなければ、アンテナ或いはチューナーについて、メーカー側の対応も困難

ではないかと推測する。 
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７．社団法人日本ケーブルテレビ連盟からの提出意見 

 

 

東経１１０度 CS の左旋円偏波の利用される場合のケーブルテレビ事業者側からの

意見を、以下のとおり提出いたします。なお、東経１１０度 CS の左旋円偏波での番

組配信にあたっては、これまでと同様、その番組の選択については、各ケーブルテレ

ビ事業者が決定するものであることを念のため申し添えます。 

 

ケーブルテレビにて再送信する場合、既に広く加入者に普及している STB によっ

て受信できる方式であることが必要です。つまり、現状の技術基準に基づく東経１１

０度 CS（右旋円偏波）と同じ伝送方式での伝送であれば、ケーブルテレビによる再

送信について基本的には問題はありません。ただし、右旋円偏波と別の伝送方式を用

いる際には、以下のような場合等、ケーブルテレビ事業者の現状の設備では再送信が

困難になり、ケーブルテレビ経由の加入者の視聴にも影響しかねないので、留意が必

要になります。 

 
3 を越えるスロット数でデータ放送が行われる場合 
 現行のケーブルテレビ事業者の施設は、3 スロット分までのデータ放送にしか

対応していないため、4 スロット以上でのデータ放送が行われる場合など、社団法

人電波産業会の策定する「BS/広帯域 CS デジタル運用規定（ARIB TR-B15）」等の

現行の技術基準を超えたスペックでの放送が行われた際には、ケーブルテレビ事業

者の施設が対応できないことが想定されます。 

特に STB に関しては、4 スロット以上のデータ放送を再送信するためには、各加

入者宅にある STB そのものの交換が必要であり、そのコスト等を考えると、ケーブ

ル事業者側への影響が極めて大きくなります。 

 

なお、左旋円偏波 110 度 CS の伝送容量増加に関する検討については、現行 BS

の 52Mbps など、伝送容量が 58Mbps（29MbpsＸ2）程度を越さない場合は、ケー

ブルテレビによる再送信は、総伝送容量的には対応可能と考えられます。ただし、

ケーブルテレビにおいては、29Mbps のチャンネル 2 個を使用（TS 分割方式）して

再送信を行っているため、29Mbps 以下に適切に 2 分割できることが必要となりま

す。 
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８．日本放送協会からの提出意見 

 

 

 

ＮＨＫは、特に意見は提出いたしません。 
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ＣＳ１１０度衛星に関する技術的概要 

（（社）電子情報技術産業協会資料） 

資 料 ６
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１．放送受信の概念 

 

 

 

 

 

 

 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

ＢＳデジタル 

衛星放送 

赤道上空36000ｋｍの静止軌道 

UV･BS･CS ﾌﾞｰｽﾀ 

VHF 

UHF

BS･110 度 CS 

110度ＣＳﾃﾞｼﾞﾀﾙ

① 

①

②

③

④ 

UHF
①① 

U/U 混合器 

U/V 混合器 

４分配器 

⑤ 

ﾁｭｰﾅ 
BS ﾃﾞｼﾞﾀﾙ 

BS 内蔵 
TV 

TV 
(D 端子付) 

ﾃﾚﾋﾞ端子 

UV UV UV BS･CS BS･CS BS･CS 

ﾃﾞｼﾞﾀﾙ受信機 

(地上･BS･110 度 CS 

ﾃﾞｼﾞﾀﾙﾁｭｰﾅ 
内蔵) 

TV 
(D 端子付) 

UV 

(2 端子型) ⑥ 

地上･BS･110 度 CS 

ﾃﾞｼﾞﾀﾙﾁｭｰﾅ 

⑧UV/BS･CS 分波器 

BS･CS

２分配器 

⑨ 

⑦ 

⑨ 

放送分野における個人情報保護及びＩＴ時代の衛星放送に関する検討会放送分野における個人情報保護及びＩＴ時代の衛星放送に関する検討会（２００４年１０月６日）（２００４年１０月６日）
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２．ホーム共同受信の概念 
  
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

同軸ｹｰﾌﾞﾙ S-5C-FB 

UHF ｱﾝﾃﾅ 

UHF ｱﾝﾃﾅ 

VHF ｱﾝﾃﾅ 

2m 

2m 

1m

1.5m 

U/U 混合器 

2m 

2m 
U/V 混合器 

5m 

10m 

UV/BS･CS ﾌﾞｰｽﾀ 

5m 4 分配器 

20m 

20m 

20m 

20m 

ﾃﾚﾋﾞ端子 

(2 端子型) 

ﾃﾚﾋﾞ端子 

(2 端子型) 
ﾃﾚﾋﾞ端子 

(2 端子型) 

ﾃﾚﾋﾞ端子 

(2 端子型) 

BS・110 度 CS 
アンテナ 
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３．１１０度ＣＳ放送同軸ケーブル 1 条伝送方式 

 

（１）１１０度ＣＳ放送同軸ケーブル 1条伝送方式（Ａ） 

ＡＲＩＢ 広帯域ＣＳ検討アドホックで審議された案です。 

     ・ＣＳ左旋側は、ＬＮＢの局発周波数を選択して同軸ケーブル１条で伝送可能なＩＦ

周波数帯に変換、伝送する。 
・周波数変換して伝送された CS－L・ＩＦ周波数帯は各ＩＲＤごとにダウンコンバー

タで通常の周波数アロケーションに変換して受信する。 
 
 

 
 
 
 
 
 
 

ＩＲＤ１

Lo1=10.678GHz

切り替え１
（右旋偏波信号）

BS CS-R

1032 1489 1595 2071

1575 2051

(MHz)

切り替え２
（左旋偏波信号）

CS-L

ＩＲＤ２

R

L

BS CS-R CS-L

1032 1489 1595 2071 2126 2602 (MHz)

ダウン
コンバーター

ダウン
コンバーター

Lo2=10.127GHz

重畳電源
右旋円偏波：１５Ｖ

左旋円偏波：１１Ｖ

Lo=551MHz
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（２）１１０度ＣＳ放送同軸ケーブル 1条伝送方式（Ｂ） 

   （Ａ）の方式で周波数変換し伝送されたＩＦ周波数を直接受信できるＩＲＤで受信する案

です。ただし局発が異なる２個の LNB を有する CS アンテナと両電通型混合器および

2.6GHｚ帯域が受信可能なＩＲＤの新規開発が必要となります。 
     ・ＩＲＤ が 2600MHz 対応の場合は、ダウンコンバータが不要となり直接入力、受信

することが可能となります。 
     ・ＩＲＤは新規開発となり、現行ＩＲＤとの互換性、アップグレードは不可能となり

ます。また、DC ブースタと両電通型混合器（未発売）が必要となる。 
     ・ＬＮＢは局発が 10.678GHz と 10.127GHz の２種類を有する製品が必要です。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

BS CS-R CS-L

1032 1489 1595 2071 2126 2602 (MHz)

両電通型混合器 
（未発売） 
              

伝 送 
ライン 

ＩＲＤ入力 

ＩＲＤ１ ＩＲＤ２

電源重畳
Lo1=10.678GHz

R

L

Lo2=10.127GHz

ﾌﾞｰｽﾀ  
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４．同軸ケーブルについて 

   テレビジョン受信用ケーブルとして「JIS C 3502」に規定があり、ホーム受信システム 
  を構築する上で下記 同軸ケーブルが広く採用されている。 
     S-4C-FB 、S-5C-FB 、S-7C-FB 
 
  これらの伝送上限周波数関連では、「テレビジョン受信用同軸ケーブル 解説」中、解説表２

「ケーブルの使用環境」、および 解説表４「減衰量」の各表にわかりやすくまとめられており 
 「通信衛星放送受信システムの伝送路として 1800MHz まで使用可能な同軸ケーブル」、として 
  いる。従って、2600MHz に伝送については、規定されていないことになる。 
 
  ホーム受信システムでは S-5C-FB を標準としてシステム設計を行っており、同軸ケーブルの

減衰量は実測値をベースとして次の値を参考値として採用しているのが現状です。 
 
                    〔20℃  標準減衰量（ｄB/km）〕 
 
 
 
 
 
 
 
 
               出典：JEITA「デジタル放送時代の受信システム」 

 
 
 従って、テレビ伝送用同軸ケーブルとして運用状況との間にギャップがあることは否めない。 
 

周波数（MHｚ） S-5C-FB S-7C^FB 
90 58.8 41.5 
220 95 68 
470 145 105 
770 192 140 

1300 261 193 
1550 291 215 
1770 315 234 
2000 340 253 
2150 355 265 



 

 

 

 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

地上デジタル放送スケジュール専門委員会（想定案） 
 

2000 2001 2002 2003 2004 
10 1 4 7 10 1 4 7 10 1 4 7 10 1 

運
用
規
定
検
討
開
始 

地
上
Ｐ
設
立 

運
用
規
定
策
定
完
了 

テ
ス
ト
セ
ン
タ
ー 

電
波
発
射 

試
験
放
送
開
始 

本
放
送
開
始 

1 年強 
半年 

1 年 半年 

▼ ARIB 受 信 機

規格・運用規格

のＦＩＸ 

▼LSI 完了   ▼受信機発売

▼放送設備完了 

・LSI 開発 
・放送設備対応 
・テストストリーム作成 

・フィールドテスト 

・室内テスト 

放送分野における個人情報保護及びＩＴ時代の衛星放送に関する検討会放送分野における個人情報保護及びＩＴ時代の衛星放送に関する検討会（２００４年１０月６日）（２００４年１０月６日）
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